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研究要旨 

【目的】健康日本 21（第三次）では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小のため、「自然に健康になれ

る環境づくり」、「誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備」を目標に掲げ、地域・職域連

携により健康増進事業等の実効性を高めることが期待されている。本研究では、自治体等に対する

実態調査を踏まえ、地域・職域連携を効果的に推進できるよう、地域の健康課題の可視化、連携協議

会や連携事業の進め方、具体的な連携方策について提案することを目的とする。市区町村を中心と

した地域・職域連携の在り方を検討するため、モデル市区を選定し伴走支援を実施する。 

【研究方法】①都道府県・二次医療圏・保健所設置市の地域・職域連携協議会に関する全国調査：協

議会及び当該事業の昨年度実績と今年度の計画、研究班作成の手引書の活用状況、地域・職域連携

における課題、自治体内外での連携、健康課題の把握とデータ等を調査した。②地域・職域連携の推

進に必要なデータセットに関する研究；全国都道府県、二次医療圏単位の健康指標の可視化、経年

変化のグラフを作成した。③ワークショップ（WS）における情報提供と実態把握：全国の都道府県・

二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当者等を対象とした。産業構造、中小企業に対する健康支

援、地域連携をテーマに取り上げた。④市区町村を中心とした地域・職域連携の新たなモデルに関

する研究：6 市区町を選定、担当者の課題感を聞き取り、関係者との連携を支援した。 

【結果】①全国調査；399/514 自治体（回収率 77.6％）。協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨

年度同様 9 割程度で実施、保健所設置市での連携事業が拡充した。事業の優先度も高まる傾向があ

った。②データセット；特定健診項目の標準化該当比は全国の都道府県、二次医療圏単位で、令和 4

年度の単年度ならびに 5 年間の経年変化をグラフ化した。18 死因別標準化死亡比(SMR)の直近 10 年

間(2015～2024 年)の推移を図で可視化公表した。③ワークショップ：400 回線、613 名が参加し、

62％が大変良かったと回答した。アンケート、グループワークから課題、参考になった点等の意見

を収集した。④5 都府県 6 市区町（東京都港区、静岡県伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘

町、大阪市此花区）をモデルとして地域・職域連携推進のための伴走支援を行った。事前調査、担当

者面談によるニーズ把握、既存資料の読み込みと再分析、庁内・関係団体との連携支援、勉強会や事

業所調査実施支援を行い、具体的なアクションにつなげることができた。担当者の力量形成にもつ

ながり、新たに地域・職域連携協議会の立ち上げにつながった事例もあった。調査により取り組む

課題が明確になったこと、関係者・当事者と顔の見える関係になったことなどの成果があった。 

【考察・結論】今年度は従来の全国調査に加え、モデル市区町の伴走支援を行った。このなかで自治

体支援に必要な要素・プロセスが明らかにされつつある。次年度に継続的に支援と評価を行い、ガ

イドライン改訂への提案につなげていきたい。これまでの研究成果については、日本公衆衛生学会

や国の地域・職域連携推進関係者会議等にて発表した。 
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  ＡＡ．．研研究究目目的的  

健康日本 21（第三次）では、健康寿命の延伸・

健康格差の縮小のため「社会環境の質の向上」

を重視し、「自然に健康になれる環境づくり」、

「誰もがアクセスできる健康増進のための基盤

の整備」を目標に掲げている。都道府県は地域・

職域連携推進協議会（以下、協議会）の運営を通

じて連携強化の中心的役割を担い、管内市区町

村における健康増進計画の推進ならびに地域・

職域連携の促進を図ることにより、対策の実効

性を高めることが求められている。令和 6 年度

からの本研究班では、地域・職域連携のより実

効性のある進め方に焦点をあてている。 

現行の「地域・職域連携推進ガイドライン」

（令和元年）では、都道府県や二次医療圏など

における地域・職域連携推進協議会の運営など、

行政主導の比較的広域な連携を中心にまとめら

れている。地域・職域連携の基盤となる体制作

りは重要であり、引き続きこの課題に取り組む

ことは重要であり、全国の担当者向けアンケー

ト調査やワークショップにより現状と課題を整

理し、具体的な対策を検討する。 

また、より住民や事業場に身近な市区町村に

おける地域・職域連携の推進により、実効性を

高めることができるのではないかという仮説の

もと、モデル市区を選定し研究班が伴走支援や

効果評価を行う。この中で、市区町村における

地域・職域連携の在り方、支援方法を検討して

いく。これらの結果から、全国展開に向けた方

法を提案することを目的とする。

図１．本研究事業の流れ図  

 

令和 7 年度は、モデル自治体と調整しつつ、

研究班の知見を踏まえた伴走支援を行った。市

区町での地域・職域連携に必要なデータ提示や

企業・保険者との連携方策について検討し、必

要とされる資材や情報を提供した。 

  

ＢＢ..  研研究究方方法法    

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

2025 年 10 月に、すべての都道府県、二次医療

圏、特別区・保健所設置市（以下、保健所設置市

とする）の地域・職域連携担当者にアンケート

調査を実施した。質問項目は、回答者の属性、協

議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、今年度

（R7）の計画、研究班作成の手引書の活用状況、

地域・職域連携における課題、自治体内外での

連携、健康課題の把握とデータ等についてであ

る。 

分析については、自治体種別ごとに記述統計

を行い、2024 年度と 2025 年度を比較した。計画

への位置づけと業務の優先度については自治体

種別ごとに χ２検定を実施し、有意水準 p＜0.05

を有意差ありとした。優先度の理由と課題と感

じていることについては、自由記載データから

類似する内容を抽出し、KJ 法により分類した。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

健康課題の可視化に役立つ“見える化”デー

タセット集、都道府県、二次医療圏、市区町村に

おける活用マニュアルを作成した。令和７年度

は第 10 回 NDB オープンデータ（令和 4 年度特定

健診）を用いて、全ての都道府県・二次医療圏別

に、特定健診の検査値と標準的な質問票に関す

る 47 項目について該当割合と標準化該当比を

算出した。さらに第 6～10 回 NDB オープンデー

タ（平成 30～令和 4 年度特定健診）を用いて、

5 年間の経年推移を分析し可視化した。人口動

態統計の公表データを用いて、全ての都道府県・

二次医療圏別に、18 死因別標準化死亡比(SMR)

の直近 10 年間(2015～2024 年)の推移を図で可

視化した。これらの資料は Web 上で公開した。 

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

  

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府県・

二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当者、

医療保険者、産業保健関係者等を対象に、ワー

クショップ（WS）を開催した。 

 

 

WS はオンラインで開催、2 部制とした。主なテ

ーマは「産業構造に着目した健康課題分析」、「二

次医療圏と市の連携」、「地域の中小企業に対す

る健康支援の取り組み」とし、働く場に近い具

体的な連携につながる情報提供を行った。今回

初めて産業保健総合支援センターからの事例発

表をいただいた。 

 第２部のグループワークでは、テーマに基づ

き話し合い、シートにまとめた。 
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令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府県・

二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当者、

医療保険者、産業保健関係者等を対象に、ワー

クショップ（WS）を開催した。 

 

 

WS はオンラインで開催、2 部制とした。主なテ

ーマは「産業構造に着目した健康課題分析」、「二

次医療圏と市の連携」、「地域の中小企業に対す

る健康支援の取り組み」とし、働く場に近い具

体的な連携につながる情報提供を行った。今回

初めて産業保健総合支援センターからの事例発

表をいただいた。 

 第２部のグループワークでは、テーマに基づ

き話し合い、シートにまとめた。 
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（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

令和 6 年度に東京都、静岡県、愛知県、滋賀

県、大阪市の管内全市区町を対象とするアンケ

ート調査を行い、介入モデル市町区の選定と調

整を開始した。地域・職域連携推進モデルの参

加を「希望する」「検討してもよい」と回答した

市区町村のうち、人口規模や産業構造など、モ

デル実施による取組の成果を他の自治体に広く

適用しやすいと考えられる自治体を選定した。

また、自治体の担当者異動や方針などにより選

定に難航する状況があったが、都道府県、二次

医療圏の担当者とも調整を行い、推薦いただい

た事例もあった。最終的に、東京都港区、静岡県

伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘町、

大阪府此花区の 6 市区町村を選定し、令和７〜

8年度にかけての伴走支援を行うこととなった。 

1）東京都港区 

①保健所および地域・職域連携事業委託先（港

区医師会）との協議；現状確認と研究班から

の情報提供を適宜行い、今後の方向性につい

て協議を重ねた。 

②健康課題の分析；労働者調査の分析 

港区では令和 6 年度より地域・職域連携推進

を開始、区内 50 人未満の事業所の労働者

10,000 人を対象に健康調査を実施したが、そ

の結果の利活用を模索している状態であった。

そこで研究班が調査データの 2 次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討することで

合意した。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2）静岡県伊東市 

主力産業である宿泊業に着目し、市と協力し

て市内全宿泊施設で働く人を対象に匿名の健康

調査を実施した。市内の全宿泊施設 316 ケ所の

従業員 3,796 人を対象に、Web調査を実施した。 

調査項目は、基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保）、労働属性（勤続年数、

職位、1 週間の労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の

有無、勤務形態、担当業務、兼業の有無、前職の

仕事）、職場の属性(施設種類、施設規模、喫煙環

境、就業中の喫煙可否、健康や安全の相談窓口

の有無、所在地域）、健康指標（①蓄積疲労度チ

ェックリスト、②身体症状スケール:SSS-83、③

1 年以内の転倒歴)、生活習慣（森本の 8 つの生

活習慣項目: HPI)、健診/受療行動 (1 年以内の

健診受診の有無、がん健診受診の有無、健診の

未受診理由、通院状況）、健康経営指標（プレゼ

ンティズム、アブセンティズム）、職場や行政へ

の健康づくりへの取組に関する自由意見、であ

る。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3）愛知県犬山市 

4）愛知県蒲郡市 

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が協働

して、働く世代の健康課題や地域・職域連携に

関する事業の課題などの現状把握・分析に基づ

き、目指すべき方向性と方策（アクション）を見

出し、実践、評価の一連のサイクルに取り組む

こととした。令和 7 年度は既存資料・データの

収集・整理・分析、企業等に対する調査の計画・

実施・分析、会議や検討会の開催支援、関係機関

とのネットワーク構築と連携強化支援を行った。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5）滋賀県愛荘町 

6）大阪府此花区 

担当者および地域・職域連携推進に係る会議

体を構成している組織の担当者に対し、研究班

が積極的に関わり、これまでの職域への関わり

や健康課題、ニーズ、意向を確認しながら、地

域・職域連携に関わる知識や活動の方向性や具

体的方法等について、助言・活動の具現化を支

援した。データ収集は、活動のプロセスおよび

打合せ議事録、参与観察（フィールドノート）と

半構造的インタビューにより行った。収集内容

は、担当者の意識・認識の変化、協議会のレベ

ル・討議内容や開催頻度、職域関係機関との連

携やネットワーク、働く世代が利用できる保健

サービスの質・量・アプローチルートの変化や

プロセス、地域・職域連携における課題や困難

等、とした。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照）。 

 

研研究究班班のの検検討討経経過過  

班会議を 6 回開催、WS を 1 回開催した。WS に

向けての小班会議を複数回開催し、準備を進め

た。都筑、渡井、尾﨑はそれぞれ分担班にて協議

を行い、研究を進めた。 

 

第 1 回班会議：令和 7 年 5 月 1 日（木) 

・厚生労働省行政の確認 

・健康日本 21（第三次）等に関連する研究班と

の連携（辻班、横山班） 

・昨年度のふりかえりと研究評価、課題 

・今年度の研究計画 

① 全体計画と大まかなスケジュール  

② 市区町を中心とした地域・職域連携の在り

方に関する研究  

③ 都道府県、二次医療圏のアンケート調査  

④ ワークショップ  

⑤ 地域・職域連携の推進に必要なデータセッ

トに関する研究（横山）  

⑥ 地域・職域連携における ICT の活用  

・ 第 84 回日本公衆衛生学会（静岡）  

 

第 2 回班会議：令和 7 年 6 月 23 日（月) 

 ・モデル市区町との進捗 

・全国アンケート調査 

・日本公衆衛生学会シンポジウム、一般演題 

第 3 回班会議：令和 7 年 8 月 20 日（水)   

・モデル市区町の進捗と協議 

・全国アンケート：文面確定、倫理審査へ 

・日本公衆衛生学会発表の準備状況 

 

第 4 回班会議：令和 7 年 10 月 16 日（木) 

・ワークショップ内容（情報提供、グループワ

ーク）、事例発表の調整 

・ モデル市区町の進捗状況  

・全国アンケートの発信、送付（10/2、511 件：

都道府県 47 件、保健所設置市 110 件、二次医

療圏 354 件）、回収状況 

・公衆衛生学会のシンポジウムの打ち合わせ 

 

第 5 回班会議：令和 7 年 12 月 2 日（火) 

・日本公衆衛生学会のシンポジウム、ポスター

発表報告  

・ワークショップについて：事例紹介の自治体

との調整、 当日運営の確認 

 

第 6 回班会議：令和 8 年 2 月 24 日(火) 

・令和 7 年度中間報告と評価 

・令和 8 年度研究計画書（継続申請）について 

・介入モデル市町区との調整状況 

・分担研究についての意見交換 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者への研究協力の依頼時に、研究の主

旨および概要、研究参加の任意性、同意撤回の

保証、個人情報の保護などについて文書により

説明し同意を得た。「2024 年度地域・職域連携推

進事業に関する調査」については女子栄養大学

研究倫理審査委員会の承認（承認番号 610）、市

区町村調査は分担研究者施設における承認を得

て行った。 
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（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

令和 6 年度に東京都、静岡県、愛知県、滋賀

県、大阪市の管内全市区町を対象とするアンケ

ート調査を行い、介入モデル市町区の選定と調

整を開始した。地域・職域連携推進モデルの参

加を「希望する」「検討してもよい」と回答した

市区町村のうち、人口規模や産業構造など、モ

デル実施による取組の成果を他の自治体に広く

適用しやすいと考えられる自治体を選定した。

また、自治体の担当者異動や方針などにより選

定に難航する状況があったが、都道府県、二次

医療圏の担当者とも調整を行い、推薦いただい

た事例もあった。最終的に、東京都港区、静岡県

伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘町、

大阪府此花区の 6 市区町村を選定し、令和７〜

8年度にかけての伴走支援を行うこととなった。 

1）東京都港区 

①保健所および地域・職域連携事業委託先（港

区医師会）との協議；現状確認と研究班から

の情報提供を適宜行い、今後の方向性につい

て協議を重ねた。 

②健康課題の分析；労働者調査の分析 

港区では令和 6 年度より地域・職域連携推進

を開始、区内 50 人未満の事業所の労働者

10,000 人を対象に健康調査を実施したが、そ

の結果の利活用を模索している状態であった。

そこで研究班が調査データの 2 次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討することで

合意した。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2）静岡県伊東市 

主力産業である宿泊業に着目し、市と協力し

て市内全宿泊施設で働く人を対象に匿名の健康

調査を実施した。市内の全宿泊施設 316 ケ所の

従業員 3,796 人を対象に、Web調査を実施した。 

調査項目は、基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保）、労働属性（勤続年数、

職位、1 週間の労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の

有無、勤務形態、担当業務、兼業の有無、前職の

仕事）、職場の属性(施設種類、施設規模、喫煙環

境、就業中の喫煙可否、健康や安全の相談窓口

の有無、所在地域）、健康指標（①蓄積疲労度チ

ェックリスト、②身体症状スケール:SSS-83、③

1 年以内の転倒歴)、生活習慣（森本の 8 つの生

活習慣項目: HPI)、健診/受療行動 (1 年以内の

健診受診の有無、がん健診受診の有無、健診の

未受診理由、通院状況）、健康経営指標（プレゼ

ンティズム、アブセンティズム）、職場や行政へ

の健康づくりへの取組に関する自由意見、であ

る。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3）愛知県犬山市 

4）愛知県蒲郡市 

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が協働

して、働く世代の健康課題や地域・職域連携に

関する事業の課題などの現状把握・分析に基づ

き、目指すべき方向性と方策（アクション）を見

出し、実践、評価の一連のサイクルに取り組む

こととした。令和 7 年度は既存資料・データの

収集・整理・分析、企業等に対する調査の計画・

実施・分析、会議や検討会の開催支援、関係機関

とのネットワーク構築と連携強化支援を行った。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5）滋賀県愛荘町 

6）大阪府此花区 

担当者および地域・職域連携推進に係る会議

体を構成している組織の担当者に対し、研究班

が積極的に関わり、これまでの職域への関わり

や健康課題、ニーズ、意向を確認しながら、地

域・職域連携に関わる知識や活動の方向性や具

体的方法等について、助言・活動の具現化を支

援した。データ収集は、活動のプロセスおよび

打合せ議事録、参与観察（フィールドノート）と

半構造的インタビューにより行った。収集内容

は、担当者の意識・認識の変化、協議会のレベ

ル・討議内容や開催頻度、職域関係機関との連

携やネットワーク、働く世代が利用できる保健

サービスの質・量・アプローチルートの変化や

プロセス、地域・職域連携における課題や困難

等、とした。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照）。 

 

研研究究班班のの検検討討経経過過  

班会議を 6 回開催、WS を 1 回開催した。WS に

向けての小班会議を複数回開催し、準備を進め

た。都筑、渡井、尾﨑はそれぞれ分担班にて協議

を行い、研究を進めた。 

 

第 1 回班会議：令和 7 年 5 月 1 日（木) 

・厚生労働省行政の確認 

・健康日本 21（第三次）等に関連する研究班と

の連携（辻班、横山班） 

・昨年度のふりかえりと研究評価、課題 

・今年度の研究計画 

① 全体計画と大まかなスケジュール  

② 市区町を中心とした地域・職域連携の在り

方に関する研究  

③ 都道府県、二次医療圏のアンケート調査  

④ ワークショップ  

⑤ 地域・職域連携の推進に必要なデータセッ

トに関する研究（横山）  

⑥ 地域・職域連携における ICT の活用  

・ 第 84 回日本公衆衛生学会（静岡）  

 

第 2 回班会議：令和 7 年 6 月 23 日（月) 

 ・モデル市区町との進捗 

・全国アンケート調査 

・日本公衆衛生学会シンポジウム、一般演題 

第 3 回班会議：令和 7 年 8 月 20 日（水)   

・モデル市区町の進捗と協議 

・全国アンケート：文面確定、倫理審査へ 

・日本公衆衛生学会発表の準備状況 

 

第 4 回班会議：令和 7 年 10 月 16 日（木) 

・ワークショップ内容（情報提供、グループワ

ーク）、事例発表の調整 

・ モデル市区町の進捗状況  

・全国アンケートの発信、送付（10/2、511 件：

都道府県 47 件、保健所設置市 110 件、二次医

療圏 354 件）、回収状況 

・公衆衛生学会のシンポジウムの打ち合わせ 

 

第 5 回班会議：令和 7 年 12 月 2 日（火) 

・日本公衆衛生学会のシンポジウム、ポスター

発表報告  

・ワークショップについて：事例紹介の自治体

との調整、 当日運営の確認 

 

第 6 回班会議：令和 8 年 2 月 24 日(火) 

・令和 7 年度中間報告と評価 

・令和 8 年度研究計画書（継続申請）について 

・介入モデル市町区との調整状況 

・分担研究についての意見交換 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者への研究協力の依頼時に、研究の主

旨および概要、研究参加の任意性、同意撤回の

保証、個人情報の保護などについて文書により

説明し同意を得た。「2024 年度地域・職域連携推

進事業に関する調査」については女子栄養大学

研究倫理審査委員会の承認（承認番号 610）、市

区町村調査は分担研究者施設における承認を得

て行った。 
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ＣＣ．．  結結果果  

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

回収数は 399/514 自治体（回収率 77.6％：都

道府県 46/47、二次医療圏 265/357 医療圏、保健

所設置市 88/110 市）回答者の経験年数は 6 割以

上が 1、2 年目であった。 

協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨年

度とほぼ変わらず 9 割程度であったが、保健所

設置市では昨年度よりも多くの自治体で連携事

業が実施されていた。計画等への位置づけは都

道府県では 9 割、二次医療圏では 8 割以上、保

健所設置市は 6 割を超えていた。目標設定をし

ている自治体は都道府県で半数、二次医療圏・

保健所設置市で 3 割程度であった。設定した目

標には、健康経営関連事業所数や事業参加団体

数、健診受診率などがあげられていた。 

地域・職域連携推進業務の優先度については、

都道府県 9 割、二次医療圏は 7 割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は 6 割を超え、

優先度が高まっていた。優先度が低い理由とし

て、都道府県では、「重点事業に位置づけられて

いない」、「予算化、事業化、評価設定などが難し

い」、二次医療圏では、「担当者任せになってい

る」、「市区町村業務である」、「管内市区町村が

多く一緒に取り組めない」、「データ分析・課題

抽出が難しい」、保健所設置市では、「1 市で実施

するには限界がある」、「進め方がわからない」、

「産業保健センターの業務と考えている」等、

があがっていた。職種や業態別の分析は 1 割程

度しかされていなかった。  

地域・職域連携のための庁内連携については、

二次医療圏、保健所設置市では半数程度であっ

た。 

 

  

  

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

11））特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損人数を

補完したうえで、標準化該当比を算出した。 

単年度分析において、同一の都道府県内でも、

ほとんどの項目で二次医療圏間での差が観察され

た。都道府県を基準とした場合の標準化該当比が

低くても、全国を基準とした場合には高いことも

あり得るので、両者を併せて解釈することが必要

である。 

経年推移分析では、2020 年度前後で一部の検査

値や生活習慣（質問票）において、COVID-19 流行

拡大の影響と思われる不自然な変動が見られた。 

22））人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比のの  

経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18 死因別 SMR

を算出し、2015～2024 年の推移を図示した。総死

亡や心疾患・脳血管疾患 SMR の 2020 年前後の不自

然な変動は、やはり COVID-19 流行拡大の影響が考

えられる。 

 

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握（（資資料料 11））  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府

県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当

者、医療保険者、産業保健関係者等を対象に、研

究班からの情報提供、事例と解説、グループワ

ークの構成でワークショップを開催した。 

参加団体は、都道県 40、二次医療圏 187、保

健所設置市 63、その他市区町村 91、医療保険者

11、産業保健関係団体７か所であり、400 回線、

613 名の参加があった。事後アンケート回答者

372 人のうち、大変良かった 231 人（62％）、ま

あまあ良かった 137 人（37％）であり、未選択

4人以外、悪い（あまり良くない、全く良くない）

回答はなかった。 

第第 22 部部（（ググルルーーププワワーークク））参参加加者者かかららのの意意見見  

（（自自由由記記載載をを AAII ににてて整整理理））  

QQ..  ググルルーーププワワーーククでで参参考考ににななっったた点点、、今今後後取取りり

組組んんででいいききたたいいとと思思っったた事事はは何何でですすかか。。  

11..  連連携携のの重重要要性性がが共共通通ののテテーーママ  

多機関連携（市町村、保健所、県、協会けんぽ、

産保センター、商工会等）の必要性を痛感した

グループが多数。 

22..  デデーータタ活活用用へへのの期期待待・・課課題題がが非非常常にに多多いい  

協会けんぽデータ、KDB、NDB を活用したいが「時

間」「手続き」「体制」など課題も共通。 

33..  中中小小企企業業（（特特にに小小規規模模事事業業所所））支支援援がが最最大大のの

悩悩みみ  

「時間がない」「関心が低い」企業へのアプロー

チに苦慮。出前講座、表彰、関係者のつてなど、

成功事例に関心が高い。 

44..  ススモモーールルスステテッッププ＆＆関関係係構構築築のの重重要要性性  

多くのグループが“地道な関係づくりが最大の

効果”と再認識。 

55..  協協会会けけんんぽぽととのの連連携携がが注注目目ポポイインントト  

多くのグループで「データ提供」「協定」「共同事

業」が話題になった。今後の推進の鍵と捉えら

れている。 

66..  県県とと保保健健所所、、市市町町村村のの役役割割分分担担をを整整理理ししたたいい

とといいううニニーーズズがが強強いい  

フェーズの違い、マンパワーの違いをどう埋め

るか。立場を越えて理解し合えたことが意義深

かった。 

 

QQ ググルルーーププワワーーククにに参参加加ししててのの感感想想  

11..  他他自自治治体体のの実実践践をを知知るるここととがが最最大大のの収収穫穫  

どのグループも「他地域の生の声が聞けて良か

った」「悩みが共通していて安心した」という感

想が圧倒的多数。 

22..  デデーータタ活活用用をを進進めめたたいいがが““手手続続きき・・体体制制””がが

課課題題  

特に協会けんぽデータの扱いが大きなテーマ。

「データ提供の可否が地域で違う」、「申請手続

きがよく分からない」、「分析する時間がない」

という声が複数グループで共通。 

33..  連連携携のの難難ししささとと必必要要性性をを強強くく実実感感  

県・保健所・市町村間の役割分担、商工会・産保

センターとの関わり、中核市の“独特の立ち位

置”などが共通の課題として挙がった。 

44..  中中小小企企業業へへののアアププロローーチチははどどここもも苦苦労労ししてて

いいるる  

「時間がない」「関心がない」事業所への働きか

けは全国共通課題。成功例に関心が高く、足を

使って関係構築する重要性が共有された。 

55..  ググルルーーププ編編成成のの工工夫夫をを望望むむ声声がが複複数数  

自治体規模別、立場（保健所・市町村・県）別、

中核市同士など、より実務に即した編成を求め

る声があった。 

66..  情情報報交交換換・・相相談談ででききるる場場がが非非常常にに求求めめらられれてて

いいるる  

継続的な交流会、相談窓口、アドバイザー的支

援へのニーズが強い。 

 

 

（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

1）東京都港区 

保健所および地域・職域連携事業委託先（港区

医師会）と協議、区区のの地地域域・・職職域域連連携携状状況況のの聞聞

きき取取りり（体制、事業、実績、課題と感じているこ

となど）、医師会からは地域産業保健センター

としてのこれまでの取組について説明があった。

研究班からは地域・職域連携の目的と伴走支援

の内容等について説明した。研究班が実施した

令和７年度全国調査および特別区を抜粋したサ

ブ分析結果から、特別区は地域・職域連携協議

会の設置や開催が他地域と比較して少ないこと、

事務職が担当する割合が高いこと、効果的な外

部委託の方法の可能性があること、健康経営の

取組との連動、庁内連携の重要性などを説明し

た（（必必要要なな情情報報提提供供））。 
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ＣＣ．．  結結果果  

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

回収数は 399/514 自治体（回収率 77.6％：都

道府県 46/47、二次医療圏 265/357 医療圏、保健

所設置市 88/110 市）回答者の経験年数は 6 割以

上が 1、2 年目であった。 

協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨年

度とほぼ変わらず 9 割程度であったが、保健所

設置市では昨年度よりも多くの自治体で連携事

業が実施されていた。計画等への位置づけは都

道府県では 9 割、二次医療圏では 8 割以上、保

健所設置市は 6 割を超えていた。目標設定をし

ている自治体は都道府県で半数、二次医療圏・

保健所設置市で 3 割程度であった。設定した目

標には、健康経営関連事業所数や事業参加団体

数、健診受診率などがあげられていた。 

地域・職域連携推進業務の優先度については、

都道府県 9 割、二次医療圏は 7 割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は 6 割を超え、

優先度が高まっていた。優先度が低い理由とし

て、都道府県では、「重点事業に位置づけられて

いない」、「予算化、事業化、評価設定などが難し

い」、二次医療圏では、「担当者任せになってい

る」、「市区町村業務である」、「管内市区町村が

多く一緒に取り組めない」、「データ分析・課題

抽出が難しい」、保健所設置市では、「1 市で実施

するには限界がある」、「進め方がわからない」、

「産業保健センターの業務と考えている」等、

があがっていた。職種や業態別の分析は 1 割程

度しかされていなかった。  

地域・職域連携のための庁内連携については、

二次医療圏、保健所設置市では半数程度であっ

た。 

 

  

  

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

11））特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損人数を

補完したうえで、標準化該当比を算出した。 

単年度分析において、同一の都道府県内でも、

ほとんどの項目で二次医療圏間での差が観察され

た。都道府県を基準とした場合の標準化該当比が

低くても、全国を基準とした場合には高いことも

あり得るので、両者を併せて解釈することが必要

である。 

経年推移分析では、2020 年度前後で一部の検査

値や生活習慣（質問票）において、COVID-19 流行

拡大の影響と思われる不自然な変動が見られた。 

22））人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比のの  

経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18 死因別 SMR

を算出し、2015～2024 年の推移を図示した。総死

亡や心疾患・脳血管疾患 SMR の 2020 年前後の不自

然な変動は、やはり COVID-19 流行拡大の影響が考

えられる。 

 

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握（（資資料料 11））  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府

県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当

者、医療保険者、産業保健関係者等を対象に、研

究班からの情報提供、事例と解説、グループワ

ークの構成でワークショップを開催した。 

参加団体は、都道県 40、二次医療圏 187、保

健所設置市 63、その他市区町村 91、医療保険者

11、産業保健関係団体７か所であり、400 回線、

613 名の参加があった。事後アンケート回答者

372 人のうち、大変良かった 231 人（62％）、ま

あまあ良かった 137 人（37％）であり、未選択

4人以外、悪い（あまり良くない、全く良くない）

回答はなかった。 

第第 22 部部（（ググルルーーププワワーークク））参参加加者者かかららのの意意見見  

（（自自由由記記載載をを AAII ににてて整整理理））  

QQ..  ググルルーーププワワーーククでで参参考考ににななっったた点点、、今今後後取取りり

組組んんででいいききたたいいとと思思っったた事事はは何何でですすかか。。  

11..  連連携携のの重重要要性性がが共共通通ののテテーーママ  

多機関連携（市町村、保健所、県、協会けんぽ、

産保センター、商工会等）の必要性を痛感した

グループが多数。 

22..  デデーータタ活活用用へへのの期期待待・・課課題題がが非非常常にに多多いい  

協会けんぽデータ、KDB、NDB を活用したいが「時

間」「手続き」「体制」など課題も共通。 

33..  中中小小企企業業（（特特にに小小規規模模事事業業所所））支支援援がが最最大大のの

悩悩みみ  

「時間がない」「関心が低い」企業へのアプロー

チに苦慮。出前講座、表彰、関係者のつてなど、

成功事例に関心が高い。 

44..  ススモモーールルスステテッッププ＆＆関関係係構構築築のの重重要要性性  

多くのグループが“地道な関係づくりが最大の

効果”と再認識。 

55..  協協会会けけんんぽぽととのの連連携携がが注注目目ポポイインントト  

多くのグループで「データ提供」「協定」「共同事

業」が話題になった。今後の推進の鍵と捉えら

れている。 

66..  県県とと保保健健所所、、市市町町村村のの役役割割分分担担をを整整理理ししたたいい

とといいううニニーーズズがが強強いい  

フェーズの違い、マンパワーの違いをどう埋め

るか。立場を越えて理解し合えたことが意義深

かった。 

 

QQ ググルルーーププワワーーククにに参参加加ししててのの感感想想  

11..  他他自自治治体体のの実実践践をを知知るるここととがが最最大大のの収収穫穫  

どのグループも「他地域の生の声が聞けて良か

った」「悩みが共通していて安心した」という感

想が圧倒的多数。 

22..  デデーータタ活活用用をを進進めめたたいいがが““手手続続きき・・体体制制””がが

課課題題  

特に協会けんぽデータの扱いが大きなテーマ。

「データ提供の可否が地域で違う」、「申請手続

きがよく分からない」、「分析する時間がない」

という声が複数グループで共通。 

33..  連連携携のの難難ししささとと必必要要性性をを強強くく実実感感  

県・保健所・市町村間の役割分担、商工会・産保

センターとの関わり、中核市の“独特の立ち位

置”などが共通の課題として挙がった。 

44..  中中小小企企業業へへののアアププロローーチチははどどここもも苦苦労労ししてて

いいるる  

「時間がない」「関心がない」事業所への働きか

けは全国共通課題。成功例に関心が高く、足を

使って関係構築する重要性が共有された。 

55..  ググルルーーププ編編成成のの工工夫夫をを望望むむ声声がが複複数数  

自治体規模別、立場（保健所・市町村・県）別、

中核市同士など、より実務に即した編成を求め

る声があった。 

66..  情情報報交交換換・・相相談談ででききるる場場がが非非常常にに求求めめらられれてて

いいるる  

継続的な交流会、相談窓口、アドバイザー的支

援へのニーズが強い。 

 

 

（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

1）東京都港区 

保健所および地域・職域連携事業委託先（港区

医師会）と協議、区区のの地地域域・・職職域域連連携携状状況況のの聞聞

きき取取りり（体制、事業、実績、課題と感じているこ

となど）、医師会からは地域産業保健センター

としてのこれまでの取組について説明があった。

研究班からは地域・職域連携の目的と伴走支援

の内容等について説明した。研究班が実施した

令和７年度全国調査および特別区を抜粋したサ

ブ分析結果から、特別区は地域・職域連携協議

会の設置や開催が他地域と比較して少ないこと、

事務職が担当する割合が高いこと、効果的な外

部委託の方法の可能性があること、健康経営の

取組との連動、庁内連携の重要性などを説明し

た（（必必要要なな情情報報提提供供））。 
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研究班からの情報により、港区担当者は学会

シンポジウム、研究班ワークショップに参加（（学学

習習のの機機会会））、他自治体の取組事例を知り、協会

けんぽとの連携に着手した（行行動動のの後後押押しし））。

区内の産業保健関係機関（労働基準監督署、産

業保健総合支援センター等）に呼びかけ、令和8

年度に協議会を設置・開催するよう準備を進め

ている（（次次年年度度のの行行動動計計画画））。 

 港区は令和6年度に労働者調査を実施してい

るが、その2次分析を研究班で担当することとな

った。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2) 静岡県伊東市 

 市内全宿泊施設で働く人を対象にした  WWeebb調調

査査では217名を解析対象とした経営指標である

プレゼンティズムの平均値は19.72、アブセンテ

ィズムは0.73であった。健康指標のうち疲労蓄

積度の勤務状況の平均値は7.61、自覚症状は

10.06であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲労

蓄積度は高い）に相当していた。小規模施設で

は疲労蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。 

自治体担当者は、調調査査結結果果かからら宿宿泊泊業業界界団団体体

やや経経営営者者へへアアププロローーチチすするる糸糸口口がが作作れれたたこと、

次次年年度度以以降降のの健健康康支支援援ののテテーーママがが明明確確ににななっったた

と評価している。今後、事業場レベルの支援へ

の展開、また二次医療圏の保健所が隣接する熱

海市への波及効果を支援できるように伴走して

いく予定である。  

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3) 愛知県犬山市 

 犬山市の管理職者と担当者、研究者間で、地

域・職域連携推進に取り組む必必要要性性を確認し、

モデル市としてアクションリサーチを実施する

ことを決定した。令和7年4月に、犬山市と保健

所、研究者をメンバーとする会議を開催し、健

康づくり推進事業所認定事業（認定事業）など

事業所や働く世代を対象とした市市のの事事業業のの現現状状

とと課課題題をを共共有有することから開始した。担担当当者者のの

悩悩みみとして、事業所に健康づくりの意識と取り

組みを根付かせることの難しさや成果が見えづ

らいことがあげられた。 

そこで、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、事事業業所所へへのの聞聞きき取取りりを実施、その結

果をもとに報告書の様式（実施報告書と表彰エ

ントリーシートを書きやすいものに変更）およ

び採点方法の改訂を行った。この結果、実施報

告書の提出率が向上した。 

 認定事業所4か所の健康づくりの実態とニー

ズを把握するためのインタビュー調査を実施し、

詳細の聞き取りを行った。実施報告書の集計で

は、受動喫煙対策を行っている事業所が多かっ

たが、インタビュー調査では喫煙場所の設置や

喫煙ルールが曖昧であることが分かり、正しい

情報提供の必要性が明らかになった。 

 実施報告書の集計結果とインタビュー調査の

結果をもとに、市担当者、保健所担当者、研究者

で会議を行い、事業所における健康づくりの課

題と今後の事業計画案について意見交換を行っ

た。令和8年度は、新たな予算立ては間に合わな

いため、可能な範囲で優先順位を決めて事業計

画を立てることとなった。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

4) 愛知県蒲郡市 

蒲郡市は以前から協会けんぽ愛知支部と連携

して健康づくりに取り組む事業所のサポートを

実施しているが、市担当者は、認定事業所の報

告書提出率が低いこと、報告書では見えてこな

いが熱心に取り組んでいる事業所も見出してい

きたい、市だからこそできる保健事業などのニ

ーズを探りたいと感じていた。そこで、対象事

業所へのアプローチ方法を検討するため、既存

の資料を再度見直し、事業所アンケートを実施

する計画を立てた。部署内の連携や情報収集、

商工会議所や協会けんぽの理解と協力を得る 

ことで、アンケート調査につなげることができ

た。 

 （詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5) 滋賀県愛荘町 

働く人の健康づくりとして、これまでは個人

への働きかけを中心としてきたが、研究班との

対話を通じて、事業所や組織を基盤としたアプ

ローチの重要性が共有されるようになった。商

工会との連携の深化や主体的な関与により、事

業所への働きかけが具体的に展開されるように

なった。その際、事事業業所所のの従従業業員員もも地地域域のの住住民民

のの一一部部ででああるるとといいうう視視点点が重視され、地域と職

域を一体的に捉えた双方が参加できる取組の必

要性が共有された。 

県の健康アプリを活用し、市民および事業所

の双方を対象とした「あいしょうヘルスアクシ

ョン！」が考案され、地域・職域連携は具体的な

事業として実働し始めた。「あいしょうヘルス

アクション！」の検討過程において、町の担当

者が庁内外の関係機関とのネットワーク構築に

向けて主体的に働きかけ、丁寧な説明や意見交

換を重ねることで関係づくりを進めた。これに

より、地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取組の連携基盤が構築された。こ

れまでの検討や実践が組織的・継続的な取組へ

と発展し、町全体で働く世代の健康づくりを推

進する基盤が整備された。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

6）大阪市および此花区 

 大阪市本庁（以下、主管課）での取組状況の確

認から始まり、区の支援に関わった。 

大阪市では地域・職域連携について、健康増

進計画への位置づけはされているが、目標設定

までには至っていなかった。まずは担当者と実

務者会議メンバーにおいて勉強会を実施、地 

域・職域連携推進の知識・意義・考え方が理解さ

れ、実行のイメージや方向性が明確化された。

在在住住・・在在勤勤にに関関わわららずず、、働働くく世世代代ににアアププロローーチチ

することの必要性を認識できた。 

大阪市の協議会ワーキング部会である実務者

会議では、担当者がリーダーシップを発揮し、

関係部署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が引っ

張る」姿勢に転換した。その結果、新規に企業支

援を行う部署との連携が実現した。 

伴走支援は、大阪市内の此花区をモデルとし

て実施した。区長が健康経営の重要性について

発信、職域へのアプローチの重要性を実感して

いたこと、現行の区の体制下で実行可能な取組

を選択すればよいこと、期待した成果が得られ

なかった場合もその結果自体が評価となること

を聞き、心理的負担が軽減したことも承諾の理

由のひとつであったとの意見が得られた。 

モデル区支援の実施に際し、まずは主管課が

主催する実務者会議へのオブザーバー参加を促

すとともに、健康経営に関する勉強会を実施し

た。その結果、改めて地域・職域連携の意義や健

康経営についての理解を深め、主体的に区の強

みを活かしたアプローチ方法を検討することが

できた。区内の工業会に区長と区担当者が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取り組

むことを提案、区と工業会が事業連携協定を締

結するに至った。区として支援できるメニュー

や、区のホームページに健康経営関連のページ

を新設することが検討されている。  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 
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研究班からの情報により、港区担当者は学会

シンポジウム、研究班ワークショップに参加（（学学

習習のの機機会会））、他自治体の取組事例を知り、協会

けんぽとの連携に着手した（行行動動のの後後押押しし））。

区内の産業保健関係機関（労働基準監督署、産

業保健総合支援センター等）に呼びかけ、令和8

年度に協議会を設置・開催するよう準備を進め

ている（（次次年年度度のの行行動動計計画画））。 

 港区は令和6年度に労働者調査を実施してい

るが、その2次分析を研究班で担当することとな

った。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2) 静岡県伊東市 

 市内全宿泊施設で働く人を対象にした  WWeebb調調

査査では217名を解析対象とした経営指標である

プレゼンティズムの平均値は19.72、アブセンテ

ィズムは0.73であった。健康指標のうち疲労蓄

積度の勤務状況の平均値は7.61、自覚症状は

10.06であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲労

蓄積度は高い）に相当していた。小規模施設で

は疲労蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。 

自治体担当者は、調調査査結結果果かからら宿宿泊泊業業界界団団体体

やや経経営営者者へへアアププロローーチチすするる糸糸口口がが作作れれたたこと、

次次年年度度以以降降のの健健康康支支援援ののテテーーママがが明明確確ににななっったた

と評価している。今後、事業場レベルの支援へ

の展開、また二次医療圏の保健所が隣接する熱

海市への波及効果を支援できるように伴走して

いく予定である。  

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3) 愛知県犬山市 

 犬山市の管理職者と担当者、研究者間で、地

域・職域連携推進に取り組む必必要要性性を確認し、

モデル市としてアクションリサーチを実施する

ことを決定した。令和7年4月に、犬山市と保健

所、研究者をメンバーとする会議を開催し、健

康づくり推進事業所認定事業（認定事業）など

事業所や働く世代を対象とした市市のの事事業業のの現現状状

とと課課題題をを共共有有することから開始した。担担当当者者のの

悩悩みみとして、事業所に健康づくりの意識と取り

組みを根付かせることの難しさや成果が見えづ

らいことがあげられた。 

そこで、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、事事業業所所へへのの聞聞きき取取りりを実施、その結

果をもとに報告書の様式（実施報告書と表彰エ

ントリーシートを書きやすいものに変更）およ

び採点方法の改訂を行った。この結果、実施報

告書の提出率が向上した。 

 認定事業所4か所の健康づくりの実態とニー

ズを把握するためのインタビュー調査を実施し、

詳細の聞き取りを行った。実施報告書の集計で

は、受動喫煙対策を行っている事業所が多かっ

たが、インタビュー調査では喫煙場所の設置や

喫煙ルールが曖昧であることが分かり、正しい

情報提供の必要性が明らかになった。 

 実施報告書の集計結果とインタビュー調査の

結果をもとに、市担当者、保健所担当者、研究者

で会議を行い、事業所における健康づくりの課

題と今後の事業計画案について意見交換を行っ

た。令和8年度は、新たな予算立ては間に合わな

いため、可能な範囲で優先順位を決めて事業計

画を立てることとなった。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

4) 愛知県蒲郡市 

蒲郡市は以前から協会けんぽ愛知支部と連携

して健康づくりに取り組む事業所のサポートを

実施しているが、市担当者は、認定事業所の報

告書提出率が低いこと、報告書では見えてこな

いが熱心に取り組んでいる事業所も見出してい

きたい、市だからこそできる保健事業などのニ

ーズを探りたいと感じていた。そこで、対象事

業所へのアプローチ方法を検討するため、既存

の資料を再度見直し、事業所アンケートを実施

する計画を立てた。部署内の連携や情報収集、

商工会議所や協会けんぽの理解と協力を得る 

ことで、アンケート調査につなげることができ

た。 

 （詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5) 滋賀県愛荘町 

働く人の健康づくりとして、これまでは個人

への働きかけを中心としてきたが、研究班との

対話を通じて、事業所や組織を基盤としたアプ

ローチの重要性が共有されるようになった。商

工会との連携の深化や主体的な関与により、事

業所への働きかけが具体的に展開されるように

なった。その際、事事業業所所のの従従業業員員もも地地域域のの住住民民

のの一一部部ででああるるとといいうう視視点点が重視され、地域と職

域を一体的に捉えた双方が参加できる取組の必

要性が共有された。 

県の健康アプリを活用し、市民および事業所

の双方を対象とした「あいしょうヘルスアクシ

ョン！」が考案され、地域・職域連携は具体的な

事業として実働し始めた。「あいしょうヘルス

アクション！」の検討過程において、町の担当

者が庁内外の関係機関とのネットワーク構築に

向けて主体的に働きかけ、丁寧な説明や意見交

換を重ねることで関係づくりを進めた。これに

より、地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取組の連携基盤が構築された。こ

れまでの検討や実践が組織的・継続的な取組へ

と発展し、町全体で働く世代の健康づくりを推

進する基盤が整備された。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

6）大阪市および此花区 

 大阪市本庁（以下、主管課）での取組状況の確

認から始まり、区の支援に関わった。 

大阪市では地域・職域連携について、健康増

進計画への位置づけはされているが、目標設定

までには至っていなかった。まずは担当者と実

務者会議メンバーにおいて勉強会を実施、地 

域・職域連携推進の知識・意義・考え方が理解さ

れ、実行のイメージや方向性が明確化された。

在在住住・・在在勤勤にに関関わわららずず、、働働くく世世代代ににアアププロローーチチ

することの必要性を認識できた。 

大阪市の協議会ワーキング部会である実務者

会議では、担当者がリーダーシップを発揮し、

関係部署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が引っ

張る」姿勢に転換した。その結果、新規に企業支

援を行う部署との連携が実現した。 

伴走支援は、大阪市内の此花区をモデルとし

て実施した。区長が健康経営の重要性について

発信、職域へのアプローチの重要性を実感して

いたこと、現行の区の体制下で実行可能な取組

を選択すればよいこと、期待した成果が得られ

なかった場合もその結果自体が評価となること

を聞き、心理的負担が軽減したことも承諾の理

由のひとつであったとの意見が得られた。 

モデル区支援の実施に際し、まずは主管課が

主催する実務者会議へのオブザーバー参加を促

すとともに、健康経営に関する勉強会を実施し

た。その結果、改めて地域・職域連携の意義や健

康経営についての理解を深め、主体的に区の強

みを活かしたアプローチ方法を検討することが

できた。区内の工業会に区長と区担当者が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取り組

むことを提案、区と工業会が事業連携協定を締

結するに至った。区として支援できるメニュー

や、区のホームページに健康経営関連のページ

を新設することが検討されている。  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 
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Ｄ.考察 

令和 7 年度は、これまで継続してきた全国の

地域・職域自治体担当者アンケートおよびワー

クショップに加えて、モデル市区町への伴走支

援を行った。全国調査では、年々、取組市町村が

増加している状況が確認できたが、グループワ

ークでは多くの悩みも聞かれた。現在のガイド

ラインには都道府県、二次医療圏において地 

域・職域連携協議会の位置づけは明記されてい

るものの、市区町村については位置づけが明確

ではなく、財源確保が難しい、職域にどうかか 

わったらよいのかわからない、などの声が聞か

れた。 

研究班では、住民に身近な市区町村が地域・

職域連携体制を作ることで、「誰一人取り残さな

い健康づくり」につながり、退職後の健康づく

りにもつながることから、市町村での取組拡大

が重要と考えている。そこで、市区町村に対す

る伴走支援を行うことで、実効性のある取組に

つながる方策を検討することとなった。伴走支

援については、分担研究者・研究協力者との顔

が見える関係性が構築できるエリアにおいて、

自治体規模、産業構造、地域・職域連携の取組状

況を勘案して、自治体に依頼をかけた。 

最大の難関は伴走支援受け入れ自治体を決定

するまでにあった。地域・職域連携の必要性は

分かるが時間的余裕がない、市区町には連携協

議会の法的な位置づけがなく優先度が低い、人

事異動で方針が変わった、などの声を多くいた

だいた。 

都道府県の健康増進部門担当者（地域・職域

連携担当）との相談を重ね、紆余曲折を経て 6 市

区町の伴走支援にこぎつけることができた。モ

デル自治体の状況は個別性があり、詳細は分担

研究報告書にゆだねるが、分担研究者、研究協

力者の丁寧なアプローチにより信頼関係を得て、

一歩一歩歩んでいるところである。各自治体の

概要を表１にまとめ、さらに 6 市区町を俯瞰し

て、研究班がこれまで取り組んできた足跡を整

理した（表 1、2）。 

研究班では事前に自治体の高齢化率、産業構

造、健康指標（研究班作成の標準化該当比を含

む）などを確認の上、担当者との相談に臨んだ。 

最初は担当者からの状況の聞き取りや課題感

の共有から始まり、担当者の力量を高めるため

の支援、関係者の連携の後押しなどを行った。

研究班では全国の好事例の経験値があるため、

自治体の状況に応じた助言ができたのではない

かと推察する。理想的な「あるべき姿」ではな

く、担当者が感じる課題感を可視化するために

はどうしたらよいか（→インタビュー、アンケ

ート調査の実施）、新たな予算化ができない中で

既存の情報（議事録の読み返し）や事業（県のア

プリ）を活用するなど、できることから始める

ことが重要であると考えられた。商工会、産業

団体、協会けんぽ、地域産業保健センターとの

連携については、これまで自治体が他の事業で

関わってきたこと、庁内連携が有効に機能した

ことで協力が得られたと思われる。 

伴走支援の結果、事業所等の健康への関心を

確認することができたことは収穫であった。本

事業については令和 8 年度に継続して伴走支援

を行い、評価と提案につなげる予定である。表 2

は連携体制の立ち上がりまでのプロセスである

が、今後の進展を期待したい。 

研究班では令和 5 年度に「地域・職域連携推

進事業の新たなる展開」を公表している。この

中に「市区における中小企業への健康づくり支

援のプロセス」として、 

STEP1  地域・職域連携推進協議会またはそれに 

類似する組織の基盤づくり 

STEP2  市区全体の実態把握 

STEP3  事業主への周知・啓発 

STEP4  健康支援活動の展開 

STEP5  PDCA を回すための工夫 

STEP6  健康支援活動を維持するための仕組み 
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Ｄ.考察

令和 7 年度は、これまで継続してきた全国の

地域・職域自治体担当者アンケートおよびワー

クショップに加えて、モデル市区町への伴走支

援を行った。全国調査では、年々、取組市町村が

増加している状況が確認できたが、グループワ

ークでは多くの悩みも聞かれた。現在のガイド

ラインには都道府県、二次医療圏において地

域・職域連携協議会の位置づけは明記されてい

るものの、市区町村については位置づけが明確

ではなく、財源確保が難しい、職域にどうかか 

わったらよいのかわからない、などの声が聞か

れた。

研究班では、住民に身近な市区町村が地域・

職域連携体制を作ることで、「誰一人取り残さな

い健康づくり」につながり、退職後の健康づく

りにもつながることから、市町村での取組拡大

が重要と考えている。そこで、市区町村に対す

る伴走支援を行うことで、実効性のある取組に

つながる方策を検討することとなった。伴走支

援については、分担研究者・研究協力者との顔

が見える関係性が構築できるエリアにおいて、

自治体規模、産業構造、地域・職域連携の取組状

況を勘案して、自治体に依頼をかけた。

最大の難関は伴走支援受け入れ自治体を決定

するまでにあった。地域・職域連携の必要性は

分かるが時間的余裕がない、市区町には連携協

議会の法的な位置づけがなく優先度が低い、人

事異動で方針が変わった、などの声を多くいた

だいた。

都道府県の健康増進部門担当者（地域・職域

連携担当）との相談を重ね、紆余曲折を経て 6 市

区町の伴走支援にこぎつけることができた。モ

デル自治体の状況は個別性があり、詳細は分担

研究報告書にゆだねるが、分担研究者、研究協

力者の丁寧なアプローチにより信頼関係を得て、

一歩一歩歩んでいるところである。各自治体の

概要を表１にまとめ、さらに 6 市区町を俯瞰し

て、研究班がこれまで取り組んできた足跡を整

理した（表 1、2）。

研究班では事前に自治体の高齢化率、産業構

造、健康指標（研究班作成の標準化該当比を含

む）などを確認の上、担当者との相談に臨んだ。 

最初は担当者からの状況の聞き取りや課題感

の共有から始まり、担当者の力量を高めるため

の支援、関係者の連携の後押しなどを行った。

研究班では全国の好事例の経験値があるため、

自治体の状況に応じた助言ができたのではない

かと推察する。理想的な「あるべき姿」ではな

く、担当者が感じる課題感を可視化するために

はどうしたらよいか（→インタビュー、アンケ

ート調査の実施）、新たな予算化ができない中で

既存の情報（議事録の読み返し）や事業（県のア

プリ）を活用するなど、できることから始める

ことが重要であると考えられた。商工会、産業

団体、協会けんぽ、地域産業保健センターとの

連携については、これまで自治体が他の事業で

関わってきたこと、庁内連携が有効に機能した

ことで協力が得られたと思われる。 

伴走支援の結果、事業所等の健康への関心を

確認することができたことは収穫であった。本

事業については令和 8 年度に継続して伴走支援

を行い、評価と提案につなげる予定である。表 2

は連携体制の立ち上がりまでのプロセスである

が、今後の進展を期待したい。

研究班では令和 5 年度に「地域・職域連携推

進事業の新たなる展開」を公表している。この

中に「市区における中小企業への健康づくり支

援のプロセス」として、 

STEP1 地域・職域連携推進協議会またはそれに

類似する組織の基盤づくり

STEP2 市区全体の実態把握

STEP3 事業主への周知・啓発

STEP4 健康支援活動の展開

STEP5 PDCA を回すための工夫

STEP6 健康支援活動を維持するための仕組み
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業
所

へ
の

ア
プ

ロ
ー
チ
の

必
要

性
を
実

感
、

活
動

方
法

を
模

索
し
て
い

た
。

こ
れ

ま
で

の
職

域
へ

の
活

動
は

効
果

が
限

定
的

で
あ

り
、

継
続

的
か

つ
効

果
的

な
方

法
が

わ
か

ら
な

い

事
業

所
の

参
加

率
が

低
い

。
市

が
果

た
せ

る
役

割
を

明
確
に
し
た
い
。

参
加

事
業

所
が

少
な

く
、
事

業
の

手
応

え
を

感
じ
に
く
い

。
健

康
指

標
が

悪
く
、
地

域
特

性
（
宿

泊
業

）
に
着

目
し
た
具

体
的

な
取

組
が

必
要

流
動

人
口

が
多

く
産

業
も
複

雑
。
既

存
の

取
組

を
参

考
に

し
に
く
い
。

担
当

者
の

課
題

感
の

明
確
化

主
管

課
の

実
務

者
会

議
の

オ
ブ
ザ

ー
バ

ー
参

加
と
健

康
経

営
の

勉
強

会
の

実
施

研
究

班
員

か
ら
の

説
明

文
献

確
認

・
既

存
資

料
の

確
認

、
当

事
者

と
連

携
し
た

ア
ン
ケ
ー
ト
作

成

調
査

方
法

な
ど

の
体

験
学

習
研

究
班

に
参

加
、
調

査
票

の
作

成
プ
ロ
セ
ス
の

学
習

担
当

者
が

研
究

班
W
S
、
学

会
シ
ン
ポ
聴

講
担

当
者

の
学

習
機

会
の
提
供

工
業

会
の

新
年

互
例

会
に

お
け

る
事

業
所

ア
ン
ケ
ー

ト
の

実
施

議
事

録
の

確
認

商
工

会
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調

査
事

業
所

へ
の

イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

調
査

宿
泊

業
を

対
象

と
し

た
W
e
b
調

査
既

存
の

労
働

者
調

査
の

二
次

分
析

（研
究

班
）

実
態

把
握

の
た

め
の

調
査

・
分

析

工
業

会
事

業
所

の
健

康
づ

く
り
に
関

す
る
事

業
連

携
協

定
の

締
結

商
工

会
と

の
連

携
、
地

域
・

職
域

双
方

の
メ
リ
ッ
ト
を

考
慮

し
た
連

携

管
理

職
の

参
加

で
機

動
力

が
あ

っ
た

。
協

会
け

ん
ぽ

、
商

工
会

議
所

と
連

携
を

深
め
た
。

市
担

当
者

、
保

健
所

、
研

究
班

で
協

議
。
優

良
事

業
所

と
の

連
携

を
深

め
た
。

調
査

を
通

じ
て
管

轄
保

健
所

と
の

連
携

強
化

。
協

力
依

頼
に
よ
り
事

業
所

と
の

連
携

の
糸

口
が

つ
か
め
た
。

協
会

け
ん
ぽ

、
産

業
保

健
関

係
機

関
と

の
新

た
な

連
携

模
索

連
携
体
制
構
築
支
援

ア
ン
ケ
ー

ト
結

果
を

も
と
に

区
と

し
て

支
援

で
き

る
メ

ニ
ュ
ー
の

検
討

「
あ

い
し
ょ
う

ヘ
ル

ス
ア

ク
シ
ョ
ン
！

」
に

連
携

基
盤

を
位

置
付

け
た
。

ア
ン
ケ
ー

ト
結

果
を

も
と
に

検
討

す
る
。

事
業

へ
の

参
加

率
を

高
め

る
こ
と
を
目

標
と
し
た
。

調
査

実
施

に
よ

り
、
必

要
性

の
理

解
と
取

組
テ
ー
マ
が

見
え
て
き
た
。

区
の

役
割

は
関

係
機

関
の

プ
ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
を

作
る

こ
と
と
イ
メ
ー
ジ
で
き
た
。

連
携
事
業
の
明
確
化

主
管

課
に

よ
る

新
規

事
業

「
働

く
世

代
の

健
康

づ
く
り

支
援

事
業

」
の

活
用

県
の
健
康
ア
プ
リ
活
用

対
象

者
の

状
況

に
あ

わ
せ

た
質

問
紙

作
成

。
報

告
書

の
様

式
お

よ
び

採
点

方
法

の
改

訂
。

質
問

票
作

成
に

当
事

者
と

一
緒

に
取

り
組

ん
だ

。
関

係
者

と
の

面
談

で
顔

の
見

え
る
関

係
を
作

る
参

加
を

促
進

す
る

提
案

担
当

者
が

主
体

的
に

働
き

か
け

、
事

業
所

に
お

け
る

健
康

づ
く
り
の

方
向

性
を
検

討
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

関
係

者
と
の

連
携

構
築

、
政

策
へ

の
位

置
づ

け
が

で
き

た
。

問
題

の
解

決
に

つ
な

が
る

調
査

計
画

を
立

て
実

行
し
た
。

様
式

の
改

訂
等

に
よ

り
、
事

業
参

加
率

が
高

ま
っ
た

。
調

査
に
よ
り
取

組
の

具
体

的
な

イ
メ
ー
ジ
が

で
き
た
。

健
康

課
題

が
明

確
と
な
っ
た
。

当
時

者
の

声
を

聴
く
こ
と
が

で
き

、
業

界
団

体
等

へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
が

で
き
た
。

都
市

部
の

協
議

会
の

役
割

を
整

理
で

き
、
プ

ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー

ム
の

イ
メ
ー

ジ
が

で
き
た
。

事
業
評
価

工
業

会
事

業
所

に
お

け
る

健
康

づ
く
り
支

援
の

実
施

ア
ク
シ
ョ
ン
の
展
開
と
評
価

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
方

策
の

検
討

新
た

な
予

算
確

保
は

で
き

な
い

が
優

先
順

位
を
つ
け
て

事
業

実
施

。

事
業

所
レ
ベ
ル
の

具
体

的
な

ア
ク
シ
ョ
ン

、
保

健
所

管
内

の
他

市
へ
の

波
及

令
和

8
年

度
に

地
域

・
職

域
連

携
協

議
会

を
設

置
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。

次
年

度
以

降
の

見
通

し
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表
２
．
市

区
町

の
地

域
・職

域
連

携
を
推

進
す
る
た
め
の

伴
走

支
援

得
ら
れ

る
反

応
や
効

果
研

究
班

の
伴

走
支

援

相
手

の
状

況
を
あ
る
程

度
把

握
し
て
お
く
こ
と
で
、
相

談
を
円

滑
に
進

め
る
こ
と
が

で
き
る
。

地
域

特
性

に
関

す
る
既

存
情

報
（産

業
構

造
、
健

康
関

連
デ
ー
タ
、
保

健
事

業
実

施
状

況
等

）
の

確
認

（
デ
ス
ク
リ
サ
ー
チ
）

事 前 調 査
広

域
的

な
こ
れ
ま
で
の

取
組

を
重

視
し
つ
つ
、
課

題
を
整

理
し
、
自

治
体

に
関

わ
る
ポ
イ
ン
ト
を
探

る
。
伴

走
支

援
を
一

緒
に
進

め
て
い

く
こ
と
が

可
能

と
な
る
。

都
道

府
県

・保
健

所
等

担
当

者
と
の

調
整

（市
町

村
の

課
題

、
取

組
状

況
、
問

題
意

識
の

共
有

）

健
康

増
進

計
画

等
の

問
題

意
識

を
確

認
し
、
地

域
・
職

域
連

携
が

必
要

な
項

目
を
整

理
す
る

地
域

の
健

康
課

題
（担

当
者

の
認

識
）を

聞
き
取

る
担 当 者 面 談

自
治

体
の

健
康

課
題

を
受

け
止

め
、
そ
れ
を
裏

付
け
す
る
よ
う
な
情

報
を
提

供
す
る
。

担
当

者
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高

め
る
。
庁

内
連

携
の

必
要

性
が

理
解

で
き
る
。

公
表

デ
ー
タ
・研

究
班

デ
ー
タ
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基

づ
く
対

策
に
つ
い

て
紹

介
担

当
者

の
問

題
意

識
に
寄

り
添

っ
た
提

案
に
な
る
よ
う
準

備
す
る
必

要
が

あ
る

イ
ベ
ン
ト
、
健

診
な
ど
、
こ
れ
ま
で
職

域
と
ど
の

よ
う
な
関

わ
り
が

あ
っ
た
か
を
整

理
す
る
。

今
後

連
携

で
き
る
可

能
性

に
つ
い

て
見

通
し
を
つ
け
る
。

職
域

関
係

者
と
の

こ
れ
ま
で
の

関
係

性
を
聞

き
取

る

構
成

、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

ど
の

段
階

に
あ
る
の

か
、
次

は
何

を
目

指
す
の

か
を
明

確
に
す
る
。

地
域

・職
域

連
携

協
議

会
等

の
体

制
に
つ
い

て
の

聞
き
取

り
、
議

事
録

・過
去

の
資

料
の

確
認

働
く
人

の
健

康
は
地

域
に
と
っ
て
重

要
課

題
と
い

う
認

識
を
醸

成
す
る
。

健
康

増
進

法
の

範
囲

と
裁

量
に
つ
い

て
説

明
、
「
地

域
丸

ご
と
」
の

イ
メ
ー
ジ
を
持

て
る
。

首
長

や
企

業
関

連
部

局
（
健

康
経

営
、
商

工
労

務
）
の

参
加

に
よ
り
、
職

域
へ
の

広
が

り
を
期

待
で
き
る
。

庁
内

・関
係

者
勉

強
会

：
働

く
人

の
健

康
課

題
、
地

域
の

状
況

な
ど
を
解

説
制

度
・事

例
紹

介
を
通

じ
て
具

体
的

な
イ
メ
ー
ジ
作

り
を
す
る

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
入

れ
る
な
ど
、
参

加
者

が
お
互

い
の

意
見

を
交

換
で
き
る
場

を
作

る

連 携 構 築 に 向 け た 行 動 支 援

事
業

所
の

状
況

を
把

握
す
る
た
め
に
実

施
す
る
が

、
こ
の

プ
ロ
セ
ス
の

中
で
連

携
の

糸
口

に
も
な
る
。

事
業
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

健
康

課
題

の
認

識
、
取

り
組

ん
で
い

る
こ
と
、
難

し
い

こ
と
な
ど

事
業

所
、
就

労
者

が
答

え
や
す
い

内
容

を
検

討
。
プ
レ
実

施
で
意

見
を
求

め
る
。

顔
の

見
え
る
関

係
性

が
、
今

後
の

協
力

体
制

に
つ
な
が

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の

実
施

、
実

施
協

力
依

頼

事
業

所
と
関

わ
る
関

係
者

と
連

携
を
と
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ

れ
の

事
業

、
役

割
を
理

解
し
、

自
治

体
が

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
基

盤
を
作

る
意

義
が

見
え
て
く
る
。

協
会

け
ん
ぽ
、
商

工
会

、
業

界
団

体
と
の

面
談

医
師

会
（地

域
産

業
保

健
セ
ン
タ
ー
）な

ど
支

援
団

体
と
の

面
談

事
業

所
へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
に
つ
い

て
、
関

係
機

関
の

協
力

体
制

を
作

る
た
め
の

協
議

の
場

が
必

要
と
い

う
認

識
に
立

っ
て
、
目

的
に
あ
っ
た
構

成
員

を
選

定
す
る
。

協
議

会
立

ち
上

げ
支

援

計
画

に
位

置
づ

け
る
こ
と
で
継

続
的

に
動

か
す
こ
と
が

可
能

と
な
る
。
自

治
体

で
の

予
算

化
に
も
つ
な
げ
る
。

健
康

づ
く
り
計

画
へ
の

位
置

づ
け
（
他

自
治

体
の

例
を
紹

介
す
る
）

ま
ず
は
既

存
の

事
業

の
中

で
や
れ
る
こ
と
か
ら
始

め
る
。
優

先
順

位
を
考

え
る
。

事
業
所
、
就
労
者
へ
の
ア
ク
シ
ョ
ン

実
施

目
指

す
姿

を
確

認
す
る
。
毎

年
度

の
目

標
を
設

定
し
、
到

達
点

、
課

題
を
把

握
。
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
を
回

す
。

事
業

評
価

評
価

改
善

をあげ、具体的な解説をしている。また同書に

おいて都道府県、二次医療圏が市町村支援の役

割を担えるよう、チェックリストも添付してい

る。今回のモデル支援はおおむねその流れに沿

ったものではあるが、自治体や関係者の状況に

応じて、柔軟な対応が必要であった。来年度、伴

走支援を継続し、そのプロセス評価等を踏まえ

て、更なるブラッシュアップを図っていきたい。 
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体制の関連－第 3 報－、第 84 回日本公衆衛生学

会総会、2025 年 10 月 29 日（資料 2-3） 

6）伯井理加、山下友美、天野こころ、生野淑 

子、薮本初音、都筑千景：地域・職域連携推進の

ための基盤づくり～実務者会議の活性化に向け

た取組～、第 84 回日本公衆衛生学会総会、2025

年 10 月 30 日 

7）田中克弥、 渡井いずみ：小規模事業所の多い

宿泊業従事者の健康課題と支援の方向性 ～文

献検討に基づく地域・職域連携の推進に向けた

考察～、2025 年度日本産業衛生学会東海地方会

学会、2025 年 11 月 15 日 
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表
２
．
市

区
町

の
地

域
・職

域
連

携
を
推

進
す
る
た
め
の

伴
走

支
援

得
ら
れ

る
反

応
や
効

果
研

究
班

の
伴

走
支

援

相
手

の
状

況
を
あ
る
程

度
把

握
し
て
お
く
こ
と
で
、
相

談
を
円

滑
に
進

め
る
こ
と
が

で
き
る
。

地
域

特
性

に
関

す
る
既

存
情

報
（産

業
構

造
、
健

康
関

連
デ
ー
タ
、
保

健
事

業
実

施
状

況
等

）
の

確
認

（
デ
ス
ク
リ
サ
ー
チ
）

事 前 調 査
広

域
的

な
こ
れ
ま
で
の

取
組

を
重

視
し
つ
つ
、
課

題
を
整

理
し
、
自

治
体

に
関

わ
る
ポ
イ
ン
ト
を
探

る
。
伴

走
支

援
を
一

緒
に
進

め
て
い

く
こ
と
が

可
能

と
な
る
。

都
道

府
県

・保
健

所
等

担
当

者
と
の

調
整

（市
町

村
の

課
題

、
取

組
状

況
、
問

題
意

識
の

共
有

）

健
康

増
進

計
画

等
の

問
題

意
識

を
確

認
し
、
地

域
・
職

域
連

携
が

必
要

な
項

目
を
整

理
す
る

地
域

の
健

康
課

題
（担

当
者

の
認

識
）を

聞
き
取

る
担 当 者 面 談

自
治

体
の

健
康

課
題

を
受

け
止

め
、
そ
れ
を
裏

付
け
す
る
よ
う
な
情

報
を
提

供
す
る
。

担
当

者
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高

め
る
。
庁

内
連

携
の

必
要

性
が

理
解

で
き
る
。

公
表

デ
ー
タ
・研

究
班

デ
ー
タ
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基

づ
く
対

策
に
つ
い

て
紹

介
担

当
者

の
問

題
意

識
に
寄

り
添

っ
た
提

案
に
な
る
よ
う
準

備
す
る
必

要
が

あ
る

イ
ベ
ン
ト
、
健

診
な
ど
、
こ
れ
ま
で
職

域
と
ど
の

よ
う
な
関

わ
り
が

あ
っ
た
か
を
整

理
す
る
。

今
後

連
携

で
き
る
可

能
性

に
つ
い

て
見

通
し
を
つ
け
る
。

職
域

関
係

者
と
の

こ
れ
ま
で
の

関
係

性
を
聞

き
取

る

構
成

、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

ど
の

段
階

に
あ
る
の

か
、
次

は
何

を
目

指
す
の

か
を
明

確
に
す
る
。

地
域

・職
域

連
携

協
議

会
等

の
体

制
に
つ
い

て
の

聞
き
取

り
、
議

事
録

・過
去

の
資

料
の

確
認

働
く
人

の
健

康
は
地

域
に
と
っ
て
重

要
課

題
と
い

う
認

識
を
醸

成
す
る
。

健
康

増
進

法
の

範
囲

と
裁

量
に
つ
い

て
説

明
、
「
地

域
丸

ご
と
」
の

イ
メ
ー
ジ
を
持

て
る
。

首
長

や
企

業
関

連
部

局
（
健

康
経

営
、
商

工
労

務
）
の

参
加

に
よ
り
、
職

域
へ
の

広
が

り
を
期

待
で
き
る
。

庁
内

・関
係

者
勉

強
会

：
働

く
人

の
健

康
課

題
、
地

域
の

状
況

な
ど
を
解

説
制

度
・事

例
紹

介
を
通

じ
て
具

体
的

な
イ
メ
ー
ジ
作

り
を
す
る

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
入

れ
る
な
ど
、
参

加
者

が
お
互

い
の

意
見

を
交

換
で
き
る
場

を
作

る

連 携 構 築 に 向 け た 行 動 支 援

事
業

所
の

状
況

を
把

握
す
る
た
め
に
実

施
す
る
が

、
こ
の

プ
ロ
セ
ス
の

中
で
連

携
の

糸
口

に
も
な
る
。

事
業
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

健
康

課
題

の
認

識
、
取

り
組

ん
で
い

る
こ
と
、
難

し
い

こ
と
な
ど

事
業

所
、
就

労
者

が
答

え
や
す
い

内
容

を
検

討
。
プ
レ
実

施
で
意

見
を
求

め
る
。

顔
の

見
え
る
関

係
性

が
、
今

後
の

協
力

体
制

に
つ
な
が

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の

実
施

、
実

施
協

力
依

頼

事
業

所
と
関

わ
る
関

係
者

と
連

携
を
と
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ

れ
の

事
業

、
役

割
を
理

解
し
、

自
治

体
が

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
基

盤
を
作

る
意

義
が

見
え
て
く
る
。

協
会

け
ん
ぽ
、
商

工
会

、
業

界
団

体
と
の

面
談

医
師

会
（地

域
産

業
保

健
セ
ン
タ
ー
）な

ど
支

援
団

体
と
の

面
談

事
業

所
へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
に
つ
い

て
、
関

係
機

関
の

協
力

体
制

を
作

る
た
め
の

協
議

の
場

が
必

要
と
い

う
認

識
に
立

っ
て
、
目

的
に
あ
っ
た
構

成
員

を
選

定
す
る
。

協
議

会
立

ち
上

げ
支

援

計
画

に
位

置
づ

け
る
こ
と
で
継

続
的

に
動

か
す
こ
と
が

可
能

と
な
る
。
自

治
体

で
の

予
算

化
に
も
つ
な
げ
る
。

健
康

づ
く
り
計

画
へ
の

位
置

づ
け
（
他

自
治

体
の

例
を
紹

介
す
る
）

ま
ず
は
既

存
の

事
業

の
中

で
や
れ
る
こ
と
か
ら
始

め
る
。
優

先
順

位
を
考

え
る
。

事
業
所
、
就
労
者
へ
の
ア
ク
シ
ョ
ン

実
施

目
指

す
姿

を
確

認
す
る
。
毎

年
度

の
目

標
を
設

定
し
、
到

達
点

、
課

題
を
把

握
。
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
を
回

す
。

事
業

評
価

評
価

改
善

をあげ、具体的な解説をしている。また同書に

おいて都道府県、二次医療圏が市町村支援の役

割を担えるよう、チェックリストも添付してい

る。今回のモデル支援はおおむねその流れに沿

ったものではあるが、自治体や関係者の状況に

応じて、柔軟な対応が必要であった。来年度、伴

走支援を継続し、そのプロセス評価等を踏まえ

て、更なるブラッシュアップを図っていきたい。 

 

謝辞：本研究の遂行にあたり、調査にご協力い

ただきました自治体、関係団体のみなさまに感

謝申し上げます。とくに 6 市区町の担当者の皆

様には深く御礼申し上げます。 

 

参考資料 

○健康日本 21（第三次）推進のための説明資料：

第 1 回健康日本 21（第三次）推進専門委員会資

料（令和 5 年 5 月）p 125, p 93  

https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/00

1158816.pdf 

〇地域特性に応じた地域・職域連携推進事業の

効果的な展開のための研究（20FA1010）令和 3年

度 総括・分担研究報告書 

〇地域・職域連携推進ガイドラインを活用した

保健事業の展開に関する評価及び連携強化のた

めの研究（22FA11013）令和 4 年度、令和 5 年度

総括・分担総括研究報告書 

 

Ｅ． 健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｆ． 研究発表 

 1. 論文発表 

   なし 

 

 

 

 

 2. 学会発表 

1）都筑千景：健康日本 21（第三次）と地域・職

域連携推進～活動の進展と課題 第 84 回日本

公衆衛生学会総会シンポジウム 63．健康日本 21

（第三次）と地域・職域連携推進～最新情報と

今後の方向性～、第 84 回日本公衆衛生学会総会、

2025 年 10 月 29 日 

2）渡井いずみ：市区町村における地域・職域連

携推進活動の実態（パネリスト） シンポジウム

48、健康日本 21（第三次）と地域・職域連携推

進～最新情報と今後の方向性～、第 84 回日本公

衆衛生学会総会、2025 年 10 月 31 日 

3）藤本優子、都筑千景、薮本初音、渡井いず 

み、尾﨑伊都子、横山徹爾、津下一代：全国にお

ける地域・職域連携推進事業および体制の実態

と進捗状況－第 1 報－、第 84 回日本公衆衛生学

会総会、2025 年 10 月 29 日（資料 2-1） 

4）大比叡和子、尾﨑伊都子、雑子侑里、宮田瑠

里子、渡井いずみ、都筑千景、横山徹爾、津下一

代：地域・職域連携事業における ICT 活用チェ

ックリストの妥当性の検討－第 2 報－、第 84 回

日本公衆衛生学会総会、2025 年 10 月 29 日（資

料 2-2） 

5）吹田晋、渡井いずみ、髙部さやか、都筑千 

景、尾﨑伊都子、横山徹爾、津下一代：市区町村

における地域・職域連携事業の実施状況と推進

体制の関連－第 3 報－、第 84 回日本公衆衛生学

会総会、2025 年 10 月 29 日（資料 2-3） 

6）伯井理加、山下友美、天野こころ、生野淑 

子、薮本初音、都筑千景：地域・職域連携推進の

ための基盤づくり～実務者会議の活性化に向け

た取組～、第 84 回日本公衆衛生学会総会、2025

年 10 月 30 日 

7）田中克弥、 渡井いずみ：小規模事業所の多い

宿泊業従事者の健康課題と支援の方向性 ～文

献検討に基づく地域・職域連携の推進に向けた

考察～、2025 年度日本産業衛生学会東海地方会

学会、2025 年 11 月 15 日 
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講演 

1）津下一代．肥満症に対する生活習慣介入～地

域・職域と医療で切れ目ない対策を～ 第 17 回

いわて肥満症治療セミナー 特別講演Ⅱ   

2025.06.02   

2）津下一代．厚生労働省．健康寿命をのばそう！

サロン in Expo 大阪関西万博 2025.06.22    

3）津下一代．地域保健と職域保健の連携〜生涯

を通じた健康づくりを目指して～ 広島県看護

協会「地域保健・産業保健フォーラム」 

2025.09.07   

4）津下一代．マンネリになっていませんか？ 〜〜

事例から学ぶ〜 健康づくり活動推進のポイン

ト．令和 7 年度健康寿命をのばそう！ オンラ

インサロン 2025.09.09   

5）津下一代．働く世代の健康づくり〜地域・職

域連携を一歩進める～令和 7 年度岡山県栄養士

会公衆衛生事業部研修会 2025.09.16   

6）津下一代．健康経営の視点で健康づくりを進

める．日本ライフスタイル医学会 2026.03.01  

7）渡井いずみ: 地域・職域連携と地さんぽに期

待される役割, 地域産業保健センター コーデ

ィネーター会議, 静岡産業保健総合支援センタ

ー, 2025 年 7 月 7 日 

8）渡井いずみ: 健康経営を目指す産業保健活動,

産業保健セミナー, 静岡産業保健総合支援セン

ター, 2025 年 7 月 30 日 

9）渡井いずみ：事業場における生活習慣病対策

の進め方，産業保健セミナー，静岡県産業保健

総合支援センター，2025 年 12 月 15 日 

10）渡井いずみ: 市町村における健康対策を職

域と連携して、どのように進めるか, 令和 7 年

度愛知県市町村保健師協議会研修会, 2026 年 1

月 27 日 

11）渡井いずみ: 地域・職域連携 ～それぞれの

取組みをあと一歩進めるためにできること～, 

令和 7 年度東京都健康づくり事業推進指導者育

成研修, 2026 年 1 月 28 日 

12）渡井いずみ：地域・職域連携推進協議会のス

テップアップを目指して（講演&グループワーク

講評），令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職

域連携推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

13）藤本優子：地域・職域連携推進協議会のステ

ップアップ（シンポジウム ファシリテーター），

令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職域連携

推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

該当なし 

  

2．実用新案登録 

該当なし 

 

厚厚生生労労働働科科学学研研究究  地地域域・・職職域域連連携携推推進進研研究究班班  ワワーーククシショョッッププ実実施施要要項項  

1.目的

令和６年度より始まりました健康日本 21（第三次）には「地域・職域連携推進協議会等を活用し

て健康格差の縮小に取り組む」ことが示されており、「地域・職域連携推進協議会の効果的な運営」

が一層求められるようになってきました。令和７年度厚生労働科学研究 「健康寿命延伸につながる

地域・職域連携の推進のための研究」では、自治体へのアンケート、ワークショップ等を通して、現

状を把握、課題を整理し、解決策を提案していきます。 

昨年度に引き続き、研究班では、働く世代への健康支援を実施する自治体ならびに関係者を対象

としたワークショップを企画しました。第１部（座学）、第２部（グループワーク）の２部構成とし

ています。本ワークショップにより、よりよい地域・職域連携事業につなげていただくことを目的と

します。 

２.対象

全国の都道府県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携ご担当者

（都道府県、二次医療圏（都道府県型保健所、保健所設置市区）、市区町村）

医療保険者（国保、国保組合、全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合等）、産業保健関係者（産

業保健総合支援センター、地域産業保健センター、労働基準監督署、事業場等）、医師会等、その他

地域・職域連携に関係している者

募集人数（回線の制約のため、希望者多数の場合人数を調整させていただくことがあります）

第 1部（座学） 200 回線程度を予定 

第 2部（グループワーク） 80 回線を上限 

３.方法

Zoom を用いた online 形式

（第１部座学・チャット機能にて質疑応答、第２部ブレイクアウトルームにてグループワーク） 

ワークショップ事後アンケートにご協力ください（参加決定者にご連絡いたします）。

４.日時

1122 月月 2222 日日（（月月））  1100：：0000～～1155：：0000

５.申し込み方法

※1122 月月 1111 日日（（木木））ままででに Web 上の申し込みフォームにてお申し込みください。

URL：https://forms.office.com/r/QAt1Wk2DZZ 

※尚、参加が決定した方へは Zoom の参加 URL を追ってご連絡いたします。

（12 月 16 日以降を予定しております。）

※第２部につきましては、募集人数に達しましたら、募集を締め切らせていただく場合がございます。

ご了承ください。

６．お問い合わせ先 

令和7年度厚生労働科学研究費補助金 「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」 

  研究代表者 女子栄養大学 教授 津下 一代 

  研究班事務局：女子栄養大学 臨床医学研究室内（事務担当：栗原、細田） 

  TEL＆FAX 049-282-3717  E-Mail：kenko@ktsushita.com （火・水・木・金） 
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講演 

1）津下一代．肥満症に対する生活習慣介入～地

域・職域と医療で切れ目ない対策を～ 第 17 回

いわて肥満症治療セミナー 特別講演Ⅱ   

2025.06.02   

2）津下一代．厚生労働省．健康寿命をのばそう！

サロン in Expo 大阪関西万博 2025.06.22    

3）津下一代．地域保健と職域保健の連携〜生涯

を通じた健康づくりを目指して～ 広島県看護

協会「地域保健・産業保健フォーラム」 

2025.09.07   

4）津下一代．マンネリになっていませんか？ 〜〜

事例から学ぶ〜 健康づくり活動推進のポイン

ト．令和 7 年度健康寿命をのばそう！ オンラ

インサロン 2025.09.09   

5）津下一代．働く世代の健康づくり〜地域・職

域連携を一歩進める～令和 7 年度岡山県栄養士

会公衆衛生事業部研修会 2025.09.16   

6）津下一代．健康経営の視点で健康づくりを進

める．日本ライフスタイル医学会 2026.03.01  

7）渡井いずみ: 地域・職域連携と地さんぽに期

待される役割, 地域産業保健センター コーデ

ィネーター会議, 静岡産業保健総合支援センタ

ー, 2025 年 7 月 7 日 

8）渡井いずみ: 健康経営を目指す産業保健活動,

産業保健セミナー, 静岡産業保健総合支援セン

ター, 2025 年 7 月 30 日 

9）渡井いずみ：事業場における生活習慣病対策

の進め方，産業保健セミナー，静岡県産業保健

総合支援センター，2025 年 12 月 15 日 

10）渡井いずみ: 市町村における健康対策を職

域と連携して、どのように進めるか, 令和 7 年

度愛知県市町村保健師協議会研修会, 2026 年 1

月 27 日 

11）渡井いずみ: 地域・職域連携 ～それぞれの

取組みをあと一歩進めるためにできること～, 

令和 7 年度東京都健康づくり事業推進指導者育

成研修, 2026 年 1 月 28 日 

12）渡井いずみ：地域・職域連携推進協議会のス

テップアップを目指して（講演&グループワーク

講評），令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職

域連携推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

13）藤本優子：地域・職域連携推進協議会のステ

ップアップ（シンポジウム ファシリテーター），

令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職域連携

推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

該当なし 

  

2．実用新案登録 

該当なし 

 

厚厚生生労労働働科科学学研研究究  地地域域・・職職域域連連携携推推進進研研究究班班  ワワーーククシショョッッププ実実施施要要項項  

1.目的

令和６年度より始まりました健康日本 21（第三次）には「地域・職域連携推進協議会等を活用し

て健康格差の縮小に取り組む」ことが示されており、「地域・職域連携推進協議会の効果的な運営」

が一層求められるようになってきました。令和７年度厚生労働科学研究 「健康寿命延伸につながる

地域・職域連携の推進のための研究」では、自治体へのアンケート、ワークショップ等を通して、現

状を把握、課題を整理し、解決策を提案していきます。 

昨年度に引き続き、研究班では、働く世代への健康支援を実施する自治体ならびに関係者を対象

としたワークショップを企画しました。第１部（座学）、第２部（グループワーク）の２部構成とし

ています。本ワークショップにより、よりよい地域・職域連携事業につなげていただくことを目的と

します。 

２.対象

全国の都道府県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携ご担当者

（都道府県、二次医療圏（都道府県型保健所、保健所設置市区）、市区町村）

医療保険者（国保、国保組合、全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合等）、産業保健関係者（産

業保健総合支援センター、地域産業保健センター、労働基準監督署、事業場等）、医師会等、その他

地域・職域連携に関係している者

募集人数（回線の制約のため、希望者多数の場合人数を調整させていただくことがあります）

第 1部（座学） 200 回線程度を予定 

第 2部（グループワーク） 80 回線を上限 

３.方法

Zoom を用いた online 形式

（第１部座学・チャット機能にて質疑応答、第２部ブレイクアウトルームにてグループワーク） 

ワークショップ事後アンケートにご協力ください（参加決定者にご連絡いたします）。

４.日時

1122 月月 2222 日日（（月月））  1100：：0000～～1155：：0000

５.申し込み方法

※1122 月月 1111 日日（（木木））ままででに Web 上の申し込みフォームにてお申し込みください。

URL：https://forms.office.com/r/QAt1Wk2DZZ 

※尚、参加が決定した方へは Zoom の参加 URL を追ってご連絡いたします。

（12 月 16 日以降を予定しております。）

※第２部につきましては、募集人数に達しましたら、募集を締め切らせていただく場合がございます。

ご了承ください。

６．お問い合わせ先 

令和7年度厚生労働科学研究費補助金 「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」 

  研究代表者 女子栄養大学 教授 津下 一代 

  研究班事務局：女子栄養大学 臨床医学研究室内（事務担当：栗原、細田） 

  TEL＆FAX 049-282-3717  E-Mail：kenko@ktsushita.com （火・水・木・金） 
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７.ワークショップ・プログラム（令和７年度版） 

  

時時間間  内内    容容  

  （（第第１１部部））  

10：00  ご挨拶（厚生労働省保健指導室） 

10：05  

 

健康日本 21（第三次）における地域・職域連携の位置づけと進め方 

本研究班の取り組み（研究代表：津下） 

10：20 全国の担当者アンケート結果について（都筑） 

10：35 地域・職域連携のための健康課題分析：産業構造（横山） 

10：50 テーマ「二次医療圏と市における地域・職域連携の取り組み」 

事例①：大分県豊肥保健所  

事例②：大分県竹田市 

テーマの進行・まとめ（都筑） 

11：20  テーマ「地域の中小企業に対する健康支援の取り組み」 

事例①：新潟県三条市保健部健康づくり課 

事例②：新潟産業保健総合支援センター 

テーマの進行・まとめ（渡井） 

11：50  質疑・コメント 

12：00 昼休み 

 （（第第２２部部））  

13：00 グループワーク 進め方の説明、ブレイクアウトルームへ 

 

 

 

グループワーク 

テーマ 

①  地域・職域連携推進の現状と課題・工夫 

②  健康課題把握のための収集と活用 

 ③ 市区町村と県・二次医療圏との連携や支援体制、協議会の活用 

※ファシリテーターの先生方と一緒にディスカッションしていただきます。 

 グループ討議の内容を全体で共有、質疑応答 

15：00 アンケート記入 

       

  

【【研研究究班班メメンンババーー】】            

  研究代表者：津下 一代  女子栄養大学・教授 

 研究分担者：都筑 千景  大阪公立大学大学院看護学研究科・教授 

横山 徹爾  国立保健医療科学院 生涯健康研究部・特任研究官 

渡井いずみ  浜松医科大学医学部看護学科・教授 

       尾﨑 伊都子 名古屋市立大学・大学院 看護学研究科・准教授 
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       尾﨑 伊都子 名古屋市立大学・大学院 看護学研究科・准教授 

  

3

• • • •

4

	 	 17	 	



5
6 8

	 	 18	 	



99

• •

	 	 19	 	



22

93 20

13

57

23

8

47

12

1

53

4

0 1 0

22

93 20

13

57

23

8

47

12

1

53

4

0 1 0
41

12

44
20

3

32
 

18
2 34

	 	 20	 	



	 	 21	 	



	 	 22	 	



• • •

• • •

•

• • • • •

• • •

• • • • • •

• • •

• •

• •

• • • • • • • • • •

	 	 23	 	



	 	 24	 	



1

21

2

3

 
 

 

4

	 	 25	 	



5
6

• • • • •

• •
•

•
7

•
=1
00

=1
20

1.
2

•
–

•
– –

(S
C
R
)

8

	 	 26	 	



9
10

11
12

	 	 27	 	



13
14

15
16

	 	 28	 	



17
18

19
20

	 	 29	 	



21
22

23
24

 
 

 

	 	 30	 	



	 	 31	 	



	 	 32	 	



	 	 33	 	



	 	 34	 	



47
7.
7

35
Km

17
Km

H

	 	 35	 	



Hb
A1

c
LD

L

Hb
A1

c

H3
0

50

 

40 ⇒ ⇒

	 	 36	 	



65

	 	 37	 	



TT

	 	 38	 	



• • •

1

• • •
2

3

	 	 39	 	



• • •

44444444

• • •
5

• • • •

6

• • • • • •
7

	 	 40	 	



	 	 41	 	



	 	 42	 	



	 	 43	 	



	 	 44	 	



	 	 45	 	



	 	 46	 	



Ⅰ.
a

 
b

 
c

 
d e f

 
g

 

Ⅱ
. a b

 
29

4
14

	 	 47	 	



H2
9.
2

	 	 48	 	



	 	 49	 	



₋ ₋ ₋ ₋ ₋
• •

	 	 50	 	



• • • • • •

	 	 51	 	



• • • •

	 	 52	 	



本研究は令和6年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（24FA1014) の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき COI 関係企業等はない。

目的

演題番号

全国における地域・職域連携推進事業および全国における地域・職域連携推進事業および
体制の実態と進捗状況（第１報）

藤本 優子１都筑 千景２薮本 初音２渡井 いずみ３尾崎 伊都子４横山 徹爾５津下 一代６

１)九州看護福祉大学、２)大阪公立大学、3)浜松医科大学、
4)名古屋市立大学、5)国立保健医療科学院、 ６)女子栄養大学

方法

考察

結果

調査対象および方法： 令和6年6～7月に、全国の都道府県、二次医療圏、保健所設置市（特別区を含む）を対象として、Webアンケートを実施した。
調査項目： 回答者属性、昨年度の協議会・連携事業の状況、今年度の計画、優先度、計画への位置づけ、改訂版手引書の活用状況、

地域・職域連携の推進体制と業務内容等

倫理的配慮：研究参加の自由意思、匿名性の確保等を保証。研究代表者等の所属大学による倫理審査委員会の承認を受け実施した。

分析：自治体種別ごとに記述統計を算出し、令和5年度に実施した調査の類似項目（担当者の経験年数、昨年度協議会開催の有無と連携事業の実施状況、
今年度協議会及び連携事業の計画、計画への位置づけ、優先度、健康課題の明確化、改訂版手引きの活用の9項目）についてχ２検定を実施した。
有意水準ｐ＜ 0.05を有意差あり、ｐ＜ 0.1を傾向ありとした。

背景：「健康日本21（第三次）」では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小が基本方針として掲げられ、多くの自治体で健康増進計画が改定された。
これに伴い、地域保健における地域・職域連携の推進が一層重要視されている。
全国の自治体における地域・連携推進の実態や進捗を明らかにし、現時点の課題を検討すること目的：

項目 令和5年
n(%)

令和6年
n(%) χχ²値 p値 有意差

担当者の経験年数 2年目以下 209(64.1) 233(66.6)
0.452 0.502 n.s

3年目以上 117(35.9) 117(33.4) 

協議会開催の有無 開催した 219(68.4) 280(78.7) 
9.097 0.003 **

開催なし 101(31.6) 76(21.3) 

連携事業の実施状況 実施した 189(59.6) 257(72.8) 
13.042 p<.001 ***

実施せず 128(40.4) 96(27.2) 

協議会の計画 拡充同様 272(85.0) 296(83.4) 
0.337 0.565 n.s

縮小中止 48(15.0) 59(16.6) 

連携事業の計画 拡充同様 238(75.1) 276(77.5) 
0.557 0.455 n.s

縮小中止 79(24.9) 80(22.5) 

業務の優先度 高い 203(63.4) 255(71.4) 
4.924 0.026 *

低い 117(36.6) 102(28.6) 

健康課題の明確化 明らかに
している

249(81.6) 295(82.4) 

2.481 0.115 n.s
明らかに
していない

72(22.4) 63(17.6) 

計画への位置づけ 有・検討中 258(77.6) 297(84.9) 
1.233 0.267 n.s

なし 58(18.4) 53(15.1) 

手引きの活用状況 利用あり 261(64.1) 337(84.0) 
27.049 p<.001 ***

利用なし 99(26.7) 64(16.0) 

401自治体より回答を得た（回収率78.6％）。 内訳…都道府県46/47 (97.9％)、二次医療圏265/353 (75.1％)、
保健所設置市90/110 (81.8％)

回収状況：

・アンケートの回収率は、令和5年（72.2％）より増加した。
特に、保健所設置市（65.5％）の増加が顕著だった。

全国の自治体における地域・連携推進の実態 (図2～図8)
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図1. 回答者の職種

※ 地域・職域連携の事務局担当と回答したn=355を分析対象
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図2. 地域・職域連携業務の経験年数
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図4. 令和５年度連携事業の実施状況（複数回答）
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※改訂版地域・職域連携事業の新たなる展開
図9. 改訂版手引き※の活用状況
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図7. 地域・職域連携の優先度
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図6. 令和６年度の連携事業の計画
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図5. 令和6年度の協議会の計画
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図3. 令和５年度協議会の開催状況（複数回答）
※ 令和５年度に協議会を開催したn=309を分析対象
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健康増進計画に位置づけ、地域・職域連携についての目標を設定している 健康増進計画に位置づけはあるが、目標設定はしていない

健康増進計画への位置づけはないが、他の計画で位置づけている 今後、計画に位置づけることを検討している

現時点で位置づけるかどうかは未定 未記入

図8. 計画への位置づけと目標値の設定状況

・回答者は、各自治体種別とも保健師が最も多かった。次いで多い
職種は、都道府県と保健所設置市では事務職、二次医療圏では管
理栄養士・栄養士だった。(図1)

・担当者の経験年数は、都道府県・二次医療圏・保健所設置市の全てで、「2年目以下」が73.9％・62.9 ％ ・72.0 ％と最も多かった。
・令和5年度の協議会の開催状況は、各自治体種別とも協議会は「対面開催」が最も多かった。連携事業は都道府県および二次医療圏は「計画どおり
実施」した自治体が最も多く、保健所設置市では「計画どおり実施」した自治体が46.2％、「計画していない」自治体が47.3％と同程度だった。

・令和6年度の協議会および連携事業の計画は、都道府県・二次医療圏は「拡充」もしくは「例年と同様」が80.0％以上だった。保健所設置市では、
60.0％未満にとどまった。

・業務の優先度が高い割合は、都道府県87.0％、二次医療圏70.9％に対し、保健所設置市は57.8％だった。
・計画への位置づけ有は、都道府県・二次医療圏では93.5%・85.7％、保健所設置市では57.8％だった。位置づけ有で目標を設定している自治体は

35.7％にとどまった。

自治体における地域・職域連携の進捗状況（R5年度とR6年度の比較）(表1)

χ²検定 ＊p < .05 ＊＊p < .01 ＊＊＊p < .001 n.s.＝有意差なし

表1. 令和5年度および令和6年度の調査の比較（全体）

・担当者の経験年数、計画への位置づけ、健康課題の明確化に有意差はなかった。
・協議会・連携事業の開催・実施とも、「開催有」「実施した」が有意に増加した。
・優先度が高い割合は有意な増加がみられ、手引きの利用状況も同様だった。

・また、自治体種別やその特性に応じた方法で地域・職域連携を進めていくこと
が必要であり、そのための具体的な方策を明確にしていくことが課題である。

・地域・職域連携推進に関する体制整備や協議会、連携事業の実施状況について、
着実に進展がみられた。

・一方で、計画に位置付けられても、具体的な目標設定に至っていない自治体が
多数を占め、業務の優先度について自治体種別間に差が生じていた。

・こうした状況から、今後、目標設定や評価指標の検討および地域・職域連携を
進めるための基盤強化が求められる。
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本研究は令和 年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（ の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき 関係企業等はない。

目的

演題番号

地域・職域連携における地域・職域連携における 活用チェックリスト地域・職域連携における地域・職域連携における 活用チェックリスト活用チェックリスト
の妥当性の検討（第２報）

大比叡和子１ 尾﨑伊都子２ 雑子侑里 宮田瑠里子
渡井いずみ 都筑千景 横山徹爾 津下一代

１ 椙山女学園大学、２ 名古屋市立大学、３ 鈴鹿医療科学大学、
４ 浜松医科大学、 ５ 大阪公立大学、６）国立保健医療科学院、
７ 女子栄養大学

方法

結果

考察

本研究班では、令和４～５年度に行った質問紙調査やインタビュー調査などを通して、「 活用のために
チェックリスト」を考案した。本研究は、 活用が進んでいる自治体担当者を対象に、本チェックリストに対
する意見を収集、合意形成を行うことにより、妥当性の高い 活用チェックリストに洗練する。

【１回目の調査結果】回収率
• チェックリストの重要度の合意水準が ％未満であった項目数は、

メールマガジン 項目、ホームページ 項目、オンラインセミナー
（オンデマンド） 項目であった。

• 合意水準が ％未満であった項目を中心に自由記載の意見を参考に、
自治体における の活用方法や組織体制に沿うよう表現方法を検討
し修正した。

• 部署内と組織内を分けない形式へ変更した。

【 活用チェックリスト項目の特徴と実施状況からみた 活用の課題】
• 共通項目のうち他の項目に比べて実施率が低かった項目が、「地域・職域連携事業に を活用するための予算がある」（ ％）

「部署内に、事業に 活用を推進する担当者がいる」（ ％）であった。事業実績の評価、次年度の事業計画の際にの 活用の
必要性を明確化し、地域・職域連携推進事業の予算確保につなげることが必要である。

• オンライン会議、オンラインセミナー（ライブ・オンデマンド）のチェックリスト項目は概ね実施率が高く、新型コロナウィルス感
染症の蔓延をきっかけに導入が進んだ自治体では必要なノウハウを習得していると考えられた。

• メルマガのチェックリスト項目の中で、「メルマガの登録者数、配信回数、登録者への調査（満足度、ニーズ調査）により事業評価
している」の実施率も ％と低かった。メルマガは、多くの登録者にタイムリーに事業や情報を周知できるツールであるが、一方
通行で相手の反応がわかりにくいため、事業としての効果が測りにくいという課題が考えられた。

• ホームページの項目の中では、内容の企画や更新の頻度に関連する項目の実施率が低かった。地域・職域連携に特化して情報発信は
難しいという意見があり、事業の目的に沿った効果的な運用が課題として考えられた。

• 健康関連アプリの開発には多くの予算がかかるため、都道府県などが開発したアプリを使用して事業を行う自治体・組織が多かった。
管轄地域の住民全体を対象とした事業に活用されている現状にあるため、働く世代をどのように巻き込んで事業展開していくかも課
題となる。

【 活用チェックリストの実践への適用】
本チェックリストは、 活用の課題を解決するために必要な事前準備・体制・実施時の工夫・評価に関する内容で構成されている。
すでに を導入している自治体においても、連携事業における 活用が関係機関同士の連携強化や事業内容・対象範囲の拡大につな
がるよう、チェックリストを定期的な点検に用いることが可能である。

➢ 研究対象者
本研究班が令和 年６月に全国の自治体（都道府県、二次医療圏、保
健所設置市）の地域・職域連携担当者に行った質問紙調査に回答し
た 自体のうち、 を広く活用している 自治体の担当者

➢ 活用チェックリスト 領域で構成
共通項目 項目
オンライン会議 項目
メルマガ 項目
ホームページ 項目
オンラインセミナー（ライブ） 項目
オンラインセミナー（オンデマンド） 項目
健康関連アプリ 項目

➢ 調査方法
• デルファイ法を用いた郵送による自記式質問紙調査
• 現在導入または導入を検討している 活用チェックリスト項目について重要度と

実施状況を尋ね、自由記載による意見を求めた。
• 重要度の合意水準は、先行研究を参考に ％以上、より厳格な合意を ％以上と

し、 ％未満の項目を中心に、自由記載意見や実施状況を参考に修正した。
• 調査は 回行い、 回目は 年 月～ 月、 回目は 年 月～ 年 月に実施し

た。

【 回目の調査結果】回収率
• 回目の調査に回答を得られた 自治体の対象者に調査

協力依頼
• チェックリストの重要度の合意水準が ％未満であった

項目は、全 領域でみられなかった。
• 重要度 ％以上でなかったメールマガジン 項目、オン

ラインセミナー（オンデマンド） 項目は表現の修正を
行った。

➢ 倫理的配慮
名古屋市立大学大学院看護学研究科研究倫理審査委員会の承認を得
て実施した。（ 番号 ）

共通項目（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％

➀ を活用した事業を行うための情報通信機器が十分に
ある
➁必要時に情報通信機器を利用する／やりくりするため
の手続きが明確になっている
③ビデオ通話・動画配信などに耐えられるインターネッ
ト回線量が確保されている
④ や につながる部屋 場所 が十分に確保されて
いる
⑤ 推進・ 管理担当部局から、機器・通信環境や知
識・技術に関する協力体制がある
⑥ に関する知識・技術を習得するための機会がある
⑦部署内に、事業に 活用を推進する担当者がいる
⑧地域・職域連携事業に を活用するための予算がある
⇒（修正）事業における 活用のための予算の必要性を
検討している

健康情報のメルマガ発信（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％

➀地域・職域連携の担当者がメルマガを配信することができ
るアドレスをもっている
➁メルマガ登録者を増やすための方策 パートナー企業の登
録制度、商工会議所との連携、過去の健康教育受講者への配
信など がある
③メルマガの配信内容を企画する体制 所内・課内会議や作
業部会など がある
⇒（修正）メルマガの配信内容を検討・確認する体制がある
④メルマガとホームページを連動させて、働く世代向けの
健康情報・イベント情報を周知する工夫をしている
⑤メルマガ配信の担当者 または当番 が決まっている
⑥メルマガ配信の頻度やタイミングを決めている
⑦メルマガの登録者数、配信回数、登録者への調査（満足
度・ニーズ調査）により、事業評価している

オンラインセミナー（オンデマンド配信）（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％
➀企業や働く世代のニーズに合ったセミナー内容を企画・検
討するための体制 所内・課内会議や作業部会など がある
➁オンデマンド配信によるオンラインセミナーを効率的・効
果的に実施するために庁内連携や外部委託 運用全部・外部
講師への依頼 も含めて企画している
③参加企業・働く世代の参加者を募集するための周知方法
健康経営認証企業やメルマガ登録企業、外部機関を通じた
周知など を確立している
④セミナーの目的や内容に応じて、参加者の設定や配信方法
希望者・登録企業への限定配信・不特定多数への常時配信
など を検討している
⑤企画に合わせて動画を作成する体制 担当者自身が作成、
庁内で協力して作成、業者への委託等 がある
⑥作成した動画は、速やかに承認を得て、動画共有サービス

など にアップロードできる体制がある
⑦動画の視聴回数、視聴者の評価やコメントにより事業評価
している

健康関連アプリ（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％
➀組織の事業方針・事業計画に合わせた機能があるアプリ
導入を検討している
➁独自のアプリ開発と既存のアプリ導入の選択にあたり維
持管理を含む費用対効果を検討している
③独自のアプリ開発の場合、アプリの目的や機能を明確に
して委託業者の選定基準を設けている
④既存のアプリ導入の場合、必要な機能を満たすアプリ・
委託業者の選定基準を設けている
⑤アプリのアクティブユーザーを増やすための機能 ポイン
ト制など を設けている
⑥アプリを活用したイベントや健康増進事業を検討 または
実施 している
⑦アプリの周知方法 ホームページ、メルマガ、広報誌、外
部機関を通じて、など を確保している
⑧アプリの不具合や管理・ユーザーからの問い合わせに対
応する担当者を置いている（または外部委託している）
⑨ダウンロード数やアクティブユーザーの人数などにより
事業評価している

地域・職域連携推進事業における 活用チェックリストにおける項目別の回答結果（第 回）
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本研究は令和6年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（24FA1014) の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき COI 関係企業等はない。

目的

演題番号

市区町村における地域・職域連携事業の市区町村における地域・職域連携事業の
実施状況と推進体制の関連

吹田 晋１渡井 いずみ２髙部 さやか２都筑 千景３尾崎 伊都子４横山 徹爾１津下 一代５

１) 国立保健医療科学院 2) 浜松医科大学 3) 大阪公立大学
４) 名古屋市立大学 ５）女子栄養大学

方法

結果

考察

 地域・職域連携推進ガイドラインでは、都道府県や二次医療圏保健所に
おける協議会設置と対策の推進を推奨している。

 住民が利用する健康づくり事業の企画・実施・評価は市区町村の取り組み
も重要である。

 本研究の目的は、市区町村における地域・職域連携事業の実施状況及び
実施状況の関連要因を明らかにすることである。

対象：4都道府県と1政令指定都市が管轄する全市区町村(195)の地域・
職域連携事業の担当者

方法：アンケート調査(Web調査)
調査項目:自治体の概要、地域・職域連携事業の実施状況、推進体制等
解析方法：地域・職域連携事業の実施状況と自治体の特性、推進体制の

関連についてχ2検定を行った。

 半数程度の市区町村において、地域・職域連携事業が実施されていること
が明らかになった。

 自治体種別や所属都道府県によって実施状況は異なり、地域間格差の拡大
が懸念される。

 都道府県が中心となり、担当者や会議体の設置等の推進体制整備の支援を
することで、市区町村における地域・職域連携事業を促進する可能性が示
唆された。

 回答は113市区町村より得られた(回収率57.9%)。回答自治体は、特別区
11(9.7%)、政令指定都市(本庁)3(2.7%)、それ以外の保健所設置市9(8.0%)、
その他の市区町村90(79.6%)であった。

 自治体種別の地域・職域連携事業の実施状況
 実施状況は自治体種別では有意差はなかったが、町と村における地域・

職域連携事業の実施率は低い傾向であった。
 所属する都道府県・政令指定都市間において実施率に違いがあった。

 地域・職域連携事業の実施状況と推進体制
 地域職域連携事業の実施状況には、「地域職域連携推進担当者の設置」や
「働く世代の健康を検討する会議体の設置」が関連していた。

表1. 地域・職域連携事業の全般的実施状況（市区町村別）

特別区/政令・
中核・特例市

市 町 村 合計

積極的に実施
10

(32.2%)
10

(18.2%)
3

(12.5%)
0

(0.0%)
23

(20.4%)

職域から希望が
あれば実施

9
(29.0%)

27
(49.1%)

6
(25.0%)

0
(0.0%)

42
(37.2%)

計画策定・準備は
したが実施機会なし

1
(3.2%)

3
(5.5%)

2
(8.3%)

0
(0.0%)

6
(5.3%)

未実施
11

(35.5%)
15

(27.3%)
13

(54.2%)
3

 (100%)
42

(37.2%)

合計
31

(100%)
55

(100%)
24

(100%)
3

 (100%)
113

(100%)

χ
２
検定　p=0.073

表2. 地域・職域連携事業の全般的実施状況（都道府県別）

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

A
5

(14.7%)
7

(20.6%)
22

(64.7%)
34

B
4

(19.0%)
13

(61.9%)
4

(19.0%)
21

C
8

(22.9%)
17

(48.6%)
10

(28.6%)
35

D
3

(25.0%)
3

(25.0%)
6

(50.0%)
12

E (政令市)
3

(27.3%)
2

(18.2%)
6

(54.5%)
11

合計
23

(20.4%)
42

(37.2%)
48

(42.5%)
113

χ
２
検定　p=0.017

表3. 地域・職域連携推進担当者の配置と実施状況

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

担当者あり
(兼務)

18
(28.6%)

25
(39.7%)

20
(31.7%)

63

担当者なし
5

(10.0%)
17

(34.0%)
28

(56.0%)
50

χ
２
検定　p=0.012

表4.働く世代の健康を検討する会議体の有無と実施状況

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

設置あり
12

(42.9%)
12

(42.9%)
4

(14.3%)
28

設置なし
11

(12.9%)
30

(35.3%)
44

(51.8%)
85

χ
２
検定　p＜0.001

資料2-3
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厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

「「健健康康寿寿命命延延伸伸ににつつななががるる地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名  地域・職域連携の方策に向けた検討 

～全国アンケートから見た現状とモデル自治体支援から  

 
研究分担者 都筑 千景 所属  大阪公立大学 

研究協力者 
研究協力者 
研究協力者 

 安本 理抄 
薮本 初音 
藤本 優子 

所属  大阪公立大学 
所属  大阪公立大学 
所属  九州看護福祉大学 

 

 

Ａ．研究目的 

令和6年度から開始した健康日本21（第三

次）では、健康寿命の延伸、健康格差の縮

小に向け、「誰一人取り残さない健康づく

り」を推進し、性差や個人特性を踏まえた

「より実効性を持つ取組の推進」が求めら

れている。地域の実情に合わせ、ライフコ

ースを踏まえた幅広い層にアプローチして

いくためには、働く世代へのアプローチが

必須であり、行政を含め多様な主体を巻き

込んだ健康づくりを進めていく必要があ 

る。 

研究班では、毎年、都道府県および二次

医療圏、保健所設置市を対象に全国アンケ

ート調査を実施し、それぞれの自治体種別

ごとに地域・職域連携推進に係る実態や課

題を把握している。令和6年度に多くの自治

体で健康増進計画が改訂されたことから、

地域・職域連携の政策への位置づけが進み、

地域・職域連携が着実に進展していること

が確認された。そこで令和7年度は、自治体

種別それぞれの役割や連携状況、具体的な

連携内容等について把握し、現時点での地

域・職域連携の進捗状況と課題を明らかに

することを目的とした。 

また、これまでの地域・職域連携推進に

おいては、都道府県・二次医療圏協議会を

研究要旨 

 全国の都道府県、二次医療圏、保健所設置市における地域・職域連携推進担当者を

対象としたアンケート調査の令和6年度と令和7年度の比較から、地域・職域連携推進

事業や体制の実態を把握するとともに、進捗状況を評価した。その結果、都道府県、

二次医療圏の地域・職域連携推進状況はほぼ令和6年度と同様であり、8～9割の自治体

で優先度が高い業務として実施されていた。一方で、未だ十分に取り組めていない自

治体の割合もほぼ同様であり、なかなか取り組みが進まない自治体の存在も明らかに

なった。都道府県、二次医療圏に比べ進捗が芳しくなかった保健所設置市において

は、協議会の実施および連携事業に取り組んでいる自治体が令和6年度に比べて増加

し、地域・職域連携推進が進みつつあることが確認された。全体としては進展がみら

れるが、未だ十分に取り組めていない自治体が固定化し、二極化してきていることが

懸念される。加えて、地域・職域連携推進に取り組んでいる自治体からも、様々な課

題があげられていたことから、今後はより具体的な連携の在り方、例えば都道府県、

二次医療圏、市区町村が果たす役割や自治体内外における連携体制などの検討が必要

と考えられた。 

市区町村に対する地域・職域連携モデル構築に向けた伴走支援については、自治体

の選考に難航したが、滋賀県愛荘町および大阪市此花区にて取り組むこととなった。

最終評価は次年度末に行う予定であるが、それぞれ自治体の健康づくり担当者や会議

体メンバーからの状況把握とニーズアセスメントを通じて、自治体内での地域・職域

連携推進の認識が深まり、課題の明確化と地域特性に合わせた新たな地域・職域連携

推進事業の計画、職域・関係機関との連携強化を確認した。次年度は事業実装を進

め、最終評価を行う予定である。 
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核とした活動に焦点を当て、好事例の分析

や具体的方策について検討してきたが、若

い世代から生活習慣病予防に取り組むため

には、住民に最も身近な保健サービスを提

供する市区町村において地域・職域連携推

進事業を展開することが重要と考える。そ

こで、令和7年度から次年度にわたって、市

区町村における地域・職域連携のモデルを

構築することを目的とし、市区町村を対象

とした伴走支援を実施し評価することとし

た。本研究班では、滋賀県および大阪市の

市区町と協働して伴走支援を実施したの 

で、現時点での成果と評価について報告す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１）全国アンケート調査 

2025年10月に研究班が実施したメール調

査の結果を分析した。対象は、すべての都

道府県、二次医療圏、特別区・保健所設置

市（以下、保健所設置市とする）の自治体

担当者である。質問項目は、回答者の属性、

協議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、

今年度（R7）の計画、研究班作成の手引書

の活用状況、地域・職域連携における課題、

自治体内外での連携、健康課題の把握とデ

ータ等についてである。 

分析についてはSPSS.ver30を用いて、自

治体種別ごとに記述統計を算出した。また、

2024年度からの進捗を把握するために、

2024年度と2025年度に研究班が実施した全

国アンケート調査と同じ項目（担当者の経

験年数、協議会開催の有無と今年度計画、

連携事業の実施状況と今年度、計画への位

置づけと業務の優先度、感じている課題の8

項目）について比較した。計画への位置づ

けと業務の優先度については自治体種別ご

とにχ２検定を実施し、有意水準p＜0.05を

有意差ありとした。 

協議会開催状況は「対面開催」「オンラ

イン開催」「書面開催」を【開催した】、

「開催せず」を【開催なし】、連携事業実

施状況は「計画どおりに実施」「計画を変

更して実施」を【実施した】、「中止」

「計画していない」を【実施せず】とした。

計画への位置づけは「位置づけがある」を

【有】、「現在位置づけることを検討中」

「位置づけはない」を【無】、業務の優先

度は「高い」「どちらかと言えば高い」を

【高い】、「どちらかと言えば低い」「低

い」を【低い】と分類した。 

優先度の理由と課題と感じていることに

ついては、自由記載データから類似する内

容を抽出し、KJ法により分類した。 

 

２）モデル自治体支援 

モデル自治体支援は、組織や社会の課題

に対して、研究者と研究対象者とが展開す

る協働的な社会実践であるアクションリサ

ーチで実施することとした。伴走支援の実

施期間は令和7年度から令和8年度末であ 

る。 

対象は滋賀県および大阪市における市区

町であり、それぞれ1か所の自治体を選定し

た。モデル市区町の選定にあたっては令和6

年度に研究班で実施した5 都道府県・指定

都市における調査結果において、市区町が

「モデル伴走支援を希望する」もしくは

「検討してもよい」と回答した、あるいは

都道府県・指定都市が推薦する市区町か 

ら、決定した。 

地域・職域連携推進はそれぞれの自治体

が取り組むべき業務であり、その業務の主

体はモデル市区町である。そのため、決定

したモデル市区町の地域・職域連携推進業

務担当者（以下、担当者とする）および地

域・職域連携推進に係る会議体（以下、会

議体とする）を構成している組織の担当者

に対し、研究班が積極的に関わり、これま

での職域への関わりや健康課題、ニーズ、

意向を確認しながら、地域・職域連携に関

わる知識や活動の方向性や具体的方法等に

ついて、助言・活動の具現化を支援した。 

データ収集は、活動のプロセスおよび打

合せ議事録、参与観察（フィールドノート）

とインタビューにより行った。 

インタビュー調査は半構造的インタビュ

ーとし、担当者および会議体メンバーに対

して実施した。収集内容は、担当者の意

識・認識の変化、協議会のレベル・討議内

容や開催頻度、職域関係機関との連携やネ

ットワーク、働く世代が利用できる保健サ

ービスの質・量・アプローチルートの変化

やプロセス、地域・職域連携における課題

や困難等についてであり、話の流れを壊さ

ないように自由に語ってもらった。 

評価時期は令和7年度と令和8年度の2回と

し、令和7年度は、令和8年2月までのアクシ

ョンに関する記録物と令和8年1～2月に実施

したインタビューを分析した。記録物とイ

ンタビューの逐語録から、研究班が関わっ

たアクションとそれによる変化に係る内容

を抽出し、自治体の地域・職域連携業務や

担当者にもたらした変化を質的にまとめた。

これらの結果について、自治体ごとの地

域・職域連携推進の進捗、アクションとの

関連について考察した。 

結果の信憑性の確保として、研究班内で

議論を重ね、結果については研究協力者に

よるメンバーチェッキングを実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 全国アンケート調査については、女子栄

養大学研究倫理審査委員会の承認を得て実

施した。モデル自治体支援については、大

阪公立大学大学院看護学研究科研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果  

１）全国アンケート調査 

 全体の回収数は399/514自治体であり、回

収率は77.6％であった。都道府県は46/47

（97.9％）、二次医療圏は265/357医療圏

（74.2％）、保健所設置市は88/110市

（80.0％）であった。集計結果はWS資料の

「2025年度地域・職域連携事業に関する自

治体担当者アンケート結果について」およ

び「2025年度地域・職域連携推進事業の進

捗状況」に示す。 

2025年度のアンケート回答者の職種は保

健師が一番多く、特に都道府県、保健所設

置市においては7割近くを占めていた。経験

年数はどの自治体でも6割以上が1、2年目で

あり、特に都道府県では8割と昨年度より増

加していた。 

昨年度（R6）の協議会開催は都道府県、

二次医療圏ではほぼ変わらず9割程度、保健

所設置市では5割弱、連携事業は協議会開催

に比べてやや少なめであったが、保健所設

置市においては昨年度よりも多くの自治体

で連携事業が実施されていた。今年度（R 

7）の協議会開催計画は都道府県、二次医療

圏ともほぼ同じであったが、連携事業計画

はどの自治体も昨年度よりも計画している

自治体が増加していた。 

政策としての計画等への位置づけはどの

自治体種別においても進んでおり、都道府

県では9割、二次医療圏では8割以上、保健

所設置市は6割を超えていた。また、今年度

計画に位置づけ、目標設定まで行っている

自治体は都道府県で半数、二次医療圏・保

健所設置市で3割程度であり、計画に位置づ

けはしたものの目標設定まで行えていない

自治体が多くを占めた。設定した目標には、

健康経営関連事業所数や事業参加団体 

数、受診率などがあげられていた。地域・

職域連携推進業務の優先度については、都

道府県9割、二次医療圏は7割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は6割を超

え、優先度が高まっていた。政策に位置づ

けがある自治体は、どの自治体種別におい

ても優先度が有意に高かった。優先度が低

いと考えている主な理由として、都道府県

では重点事業の位置づけになっていないこ

と、予算化、事業化、評価設定などが難し

いこと、二次医療圏では一体となって取り

組む姿勢がなく担当に任されている、市区

町村業務である、管内市区町村が多く課題

が異なり一緒に取り組む難しさがある、デ

ータ分析・課題抽出が難しいこと、保健所

設置市では、1市で実施するには限界があ 

る、進め方がわからない、産業保健センタ

ーの業務と考えている等、があがってい 

た。  

実施している地域・職域連携推進業務に

ついて、自治体種別ごとに比較的多く取り

組まれていた業務は、都道府県では全体の

方針・方向性の提示、仕組みや基盤づくり、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定、二次医療圏では事業の企画実施、実務

者レベルの会議体の設定、職域のニーズ把

握、健康課題の明確化と見える化、健康課

題を共有する場の設定、保健所設置市では、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定であった。 

地域・職域連携を推進していくにあたっ

ての課題は、基盤を作る側である都道府県

や保健所設置市では、予算の確保や予算不

足、連携や事業の体制構築、効果や成果評

価といった基盤構築に関する内容や、成果

が見えにくい、二次医療圏との業務整理等

があげられていた。二次医療圏においては、

都道府県の方向性が定められておらず進め

にくい、マンパワーや引継ぎ不足、データ

分析不十分、協議会の実施や運営、市区町

村や職域のニーズ把握や巻き込みなど、方

向性や具体的な活動方法に関する内容があ

げられていた。保健所設置市では、都道府

県と二次医療圏と両方に共通する課題があ

げられていた。 

地域・職域連携の体制として、地域・職

域連携業務をすべて委託している自治体は
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核とした活動に焦点を当て、好事例の分析

や具体的方策について検討してきたが、若

い世代から生活習慣病予防に取り組むため

には、住民に最も身近な保健サービスを提

供する市区町村において地域・職域連携推

進事業を展開することが重要と考える。そ

こで、令和7年度から次年度にわたって、市

区町村における地域・職域連携のモデルを

構築することを目的とし、市区町村を対象

とした伴走支援を実施し評価することとし

た。本研究班では、滋賀県および大阪市の

市区町と協働して伴走支援を実施したの 

で、現時点での成果と評価について報告す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１）全国アンケート調査 

2025年10月に研究班が実施したメール調

査の結果を分析した。対象は、すべての都

道府県、二次医療圏、特別区・保健所設置

市（以下、保健所設置市とする）の自治体

担当者である。質問項目は、回答者の属性、

協議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、

今年度（R7）の計画、研究班作成の手引書

の活用状況、地域・職域連携における課題、

自治体内外での連携、健康課題の把握とデ

ータ等についてである。 

分析についてはSPSS.ver30を用いて、自

治体種別ごとに記述統計を算出した。また、

2024年度からの進捗を把握するために、

2024年度と2025年度に研究班が実施した全

国アンケート調査と同じ項目（担当者の経

験年数、協議会開催の有無と今年度計画、

連携事業の実施状況と今年度、計画への位

置づけと業務の優先度、感じている課題の8

項目）について比較した。計画への位置づ

けと業務の優先度については自治体種別ご

とにχ２検定を実施し、有意水準p＜0.05を

有意差ありとした。 

協議会開催状況は「対面開催」「オンラ

イン開催」「書面開催」を【開催した】、

「開催せず」を【開催なし】、連携事業実

施状況は「計画どおりに実施」「計画を変

更して実施」を【実施した】、「中止」

「計画していない」を【実施せず】とした。

計画への位置づけは「位置づけがある」を

【有】、「現在位置づけることを検討中」

「位置づけはない」を【無】、業務の優先

度は「高い」「どちらかと言えば高い」を

【高い】、「どちらかと言えば低い」「低

い」を【低い】と分類した。 

優先度の理由と課題と感じていることに

ついては、自由記載データから類似する内

容を抽出し、KJ法により分類した。 

 

２）モデル自治体支援 

モデル自治体支援は、組織や社会の課題

に対して、研究者と研究対象者とが展開す

る協働的な社会実践であるアクションリサ

ーチで実施することとした。伴走支援の実

施期間は令和7年度から令和8年度末であ 

る。 

対象は滋賀県および大阪市における市区

町であり、それぞれ1か所の自治体を選定し

た。モデル市区町の選定にあたっては令和6

年度に研究班で実施した5 都道府県・指定

都市における調査結果において、市区町が

「モデル伴走支援を希望する」もしくは

「検討してもよい」と回答した、あるいは

都道府県・指定都市が推薦する市区町か 

ら、決定した。 

地域・職域連携推進はそれぞれの自治体

が取り組むべき業務であり、その業務の主

体はモデル市区町である。そのため、決定

したモデル市区町の地域・職域連携推進業

務担当者（以下、担当者とする）および地

域・職域連携推進に係る会議体（以下、会

議体とする）を構成している組織の担当者

に対し、研究班が積極的に関わり、これま

での職域への関わりや健康課題、ニーズ、

意向を確認しながら、地域・職域連携に関

わる知識や活動の方向性や具体的方法等に

ついて、助言・活動の具現化を支援した。 

データ収集は、活動のプロセスおよび打

合せ議事録、参与観察（フィールドノート）

とインタビューにより行った。 

インタビュー調査は半構造的インタビュ

ーとし、担当者および会議体メンバーに対

して実施した。収集内容は、担当者の意

識・認識の変化、協議会のレベル・討議内

容や開催頻度、職域関係機関との連携やネ

ットワーク、働く世代が利用できる保健サ

ービスの質・量・アプローチルートの変化

やプロセス、地域・職域連携における課題

や困難等についてであり、話の流れを壊さ

ないように自由に語ってもらった。 

評価時期は令和7年度と令和8年度の2回と

し、令和7年度は、令和8年2月までのアクシ

ョンに関する記録物と令和8年1～2月に実施

したインタビューを分析した。記録物とイ

ンタビューの逐語録から、研究班が関わっ

たアクションとそれによる変化に係る内容

を抽出し、自治体の地域・職域連携業務や

担当者にもたらした変化を質的にまとめた。

これらの結果について、自治体ごとの地

域・職域連携推進の進捗、アクションとの

関連について考察した。 

結果の信憑性の確保として、研究班内で

議論を重ね、結果については研究協力者に

よるメンバーチェッキングを実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 全国アンケート調査については、女子栄

養大学研究倫理審査委員会の承認を得て実

施した。モデル自治体支援については、大

阪公立大学大学院看護学研究科研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果  

１）全国アンケート調査 

 全体の回収数は399/514自治体であり、回

収率は77.6％であった。都道府県は46/47

（97.9％）、二次医療圏は265/357医療圏

（74.2％）、保健所設置市は88/110市

（80.0％）であった。集計結果はWS資料の

「2025年度地域・職域連携事業に関する自

治体担当者アンケート結果について」およ

び「2025年度地域・職域連携推進事業の進

捗状況」に示す。 

2025年度のアンケート回答者の職種は保

健師が一番多く、特に都道府県、保健所設

置市においては7割近くを占めていた。経験

年数はどの自治体でも6割以上が1、2年目で

あり、特に都道府県では8割と昨年度より増

加していた。 

昨年度（R6）の協議会開催は都道府県、

二次医療圏ではほぼ変わらず9割程度、保健

所設置市では5割弱、連携事業は協議会開催

に比べてやや少なめであったが、保健所設

置市においては昨年度よりも多くの自治体

で連携事業が実施されていた。今年度（R 

7）の協議会開催計画は都道府県、二次医療

圏ともほぼ同じであったが、連携事業計画

はどの自治体も昨年度よりも計画している

自治体が増加していた。 

政策としての計画等への位置づけはどの

自治体種別においても進んでおり、都道府

県では9割、二次医療圏では8割以上、保健

所設置市は6割を超えていた。また、今年度

計画に位置づけ、目標設定まで行っている

自治体は都道府県で半数、二次医療圏・保

健所設置市で3割程度であり、計画に位置づ

けはしたものの目標設定まで行えていない

自治体が多くを占めた。設定した目標には、

健康経営関連事業所数や事業参加団体 

数、受診率などがあげられていた。地域・

職域連携推進業務の優先度については、都

道府県9割、二次医療圏は7割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は6割を超

え、優先度が高まっていた。政策に位置づ

けがある自治体は、どの自治体種別におい

ても優先度が有意に高かった。優先度が低

いと考えている主な理由として、都道府県

では重点事業の位置づけになっていないこ

と、予算化、事業化、評価設定などが難し

いこと、二次医療圏では一体となって取り

組む姿勢がなく担当に任されている、市区

町村業務である、管内市区町村が多く課題

が異なり一緒に取り組む難しさがある、デ

ータ分析・課題抽出が難しいこと、保健所

設置市では、1市で実施するには限界があ 

る、進め方がわからない、産業保健センタ

ーの業務と考えている等、があがってい 

た。  

実施している地域・職域連携推進業務に

ついて、自治体種別ごとに比較的多く取り

組まれていた業務は、都道府県では全体の

方針・方向性の提示、仕組みや基盤づくり、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定、二次医療圏では事業の企画実施、実務

者レベルの会議体の設定、職域のニーズ把

握、健康課題の明確化と見える化、健康課

題を共有する場の設定、保健所設置市では、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定であった。 

地域・職域連携を推進していくにあたっ

ての課題は、基盤を作る側である都道府県

や保健所設置市では、予算の確保や予算不

足、連携や事業の体制構築、効果や成果評

価といった基盤構築に関する内容や、成果

が見えにくい、二次医療圏との業務整理等

があげられていた。二次医療圏においては、

都道府県の方向性が定められておらず進め

にくい、マンパワーや引継ぎ不足、データ

分析不十分、協議会の実施や運営、市区町

村や職域のニーズ把握や巻き込みなど、方

向性や具体的な活動方法に関する内容があ

げられていた。保健所設置市では、都道府

県と二次医療圏と両方に共通する課題があ

げられていた。 

地域・職域連携の体制として、地域・職

域連携業務をすべて委託している自治体は
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なく、一部外部委託している自治体は都道

府県と保健所設置市の2割程度であった。 

地域・職域連携推進における都道府県・

二次医療圏、保健所設置市、市区町村それ

ぞれで具体的な連携が行われていた。所属

内連携については、都道府県では7割の自治

体で連携ができているとしたが、二次医療

圏、保健所設置市では半数程度であった。

職種や業態別の分析は1割程度しかされてお

らず、あまり進んでいなかった。 

健康課題の分析や検討に用いているデー

タの作成は都道府県、二次医療圏、保健所

設置市それぞれで行われていたが、8割近く

の都道府県が人口動態調査やNDBオープンデ

ータを活用し、市区町村別に図表やマップ

で比較できる資料を作成していた。保健所

設置市はKDBデータの使用が8割と他の自治

体種別と比較して多かった。その他、「健

康寿命のページ」のデータを活用している

二次医療圏が4割超見られた。 

 

２）モデル自治体支援 

インタビューは担当者および会議体メン

バー、職域機関関係者を研究協力者とし、

計11名に実施した。インタビューデータと

ともに会議や打合せ記録、参与観察（フィ

ールドノート）から、アクションとその変

化について抽出し質的に分析した。なお、

得られた結果は、自治体ごと、アクション

とその変化ごとにプロセスに沿って記述す

る。 

1） 滋賀県愛荘町 

愛荘町における地域・職域連携推進状況

を確認したところ、働く世代への健康づく

りの必要性は認識され、さまざまな取り組

みを試みていたものの、効果的・継続的な

取り組みには至っていなかった。また二次

医療圏協議会については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により休止しており、再

開に向けて関係機関との関係維持などの準

備が進められている段階であった。そこ 

で、研究班の関与を通じて、地域・職域連

携の考え方の整理と実践の具体化および事

業化を図ることを目的に伴走支援を行っ 

た。 

（1）地域・職域連携推進に対する認識 

愛荘町では、健診結果等から働く世代の

健康課題を把握し、その対応の必要性は認

識していた。一方で、健康づくりは住民個

人への働きかけが中心であり、事業所や職

域を基盤とした取り組みは限定的であった。

また、「働く世代」や「職域」といった対

象の捉え方や関わり方については、模索し

ている段階にあり、地域・職域連携の推進

に向けては、継続的に実施可能な方策の検

討や行政としての役割の明確化が課題とし

て認識されていた。 

研究班と検討を重ねる中で、働く世代へ

のアプローチとして、事業所を基盤とした

関わりの有効性が共有されるようになり、

「誰に（事業所）」「どのように（関係構

築を通じて）」という取り組みの方向性が

具体化した。また、職域へのメリットを意

識すること、地域・職域連携を行政が主体

的に推進していく取り組みとして位置づけ

るといった認識が形成されていった。 

（2）実践に向けた検討と対象の具体化 

働く世代への対策の必要性は認識されて

いたものの、当初は対象や手段が抽象的で

あり、具体的な関わり方の検討は十分に進

んでいなかった。研究班との打ち合わせや

庁内での検討を重ねる中で、事業所を対象

としたアプローチへと視点が整理された。 

愛荘町内では従業員数20名以下の中小事

業所が多く、産業医や産業保健師の位置づ

けがないことから、町が関与していく必要

性が高いこと、また商工会は町内所管課と

のつながりがあり、介入しやすい関係性に

あったことから、町は商工会と連携した取

り組みを進めたいという意向をもっていた。

こうした意向を尊重しながら検討を進めた

結果、協議会参加団体であった商工会と連

携する方針が具体化した。地域・職域連携

推進の重要性とこれからの取り組みを共有

することを目的に、町の協議会に参加した。

参加にあたっては、これまでの協議会の議

事録を確認し、地域・職域連携の現状を把

握した。この会議の中での発言や関わりの

様子から、商工会が日ごろから、町内事業

主や従業員の状況を丁寧に観察・把握し、

意識的に課題認識に努めていることがうか

がえたため、健康づくりの重要性について

共通理解が得られれば、実働に向けたキー

となり得ると考えた。そこで、協議会終了

後に研究班から直接商工会代表に声をかけ、

モデル実施の趣旨や内容について改めて説

明し、協力を依頼した。 

その後、できるだけ早い段階で商工会に

対するインタビューの機会を持った。イン

タビューの冒頭では、「従業員の健康づく

りにまで事業主が関わるのはおせっかいと

従業員が捉える可能性がある」といった発

言もみられたが、やり取りを重ねる中で、

「会社の存続や利益にとって従業員の健康

は重要」「町内事業所の状況を踏まえると

必要な取り組み」といった認識が共有され

ていった。さらに、「商工会のこうした資

源を活用すればよいのではないか」「押し

付けではなく、楽しみながら取り組める方

法がよい」といった具体的な提案も出され

るようになった。このインタビューを経て、

町内事業所における健康づくりを進めてい

くための具体的な取り組みの計画が組み立

てられていった。 

これ以後、商工会が当事者として主体的

に関与するようになり、事業所のメリット

を踏まえた無理のない取り組みを検討して

いった。既存のツールである滋賀県の健康

アプリや商工会主催の町民向けの大規模イ

ベント（祭り）や自治体の広報誌等を活用

すること、参加する事業所や団体の名称・

取り組みを紹介することで認知度を高め、

企業価値の創出につなげる形での関わり方

が模索された。 

（3）新規事業「あいしょうヘルスアクショ

ン！」の創出 

これまでの健康づくりは個人への働きか

けを中心として展開されてきたが、事業所

や組織を基盤としたアプローチの重要性が

共有されるようになった。これにより、保

健師が個人に直接働きかける方法に加え、

事業所という組織を通じて従業員に間接的

に働きかけるという視点が取り入れられる

ようになった。また、商工会との連携の深

化や主体的な関与により、事業所への働き

かけが具体的に展開されるようになった。

その際、事業所の従業員も地域の住民の一

部であるという視点が重視され、事業所で

の取り組みとするのではなく、地域と職域

を一体的に捉えた双方が参加できる取り組

みの必要性が共有された。 

こうした考え方のもと、県の健康アプリ

を活用し、市民および事業所の双方を対象

とした「あいしょうヘルスアクション！」

が考案され、地域・職域連携は具体的な事

業として実働し始めた。担当者からは、

「ITツールは今風だが、やっていることは

地区活動そのもの。足を運ぶ、住民・関係

者と語りながら一緒に考える、顔のつなが

りが力になる」との語りがあり、保健師と

しての役割を再認識している様子がうかが

えた。 

（4）庁内外のネットワークの形成と事業化 

「あいしょうヘルスアクション！」の検

討過程において、町の担当者が庁内外の関

係機関とのネットワーク構築に向けて主体

的に働きかけ、公文書の発出等の手続きを

行うとともに、自ら関係機関へ足を運び、

丁寧な説明や意見交換を重ねることで関係

づくりを進めた。この取り組みを通じて、

商工会をはじめとする関係機関との新たな

連携が生まれ、さらなる関係性の深化や新

たな関係機関とのつながりが広がるなど、

地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取り組みの連携基盤が構築さ

れた。 

さらに、「あいしょうヘルスアクション

実施要領」の施行により、地域・職域連携

が町の事業として明確に位置づけられた。

これにより、これまでの検討や実践が組織

的・継続的な取り組みへと発展し、町全体

で働く世代の健康づくりを推進する基盤が

整備された。 

 

2）大阪市および此花区 

 モデル自治体伴走支援を行うにあたり、

大阪市における地域・職域連携推進状況を

確認したところ、まずは大阪市における地

域・職域連携推進の基盤構築が必要との認

識で合意した。そこで、大阪市健康増進計

画推進体制における「働く世代」の健康づ

くり促進に向けたワーキング会議の位置づ

けである地域・職域保健実務者会議（以 

下、実務者会議とする）とその事務局を対

象とした体制整備から伴走支援を開始し 

た。 

（1）大阪市における地域・職域連携推進の

基盤整備 

①本庁健康局主管課（以下、主管課とす

る）における地域・職域連携推進に対する

認識 

大阪市では地域・職域連携について、健

康増進計画への位置づけはされているが、

目標設定までには至っていなかった。ま 

た、地域住民への支援が主との考えから、

働く世代への健康課題は認識していたもの

の紹介や情報共有が中心であり、方向性の

確認にとどまっていた。そこで、まず大阪

市における地域・職域連携の基盤構築を目

標として、実務者会議の機能強化に取り組

んだ。 

②勉強会と実務者会議のブラッシュアップ 

地域・職域連携推進業務を担っている庁

内の担当者と実務者会議メンバーにおい 

て、まずは働く世代の健康づくりと地域・

職域連携推進について知ることが必要と考
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なく、一部外部委託している自治体は都道

府県と保健所設置市の2割程度であった。 

地域・職域連携推進における都道府県・

二次医療圏、保健所設置市、市区町村それ

ぞれで具体的な連携が行われていた。所属

内連携については、都道府県では7割の自治

体で連携ができているとしたが、二次医療

圏、保健所設置市では半数程度であった。

職種や業態別の分析は1割程度しかされてお

らず、あまり進んでいなかった。 

健康課題の分析や検討に用いているデー

タの作成は都道府県、二次医療圏、保健所

設置市それぞれで行われていたが、8割近く

の都道府県が人口動態調査やNDBオープンデ

ータを活用し、市区町村別に図表やマップ

で比較できる資料を作成していた。保健所

設置市はKDBデータの使用が8割と他の自治

体種別と比較して多かった。その他、「健

康寿命のページ」のデータを活用している

二次医療圏が4割超見られた。 

 

２）モデル自治体支援 

インタビューは担当者および会議体メン

バー、職域機関関係者を研究協力者とし、

計11名に実施した。インタビューデータと

ともに会議や打合せ記録、参与観察（フィ

ールドノート）から、アクションとその変

化について抽出し質的に分析した。なお、

得られた結果は、自治体ごと、アクション

とその変化ごとにプロセスに沿って記述す

る。 

1） 滋賀県愛荘町 

愛荘町における地域・職域連携推進状況

を確認したところ、働く世代への健康づく

りの必要性は認識され、さまざまな取り組

みを試みていたものの、効果的・継続的な

取り組みには至っていなかった。また二次

医療圏協議会については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により休止しており、再

開に向けて関係機関との関係維持などの準

備が進められている段階であった。そこ 

で、研究班の関与を通じて、地域・職域連

携の考え方の整理と実践の具体化および事

業化を図ることを目的に伴走支援を行っ 

た。 

（1）地域・職域連携推進に対する認識 

愛荘町では、健診結果等から働く世代の

健康課題を把握し、その対応の必要性は認

識していた。一方で、健康づくりは住民個

人への働きかけが中心であり、事業所や職

域を基盤とした取り組みは限定的であった。

また、「働く世代」や「職域」といった対

象の捉え方や関わり方については、模索し

ている段階にあり、地域・職域連携の推進

に向けては、継続的に実施可能な方策の検

討や行政としての役割の明確化が課題とし

て認識されていた。 

研究班と検討を重ねる中で、働く世代へ

のアプローチとして、事業所を基盤とした

関わりの有効性が共有されるようになり、

「誰に（事業所）」「どのように（関係構

築を通じて）」という取り組みの方向性が

具体化した。また、職域へのメリットを意

識すること、地域・職域連携を行政が主体

的に推進していく取り組みとして位置づけ

るといった認識が形成されていった。 

（2）実践に向けた検討と対象の具体化 

働く世代への対策の必要性は認識されて

いたものの、当初は対象や手段が抽象的で

あり、具体的な関わり方の検討は十分に進

んでいなかった。研究班との打ち合わせや

庁内での検討を重ねる中で、事業所を対象

としたアプローチへと視点が整理された。 

愛荘町内では従業員数20名以下の中小事

業所が多く、産業医や産業保健師の位置づ

けがないことから、町が関与していく必要

性が高いこと、また商工会は町内所管課と

のつながりがあり、介入しやすい関係性に

あったことから、町は商工会と連携した取

り組みを進めたいという意向をもっていた。

こうした意向を尊重しながら検討を進めた

結果、協議会参加団体であった商工会と連

携する方針が具体化した。地域・職域連携

推進の重要性とこれからの取り組みを共有

することを目的に、町の協議会に参加した。

参加にあたっては、これまでの協議会の議

事録を確認し、地域・職域連携の現状を把

握した。この会議の中での発言や関わりの

様子から、商工会が日ごろから、町内事業

主や従業員の状況を丁寧に観察・把握し、

意識的に課題認識に努めていることがうか

がえたため、健康づくりの重要性について

共通理解が得られれば、実働に向けたキー

となり得ると考えた。そこで、協議会終了

後に研究班から直接商工会代表に声をかけ、

モデル実施の趣旨や内容について改めて説

明し、協力を依頼した。 

その後、できるだけ早い段階で商工会に

対するインタビューの機会を持った。イン

タビューの冒頭では、「従業員の健康づく

りにまで事業主が関わるのはおせっかいと

従業員が捉える可能性がある」といった発

言もみられたが、やり取りを重ねる中で、

「会社の存続や利益にとって従業員の健康

は重要」「町内事業所の状況を踏まえると

必要な取り組み」といった認識が共有され

ていった。さらに、「商工会のこうした資

源を活用すればよいのではないか」「押し

付けではなく、楽しみながら取り組める方

法がよい」といった具体的な提案も出され

るようになった。このインタビューを経て、

町内事業所における健康づくりを進めてい

くための具体的な取り組みの計画が組み立

てられていった。 

これ以後、商工会が当事者として主体的

に関与するようになり、事業所のメリット

を踏まえた無理のない取り組みを検討して

いった。既存のツールである滋賀県の健康

アプリや商工会主催の町民向けの大規模イ

ベント（祭り）や自治体の広報誌等を活用

すること、参加する事業所や団体の名称・

取り組みを紹介することで認知度を高め、

企業価値の創出につなげる形での関わり方

が模索された。 

（3）新規事業「あいしょうヘルスアクショ

ン！」の創出 

これまでの健康づくりは個人への働きか

けを中心として展開されてきたが、事業所

や組織を基盤としたアプローチの重要性が

共有されるようになった。これにより、保

健師が個人に直接働きかける方法に加え、

事業所という組織を通じて従業員に間接的

に働きかけるという視点が取り入れられる

ようになった。また、商工会との連携の深

化や主体的な関与により、事業所への働き

かけが具体的に展開されるようになった。

その際、事業所の従業員も地域の住民の一

部であるという視点が重視され、事業所で

の取り組みとするのではなく、地域と職域

を一体的に捉えた双方が参加できる取り組

みの必要性が共有された。 

こうした考え方のもと、県の健康アプリ

を活用し、市民および事業所の双方を対象

とした「あいしょうヘルスアクション！」

が考案され、地域・職域連携は具体的な事

業として実働し始めた。担当者からは、

「ITツールは今風だが、やっていることは

地区活動そのもの。足を運ぶ、住民・関係

者と語りながら一緒に考える、顔のつなが

りが力になる」との語りがあり、保健師と

しての役割を再認識している様子がうかが

えた。 

（4）庁内外のネットワークの形成と事業化 

「あいしょうヘルスアクション！」の検

討過程において、町の担当者が庁内外の関

係機関とのネットワーク構築に向けて主体

的に働きかけ、公文書の発出等の手続きを

行うとともに、自ら関係機関へ足を運び、

丁寧な説明や意見交換を重ねることで関係

づくりを進めた。この取り組みを通じて、

商工会をはじめとする関係機関との新たな

連携が生まれ、さらなる関係性の深化や新

たな関係機関とのつながりが広がるなど、

地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取り組みの連携基盤が構築さ

れた。 

さらに、「あいしょうヘルスアクション

実施要領」の施行により、地域・職域連携

が町の事業として明確に位置づけられた。

これにより、これまでの検討や実践が組織

的・継続的な取り組みへと発展し、町全体

で働く世代の健康づくりを推進する基盤が

整備された。 

 

2）大阪市および此花区 

 モデル自治体伴走支援を行うにあたり、

大阪市における地域・職域連携推進状況を

確認したところ、まずは大阪市における地

域・職域連携推進の基盤構築が必要との認

識で合意した。そこで、大阪市健康増進計

画推進体制における「働く世代」の健康づ

くり促進に向けたワーキング会議の位置づ

けである地域・職域保健実務者会議（以 

下、実務者会議とする）とその事務局を対

象とした体制整備から伴走支援を開始し 

た。 

（1）大阪市における地域・職域連携推進の

基盤整備 

①本庁健康局主管課（以下、主管課とす

る）における地域・職域連携推進に対する

認識 

大阪市では地域・職域連携について、健

康増進計画への位置づけはされているが、

目標設定までには至っていなかった。ま 

た、地域住民への支援が主との考えから、

働く世代への健康課題は認識していたもの

の紹介や情報共有が中心であり、方向性の

確認にとどまっていた。そこで、まず大阪

市における地域・職域連携の基盤構築を目

標として、実務者会議の機能強化に取り組

んだ。 

②勉強会と実務者会議のブラッシュアップ 

地域・職域連携推進業務を担っている庁

内の担当者と実務者会議メンバーにおい 

て、まずは働く世代の健康づくりと地域・

職域連携推進について知ることが必要と考
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え、勉強会を実施した。その結果、地域・

職域連携推進の知識・意義・考え方が理解

され、地域・職域連携推進の全体像、必要

性、行政としての役割認識、取り組みの視

点、方法論の理解が進み、実行のイメージ

や方向性が明確化された。また、考え方の

変化として、在住・在勤に関わらず、働く

世代にアプローチすることの必要性を認識

できた。 

次に、実務者会議の会議設計について検

討し、地域・職域連携推進に関する講話と

グループワークを取り入れることにした。

事前準備として、実務者会議メンバーへの

ヒアリングを実施し、各メンバーの所属組

織の概要と取り組みの対象、注力している

取り組み等の情報を収集した。メンバーの

メリットも勘案し、会議では自組織紹介と

グループワークを取り入れることにした。

グループワークのためのPRシートを作成し、

テーマを「委員の組織紹介」「共通課題と

その解決のためにできること」について話

し合うこととした。 

③新たな実務者会議の展開 

実務者会議のグループワークでは、活発

な議論が行われたとともに、論点が可視化

され、課題が具体化した。会議後のアンケ

ート結果では、今後の連携につながる収穫

があった/ある程度あったが91％であり、そ

の理由として「それぞれの組織の役割や課

題を知ることができた」「何をするかがあ

る程度具体化できた」「共通した課題の解

決のために連携することで一歩前進できそ

うと感じた」などがあがった。現状の会議

体のレベルは、レベル1-②とレベル2-①が

ほぼ半数であった。会議体メンバーのイン

タビューからは、「まだ移行段階であるが、

当事者意識が持てた」「重要性の認識が進

展した」「相互理解が進んだ」「論点が可

視化された」といった変化が述べられてい

た。 

④実務者会議のレベルアップと庁内外のネ

ットワークの拡大 

実務者会議は「方向性の確認」から「何

をすべきか」へ段階が上がったと実感しつ

つも、「誰が何をしていくかはこれから考

えていく必要がある」など更なる進展を期

待する声があった。会議後には次回会議開

催や新規参入部署についての検討を行った。

担当者はリーダーシップを発揮し、関係部

署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が

引っ張る」姿勢に転換した。 

その結果、新規に企業支援を行う部署と

の連携が実現し、企業向けメールマガジン

の発信など、新たなアプローチが行われる

こととなった。また、実務者会議への新規

参入部署について検討し、次年度から労働

基準監督署の参加が予定されている。ただ

し、現時点で区の担当者は会議体メンバー

にはなっていない。 

(2)此花区における地域・職域連携の展開 

複数区へ打診の結果、最終的に此花区

（以下、区とする）がモデル区となった。

此花区では、区長が健康経営の重要性につ

いて発信していたことで、職域へのアプロ

ーチの重要性を実感していたという背景が

あったこと、また、モデル事業開始時の説

明において、研究班が提示する事業を実施

するのではなく、現行の区の体制下で実行

可能な取り組みを選択すればよいこと、期

待した成果が得られなかった場合もその結

果自体が評価となることを聞き、心理的負

担が軽減したことも承諾の理由のひとつで

あったとの意見が得られた。 

政令指定都市における地域・職域連携推

進には、区の特性や活動の強みを活かし、

区と主管課との役割整理を視野に入れた実

装モデルの構築が不可欠である。そこで今

回は、前述した主管課との調整も図りつつ、

伴走支援を開始した。 

① 地域・職域連携に対する区の認識 

区は、区民向けのイベント等で特定健診

やがん検診受診率の向上や健康教育を行う

も、来所者は高齢者が殆どで、働く世代へ

の支援が課題と認識しつつも何から始めれ

ばよいのか分からず動き出せない状況にあ

った。 

当該区には中小企業が多く、区長が区内

の工業会（約500社）とのつながりがあった

ことから、区の健康寿命延伸のためには事

業所へのアプローチが必要であり、活動方

法を模索している状況であった。 

② 実践に向けた検討と対象の具体化 

モデル区支援の実施に際し、研究班との

協議を重ね、まずは主管課が主催する実務

者会議へのオブザーバー参加を促すととも

に、健康経営に関する勉強会を実施した。

その結果、改めて地域・職域連携の意義や

健康経営についての理解を深め、主体的に

区の強みを活かしたアプローチ方法を検討

することができた。区担当者のインタビュ

ーから、「アンケート内容や事業所へのア

プローチ方法などについて、専門的な助言

により内容が向上した」「昨年度の知らな

い・動けない状態から、今年度は必要性を

理解し、外部とつながって動き始めた」と

いう語りを聞くことができた。 

③職域へのアプローチ開始 

区内の工業会に区長と区担当者2名が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取

り組むことを提案した。その結果、区と工

業会が事業連携協定を締結するに至った。

さらには工業会の新年互例会において、区

長から健康経営の必要性と健康づくりに関

する講話、区担当者による区内中小企業で

健康経営優良法人認定事業所の社長インタ

ビューから、認定に至るまでの経緯や、実

際の社員の健康課題等に対する取り組みを

伝え、区が支援できる健康づくりについて

説明するとともに、参加した事業所へのア

ンケート調査を行った。アンケートには社

員の健康管理に関する実態把握に加え、健

康経営に関する関心や健康づくりに対する

要望なども盛り込んだ。アンケートの結果、

健康経営についてよく知らなかった77％、

これから取り組みたい74％、従業員の健康

管理に関心あり97％と予想以上に関心が高

いことが伺えた。一方で、健康管理で相談

したいが相談先がわからない事業所72％と、

従業員の健康管理上の問題について相談し

ていないまたは相談先がない事業所が72％

と、ニーズに対応する機関が周知されてい

ない実態も明らかになった。また、区役所

からの連絡を希望する事業所も6か所あった。

このアンケート結果をもとに、区として支

援できるメニューの検討や、区のホームペ

ージに健康経営関連のページを新設するこ

とが検討されている。  

(3)主管課による新たな事業の立ち上げ、推

進会議と実務者会議との連携  

主管課として、区へ提供できる資源の必

要性や健康経営を切り口にする有効性を理

解したことで、施策として働く世代の健康

づくりの重要性を明確化し、新たな事業設

計を計画した。その結果、地域保健と職域

保健の連携を強化し、働く世代が健康づく

りに取り組める環境を整備することを目的

とした「働く世代の健康づくり支援事業」

が立ち上げられた。また、すこやか大阪21

（第３次）推進会議（協議会）において地

域・職域連携に係る大阪市の現状と必要性、

今後の取り組みについて具体的に報告がさ

れた。 

主管課のインタビューから「研究班の伴

走支援により、地域・職域連携の全体像、

動き、必要性を理解し、事業立ち上げの理

論構築ができた」と語られた。 

 

Ｄ．考察 

１）全国アンケート調査 

担当者の経験年数については、どの自治

体種別においても今年度からの担当者が多

く、3年目までの者が6割以上を占めており、

令和6年度と大きな変化はみられなかった。

これらより、経験の蓄積やノウハウの継承

が課題となりやすい状況であり、引継ぎや

蓄積される体制づくりが必要であると考え

られた。 

協議会の開催状況については、令和6年度

とほぼ同様に高い水準で、開催している自

治体は開催が定着してきたことが伺えた。

その一方、いまだ開催ができていない少数

の自治体が固定化するといった二極化して

いる状況が懸念された。 

連携事業の実施については全体として増

加傾向にあり、特に保健所設置市において

増加が顕著であった。また、令和7年度の協

議会開催計画においては、「例年どおり実

施」とする自治体が多く、「未定」とする

回答が減少したことから、一定程度計画的

に実施されている状況が伺えた。特に保健

所設置市においては、協議会を例年どおり

実施もしくは拡充が6割を超え、徐々に進み

つつあると考えられた。 

政策としての計画等への位置づけは、す

べての自治体種別において進んでおり、特

に都道府県および二次医療圏では高い割合

で位置づけがなされ、今まで位置づけが進

んでいなかった保健所設置市においても位

置づけが進んだ。一方で、計画への位置づ

けはされているものの、目標設定まで至っ

ていない自治体が多く、具体的な指標の設

定や評価の仕組みづくりについては今後の

課題といえる。 

また、地域・職域連携推進業務の優先度

については、都道府県および二次医療圏で

は令和6年度と大きな変化はみられなかった

が、保健所設置市においては優先度が高ま

っており、取り組みへの関心や必要性の認

識が広がっていることが伺えた。政策への

位置づけがある自治体では優先度が有意に

高いことから、政策に位置づけることが、

業務を進める大きな要因の一つとなること

が示唆される。 

地域・職域連携推進事業の必要性の認識

は広く浸透し、協議会や連携事業も多くの

自治体で実施されるようになり、令和6年度

と比較していっそう着実な進展が確認され

た。しかしながら、ほとんどの自治体にお
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え、勉強会を実施した。その結果、地域・

職域連携推進の知識・意義・考え方が理解

され、地域・職域連携推進の全体像、必要

性、行政としての役割認識、取り組みの視

点、方法論の理解が進み、実行のイメージ

や方向性が明確化された。また、考え方の

変化として、在住・在勤に関わらず、働く

世代にアプローチすることの必要性を認識

できた。 

次に、実務者会議の会議設計について検

討し、地域・職域連携推進に関する講話と

グループワークを取り入れることにした。

事前準備として、実務者会議メンバーへの

ヒアリングを実施し、各メンバーの所属組

織の概要と取り組みの対象、注力している

取り組み等の情報を収集した。メンバーの

メリットも勘案し、会議では自組織紹介と

グループワークを取り入れることにした。

グループワークのためのPRシートを作成し、

テーマを「委員の組織紹介」「共通課題と

その解決のためにできること」について話

し合うこととした。 

③新たな実務者会議の展開 

実務者会議のグループワークでは、活発

な議論が行われたとともに、論点が可視化

され、課題が具体化した。会議後のアンケ

ート結果では、今後の連携につながる収穫

があった/ある程度あったが91％であり、そ

の理由として「それぞれの組織の役割や課

題を知ることができた」「何をするかがあ

る程度具体化できた」「共通した課題の解

決のために連携することで一歩前進できそ

うと感じた」などがあがった。現状の会議

体のレベルは、レベル1-②とレベル2-①が

ほぼ半数であった。会議体メンバーのイン

タビューからは、「まだ移行段階であるが、

当事者意識が持てた」「重要性の認識が進

展した」「相互理解が進んだ」「論点が可

視化された」といった変化が述べられてい

た。 

④実務者会議のレベルアップと庁内外のネ

ットワークの拡大 

実務者会議は「方向性の確認」から「何

をすべきか」へ段階が上がったと実感しつ

つも、「誰が何をしていくかはこれから考

えていく必要がある」など更なる進展を期

待する声があった。会議後には次回会議開

催や新規参入部署についての検討を行った。

担当者はリーダーシップを発揮し、関係部

署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が

引っ張る」姿勢に転換した。 

その結果、新規に企業支援を行う部署と

の連携が実現し、企業向けメールマガジン

の発信など、新たなアプローチが行われる

こととなった。また、実務者会議への新規

参入部署について検討し、次年度から労働

基準監督署の参加が予定されている。ただ

し、現時点で区の担当者は会議体メンバー

にはなっていない。 

(2)此花区における地域・職域連携の展開 

複数区へ打診の結果、最終的に此花区

（以下、区とする）がモデル区となった。

此花区では、区長が健康経営の重要性につ

いて発信していたことで、職域へのアプロ

ーチの重要性を実感していたという背景が

あったこと、また、モデル事業開始時の説

明において、研究班が提示する事業を実施

するのではなく、現行の区の体制下で実行

可能な取り組みを選択すればよいこと、期

待した成果が得られなかった場合もその結

果自体が評価となることを聞き、心理的負

担が軽減したことも承諾の理由のひとつで

あったとの意見が得られた。 

政令指定都市における地域・職域連携推

進には、区の特性や活動の強みを活かし、

区と主管課との役割整理を視野に入れた実

装モデルの構築が不可欠である。そこで今

回は、前述した主管課との調整も図りつつ、

伴走支援を開始した。 

① 地域・職域連携に対する区の認識 

区は、区民向けのイベント等で特定健診

やがん検診受診率の向上や健康教育を行う

も、来所者は高齢者が殆どで、働く世代へ

の支援が課題と認識しつつも何から始めれ

ばよいのか分からず動き出せない状況にあ

った。 

当該区には中小企業が多く、区長が区内

の工業会（約500社）とのつながりがあった

ことから、区の健康寿命延伸のためには事

業所へのアプローチが必要であり、活動方

法を模索している状況であった。 

② 実践に向けた検討と対象の具体化 

モデル区支援の実施に際し、研究班との

協議を重ね、まずは主管課が主催する実務

者会議へのオブザーバー参加を促すととも

に、健康経営に関する勉強会を実施した。

その結果、改めて地域・職域連携の意義や

健康経営についての理解を深め、主体的に

区の強みを活かしたアプローチ方法を検討

することができた。区担当者のインタビュ

ーから、「アンケート内容や事業所へのア

プローチ方法などについて、専門的な助言

により内容が向上した」「昨年度の知らな

い・動けない状態から、今年度は必要性を

理解し、外部とつながって動き始めた」と

いう語りを聞くことができた。 

③職域へのアプローチ開始 

区内の工業会に区長と区担当者2名が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取

り組むことを提案した。その結果、区と工

業会が事業連携協定を締結するに至った。

さらには工業会の新年互例会において、区

長から健康経営の必要性と健康づくりに関

する講話、区担当者による区内中小企業で

健康経営優良法人認定事業所の社長インタ

ビューから、認定に至るまでの経緯や、実

際の社員の健康課題等に対する取り組みを

伝え、区が支援できる健康づくりについて

説明するとともに、参加した事業所へのア

ンケート調査を行った。アンケートには社

員の健康管理に関する実態把握に加え、健

康経営に関する関心や健康づくりに対する

要望なども盛り込んだ。アンケートの結果、

健康経営についてよく知らなかった77％、

これから取り組みたい74％、従業員の健康

管理に関心あり97％と予想以上に関心が高

いことが伺えた。一方で、健康管理で相談

したいが相談先がわからない事業所72％と、

従業員の健康管理上の問題について相談し

ていないまたは相談先がない事業所が72％

と、ニーズに対応する機関が周知されてい

ない実態も明らかになった。また、区役所

からの連絡を希望する事業所も6か所あった。

このアンケート結果をもとに、区として支

援できるメニューの検討や、区のホームペ

ージに健康経営関連のページを新設するこ

とが検討されている。  

(3)主管課による新たな事業の立ち上げ、推

進会議と実務者会議との連携  

主管課として、区へ提供できる資源の必

要性や健康経営を切り口にする有効性を理

解したことで、施策として働く世代の健康

づくりの重要性を明確化し、新たな事業設

計を計画した。その結果、地域保健と職域

保健の連携を強化し、働く世代が健康づく

りに取り組める環境を整備することを目的

とした「働く世代の健康づくり支援事業」

が立ち上げられた。また、すこやか大阪21

（第３次）推進会議（協議会）において地

域・職域連携に係る大阪市の現状と必要性、

今後の取り組みについて具体的に報告がさ

れた。 

主管課のインタビューから「研究班の伴

走支援により、地域・職域連携の全体像、

動き、必要性を理解し、事業立ち上げの理

論構築ができた」と語られた。 

 

Ｄ．考察 

１）全国アンケート調査 

担当者の経験年数については、どの自治

体種別においても今年度からの担当者が多

く、3年目までの者が6割以上を占めており、

令和6年度と大きな変化はみられなかった。

これらより、経験の蓄積やノウハウの継承

が課題となりやすい状況であり、引継ぎや

蓄積される体制づくりが必要であると考え

られた。 

協議会の開催状況については、令和6年度

とほぼ同様に高い水準で、開催している自

治体は開催が定着してきたことが伺えた。

その一方、いまだ開催ができていない少数

の自治体が固定化するといった二極化して

いる状況が懸念された。 

連携事業の実施については全体として増

加傾向にあり、特に保健所設置市において

増加が顕著であった。また、令和7年度の協

議会開催計画においては、「例年どおり実

施」とする自治体が多く、「未定」とする

回答が減少したことから、一定程度計画的

に実施されている状況が伺えた。特に保健

所設置市においては、協議会を例年どおり

実施もしくは拡充が6割を超え、徐々に進み

つつあると考えられた。 

政策としての計画等への位置づけは、す

べての自治体種別において進んでおり、特

に都道府県および二次医療圏では高い割合

で位置づけがなされ、今まで位置づけが進

んでいなかった保健所設置市においても位

置づけが進んだ。一方で、計画への位置づ

けはされているものの、目標設定まで至っ

ていない自治体が多く、具体的な指標の設

定や評価の仕組みづくりについては今後の

課題といえる。 

また、地域・職域連携推進業務の優先度

については、都道府県および二次医療圏で

は令和6年度と大きな変化はみられなかった

が、保健所設置市においては優先度が高ま

っており、取り組みへの関心や必要性の認

識が広がっていることが伺えた。政策への

位置づけがある自治体では優先度が有意に

高いことから、政策に位置づけることが、

業務を進める大きな要因の一つとなること

が示唆される。 

地域・職域連携推進事業の必要性の認識

は広く浸透し、協議会や連携事業も多くの

自治体で実施されるようになり、令和6年度

と比較していっそう着実な進展が確認され

た。しかしながら、ほとんどの自治体にお
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いて、基盤となる体制や予算といった構造

的な問題や、具体的なノウハウ、方法の難

しさといった課題を感じている状況もあっ

た。また、職域の業種別や自治体種別ごと

の課題に特徴があることも見えてきた。ま

ずは、都道府県が地域・職域連携推進の基

盤体制をしっかり構築し、二次医療圏が活

動の根拠となるデータやツールの提供を行

っていくことが重要である。さらには、住

民に一番身近な市区町村での活動を進めて

いくために、二次医療圏における市区町村

の支援体制や活動方法の具体的検討が今後

の課題と考えられた。 

 

２）モデル自治体支援 

1）愛荘町 

愛荘町においては、当初、働く世代の健

康課題について必要性は認識されていたも

のの、具体的にどのように進めていくかに

ついては十分に整理されておらず、効果

的・継続的な展開には至っていない段階か

ら始まった。令和7年度の活動プロセスを俯

瞰すると、伴走支援によって新規事業の立

ち上げに至ることができた要因として、次

の3点があげられる。まず1点目に、「誰」

に「どうやって」関わっていけばよいかを

担当者とともに検討し、商工会メンバーを

キーパーソンとしてアプローチを開始でき

たことである。その背景には、過去の協議

会資料からの協議会構成員の状況把握を行

ったうえで協議会に参加し適切な情報を得

たこと、研究班が町の協議会に参加し顔の

見える関係が構築できたことも一因と考え

る。 

2点目は、自治体と事業所の双方にとって

メリットのあるWin-Winの関係を意識した事

業が組み立てられたことである。インタビ

ューという形で担当者およびキーパーソン

の意見を引き出し、相互に問題意識の共有

ができたことで、その場で具体的な事業の

方向性が明確化された。このことが当事者

意識を強めることにつながり、双方にとっ

て意義ある取り組みとの認識を得ることが

できたと考える。これ以後、商工会メンバ

ーは当事者として、町担当者と一緒に進め

ていく仲間となった。当事者意識は主体性

や積極性と強い関連があり、当事者性が高

いほど内発的動機づけにつながるとされて

いる1）。職域側に当事者意識を持ってもら

えたことが計画を進め、検討段階にとどま

っていた取り組みの具体的事業の立ち上げ

につながったと考えられる。 

3点目は、新たな事業は一から仕組みやネ

ットワークを構築するのではなく、商工会

主催の町民向けイベント（祭り）や広報誌

など、既に地域にある資源の活用、既存の

ネットワークをより深化させる形ですすめ

る等、自治体にとっても過度な負担となら

ない形で計画されたことである。これによ

り、問題意識の共有から約2か月という短期

間で事業化を達成することができた。町内

各所との様々な調整は必要であったと考え

るが、事業予算がほとんどかからなかった

こと、自治体規模がコンパクトであったこ

とでスムーズに意思決定が進んだことも一

因であると考える。 

以上から、今回の事業化につながった要

因として、キーパーソンを見極めることが

できたこと、自治体および事業所双方のメ

リットを意識したこと、当事者意識を持っ

てもらえるような働きかけとタイミング、

既存資源を活用する等、過度な負担になら

ないような工夫がポイントであったと考え

る。 

最後に、担当者が「あいしょうヘルスア

クション実施要領」を作成し施行したこと

によって、一部署の単発の試みではなく、

町の業務として継続的に実施される事業と

して位置づけられるに至り、事業価値がよ

り向上したと考える。 

 

2）大阪市および此花区 

これまでの大阪市の実務者会議は報告と

情報共有が中心であり、十分に機能してい

ない状況であった。モデル区支援におい 

て、まずは実務者会議の活性化と機能強化

を図ったことが、地域・職域連携の核とな

る会議体をプラットフォームとした基盤構

築につながったと推察される。実務者会議

が「情報共有中心」から「行動計画の検 

討」と変換できた要因には、事前ヒアリン

グによって顔の見える関係ができたことが

大きいと考える。地域・職域連携推進は行

政の仕事であるととらえ、担当者の認識や

方向性がぶれないことが肝要である。さら

に、健康経営を広げることが目的ではな 

く、地域・職域連携の切り口やツールとし

て用いること、主管課が方針を立て区と主

管課が両輪で進めていくことが重要と考え

られた。 

しかし、現状では実務者会議には区担当

者は参加していない。今後、大阪市におい

て横展開を進めていくためには、各区の参

画を検討していくことが課題である。 

此花区においては、工業会という職域団

体と事業連携協定が締結されるといった進

捗が見られた。此花区でのプロセスから地

域・職域連携が進捗した要因として、次の3

点が考えられる。1点目は、区担当者が地

域・職域連携の意義や内容に関する知識を

得たこと、そのうえで実際の事業所訪問を

経て、職域の取り組みや健康課題への理解

が深まったことである。本事業の目的や意

義を自分たちの地域の問題としてとらえ、

現場と直接話をしたことで、取り組むべき

課題であると実感できる契機になったと考

える。 

2点目に、主管課との連携により、実務者

会議へのオブザーバー参加や健康経営に関

する学習機会が提供されたことで、地域・

職域への理解が深化したことである。主管

課からタイムリーな支援を得られたこと 

で、よりスピーディーに職域との距離が縮

まる結果となった。さらに、主管課との連

携によって主管課が区の現状を考慮した結

果、区が活用できる健康づくり支援資源と

して、重点事業「働く世代の健康づくり支

援事業」の獲得につながった。この事業実

施により、大阪市全区においても健康づく

り支援が提供されることで、大阪市の目標

である健康寿命の延伸にむけて、働く世代

の健康づくりが大きく前進することが期待

される。3点目に新しい取り組みを創設する

のではなく、現行の区の体制下で実行可能

な取り組みが検討されたことである。此花

区は中小企業や工場が多い地域特性があ 

り、区長が工業会とのつながりを持ってい

た。地域特性を生かし、既存の資源から事

業を組み立てることが実効性を高め、積極

的に進められたポイントであったと考えら

れる。 

今後の課題としては、区における担当部

署および担当者の役割の明確化を図るな 

ど、実施体制を整備していくことが課題で

ある。 

 

3）市区町村に対する支援のあり方 

今回の全国アンケートや伴走支援から、

住民に身近な市区町村において、どのよう

に地域・職域連携を進めていくのかについ

て検討した。今回の伴走支援での展開をま

とめると、下記のプロセスをたどっていた

と考えられた。まずは「行政担当者の困り

ごとや課題を的確に見定める」、次に「有

効な改善策につなげるための周囲の情報収

集」、そして「働きかけるターゲットの特

定とWin-Winの実行方法の設計」最後に「そ

の活動を実装する」といった一連のプロセ

スであったことが確認できた。この活動を

タイミングよく正確に、かつスピーディー

に往還していくことが重要と考える。 

また、職域への働きかけは行政目線でな

く、職域でのメリットを意識することが職

域に健康づくりを受け入れてもらうために

は必要である。メリットとしては、事業所

の価値づけであり、例えば広報誌やホーム

ページへの活動の紹介、健康づくりに力を

入れている事業所の表彰といったことが挙

げられる。近年の少子高齢化により、特に

中小企業は人材不足が加速しているため、

企業価値が向上することで人材確保につな

がる可能性がある。しかし、市区町ではマ

ンパワーが限られていることが多く、新た

な取り組みを進めるにあたっては、既存の

資源をどのように活用するかという視点が

重要となる。特に、協議会における職域の

メンバーが当事者性をもって関与すること

で、事業所の実態やニーズを踏まえた視点

が加わり、より実効性や継続性を備えた取

り組みの検討が可能となると考える。 

 今回は、政令指定都市と町に対するモデ

ル支援を実施し、自治体の規模によって支

援のあり方が異なることを実感した。概し

て政令指定都市では組織の規模が大きく、

部局間調整が不可欠である。そのため、ま

ずは「組織的合意形成の土台づくり」が重

要と考える。また、政令指定都市の区役所

業務では、様々な健康課題への対応が求め

られ、負担感の増大やマンパワーの確保が

課題となっていることから、地域・職域連

携について本庁と区ができることを整理し、

役割を検討していくことが重要である。一

方、町村のような小規模自治体では、働く

世代の多くは地域住民であり、健康づくり

の必要性や重要性が関係者間で共有される

と、その後の動きは比較的速やかに進む様

子がみられた。組織規模がコンパクトであ

るから小回りが利き、意思決定や連携に向

けた調整が柔軟かつ迅速に行いやすいこと

が強みであると考えられた。今後は、市区

町村の規模に応じた支援のあり方を検討し、

市区町村における地域・職域連携の進展に

つなげていきたいと考える。 

 

Ｅ．結論 

 今回、全国アンケートの深堀分析、小規

模自治体（町）と政令指定都市における自

治体支援を実施した結果、それぞれの自治

体の特性に応じた地域・職域連携における
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が強みであると考えられた。今後は、市区

町村の規模に応じた支援のあり方を検討し、

市区町村における地域・職域連携の進展に

つなげていきたいと考える。 

 

Ｅ．結論 

 今回、全国アンケートの深堀分析、小規

模自治体（町）と政令指定都市における自

治体支援を実施した結果、それぞれの自治

体の特性に応じた地域・職域連携における
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役割や進め方の違いがみえてきた。特に小

規模自治体においては、事業所の従業員の

多くが地域住民でもあるのに対し、大都市

においては必ずしも地域住民とは限らない

場合も多く、地域と職域の関係性の捉え方

に 違 い が あ る こ と が 示 唆 さ れ た 。 

 このような違いを踏まえると、地域・職

域連携を推進するにあたっては、職域を支

援対象としてどのように位置づけているか

に着目し、各自治体の状況に応じて理解を

深めていくことが重要と考えられる。いず

れの自治体においても画一的な支援ではな

く、地域特性に応じた支援や、今回の支援

プロセスのような各自治体の状況や体制に

応じてスモールステップで丁寧に支援を行

っていくことが求められると考える。今後

は、こうした実践を通じて得られた知見を

蓄積し、それぞれの自治体の状況に応じた

地域・職域連携のあり方を検討していく予

定である。 

 

＜文献＞ 

1）神吉直人（2025）：就労者の「仕事に対

する当事者意識」概念の検討 追手門経営

論集，Vol.31, No.1,「別冊」pp.1-18,  

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

なし  

 

 2.  学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

１）都筑千景：健康日本21（第三次）と地

域・職域連携推進～活動の進展と課題 第

84回日本公衆衛生学会総会シンポジウム63 

健康日本21（第三次）と地域・職域連携推

進～最新情報と今後の方向性～、第84回日

本公衆衛生学会総会、2025年10月29日 

２）藤本優子、都筑千景、薮本初音、渡井

いずみ、尾崎伊都子、横山徹爾、津下一

代：全国における地域・職域連携推進事業

および体制の実態と進捗状況－第1報－、第

84回日本公衆衛生学会総会、2025年10月29

日 

３）大比叡和子、尾崎伊都子、雑子侑里、

宮田瑠里子、渡井いずみ、都筑千景、横山

徹爾、津下一代：地域・職域連携事業にお

けるICT活用チェックリストの妥当性の検討
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日 

５）伯井理加、山下友美、天野こころ、生
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  （予定を含む。） 

なし 
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役割や進め方の違いがみえてきた。特に小
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においては必ずしも地域住民とは限らない
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 このような違いを踏まえると、地域・職

域連携を推進するにあたっては、職域を支

援対象としてどのように位置づけているか

に着目し、各自治体の状況に応じて理解を

深めていくことが重要と考えられる。いず

れの自治体においても画一的な支援ではな
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厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

「「健健康康寿寿命命延延伸伸ににつつななががるる地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 市区町村モデル事業 －観光都市における宿泊業従事者調査および都

心特別区における働く世代への健康支援体制構築の検討－ 

 
研究分担者 渡井いずみ  所属 浜松医科大学  
研究協力者 吹田晋 所属 国立保健医療科学院 
研究協力者 
研究協力者 

髙部さやか 
田中克弥 

所属 浜松医科大学 
所属 浜松医科大学博士前期課程 

 

 

ＡＡ．．研研究究目目的的  

地域・職域連携推進ガイドライン（令

和元年改訂）では、都道府県および保健

所に地域・職域連携推進協議会を設置す

ること、協議会が中心となって地域・職

域の関連機関がデータの共有や審議を行

って、地域特性に合わせた健康づくりの

ポピュレーションアプローチの推進体制

を構築することが推奨されている。 

令和6年度の市区町村調査では、ガイドラ

インに規定されていなくても、積極的に

地域・職域連携に取り組んでいる自治体

がある一方で、保健所設置市であっても

協議会が設置されていない等、整備が進

んでいない自治体があること、市区町村

格差が見られることが明らかになった1）。

また市区町村の規模や保健所の有無、地

域特性によって、有効な推進方法は異な

ると考えられた。 

本研究班では、静岡県伊東市および東

京都港区の2市区を対象に、管轄保健所や

都道府県とも連携しながら伴走支援を行

い、地域特性に合わせた具体的な地域・

職域連携を推進するアクションリサーチ

を試みた。 

静岡県伊東市は、人口64,337人、高齢

化率は 44.1％（令和6年2月）。隣接する

熱海市とならび有数の温泉を有し、国際

観光温泉文化都市を標榜している。西に

天城山系、東に相模湾を臨み、市の45％

が国立公園区域に指定されている。中小

零細規模の宿泊業と飲食業が多い産業構

造で、喫煙率の高さ、健診受診率の低さ、

循環器疾患の多さが課題である。令和７

年度は、静岡県および管轄する二次医療

圏域保健所（熱海保健所）の確認を得て、

主力産業である宿泊業に着目し、市内全

宿泊施設で働く人を対象として健康行動

に関する調査を実施し、今後の健康づく

りの方策を決定する基礎資料を得ること

を目的とした。 

東京都港区は、人口267,780人、世帯数

153,885（令和７年１月１日）、生産年齢

人口69.3%、高齢化率17.1%(令和5年)。昼

間人口が夜間人口の約5倍（2005年統計）

の特別区である。昼間人口の大半は区外

在住である。外国大使館の半数が港区に

位置し、外資系企業も多いため、区民の1

研究要旨 

本分担班では地方の温泉観光都市である伊東市および他自治体から流入する在勤者の

多い都心特別区である港区を地域・職域連携推進のモデル自治体として伴走支援を行っ

た。伊東市では主力産業である宿泊業に着目し、市と協力して市内全宿泊施設で働く人

を対象に匿名の健康調査を実施した。東京都港区では保健所および事業委託先である医

師会との協議や情報提供等を通じて、地域特性をふまえた実現可能な事業の方向性を検

討した。 

その結果、伊東市は宿泊業従事者の健康や働き方の実態が明らかになり、今後必要な

健康支援の項目を特定し、組織的アプローチへの糸口を得ることができた。東京都港区

では、令和6年度に開始した委託事業を継続しつつ、さらに既存の会議体を発展させて

地域・職域連携協議会を設置する方向性が示され、一歩進めることができた。 
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所に地域・職域連携推進協議会を設置す

ること、協議会が中心となって地域・職

域の関連機関がデータの共有や審議を行

って、地域特性に合わせた健康づくりの

ポピュレーションアプローチの推進体制

を構築することが推奨されている。 

令和6年度の市区町村調査では、ガイドラ

インに規定されていなくても、積極的に

地域・職域連携に取り組んでいる自治体

がある一方で、保健所設置市であっても

協議会が設置されていない等、整備が進

んでいない自治体があること、市区町村

格差が見られることが明らかになった1）。

また市区町村の規模や保健所の有無、地

域特性によって、有効な推進方法は異な

ると考えられた。 

本研究班では、静岡県伊東市および東

京都港区の2市区を対象に、管轄保健所や

都道府県とも連携しながら伴走支援を行

い、地域特性に合わせた具体的な地域・

職域連携を推進するアクションリサーチ

を試みた。 

静岡県伊東市は、人口64,337人、高齢

化率は 44.1％（令和6年2月）。隣接する

熱海市とならび有数の温泉を有し、国際
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天城山系、東に相模湾を臨み、市の45％
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宿泊施設で働く人を対象として健康行動

に関する調査を実施し、今後の健康づく

りの方策を決定する基礎資料を得ること

を目的とした。 

東京都港区は、人口267,780人、世帯数

153,885（令和７年１月１日）、生産年齢

人口69.3%、高齢化率17.1%(令和5年)。昼

間人口が夜間人口の約5倍（2005年統計）

の特別区である。昼間人口の大半は区外

在住である。外国大使館の半数が港区に
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た。伊東市では主力産業である宿泊業に着目し、市と協力して市内全宿泊施設で働く人

を対象に匿名の健康調査を実施した。東京都港区では保健所および事業委託先である医

師会との協議や情報提供等を通じて、地域特性をふまえた実現可能な事業の方向性を検

討した。 

その結果、伊東市は宿泊業従事者の健康や働き方の実態が明らかになり、今後必要な

健康支援の項目を特定し、組織的アプローチへの糸口を得ることができた。東京都港区
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地域・職域連携協議会を設置する方向性が示され、一歩進めることができた。 
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割は外国籍である。都心３区のひとつで、

経済や文化の中心地。一人あたりの平均

年収は1,000万円超で東京23区内中最も高

く、上場企業数が全国の自治体で最も多

い。芝地区、麻布地区、赤坂地区、高輪

地区、芝浦港南地区で構成される。港区

では在勤者を含めた地域の健康課題を特

定することが困難という課題を抱えてい

た。そのため、令和７年度は港区の地域

特性をふまえ、保健所を中心として地

域・職域連携を推進する方策を見出すこ

とを目的とした。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１）伊東市 

（１）調査対象者 
伊東市内の全宿泊施設325ケ所で働く人

を対象とした。令和3年度経済センサスの

情報をもとに、対象者数は3,772人と推定

した。 

 

（２）調査方法 

  本研究はSurvey Monkey社の提供する

Web調査作成ツールを用いて実施した。

2025年10月2日に、各宿泊施設の施設長宛

に、本研究への協力依頼書および各施設

の従業員数相当分の研究案内チラシを郵

送した。案内チラシには、本調査の説明

文書および研究協力同意欄が閲覧可能な

URLとQRコードを記載し、そこにアクセス

した閲覧者が研究同意欄にチェックする

とWeb調査項目が表示される仕様とした。

施設長宛てに1回のリマインドを行い、12

月10日に回収打ち切りとした。 

  回収したデータはExcel形式にてダウン

ロードし、データを数値に変換して分析

用データベースを作成した。 

 

（３） 調査項目  

 宿泊業従事者の健康課題に関する文献

レビューを行い（資料１）、その結果を

参考に以下の項目を設定した。 

① 基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保） 

② 労働属性（勤続年数、職位、1週間の

労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の有

無、勤務形態、担当業務、兼業の有

無、前職の仕事） 

③ 職場の属性(施設種類、施設規模、喫

煙環境、就業中の喫煙可否、健康や

安全の相談窓口の有無、所在地域） 

④ 健康指標（蓄積疲労度チェックリス

ト 2）、身体症状スケール:SSS-83）、1

年以内の転倒歴) 

⑤ 生活習慣（森本の 8 つの生活習慣項

目: HPI)4） 

⑥ 健診/受療行動 (1 年以内の健診受診

の有無、がん健診受診の有無、健診

の未受診理由、通院状況） 

⑦ 健康経営指標（プレゼンティズム、

アブセンティズム） 

⑧ 職場や行政への健康づくりへの取組

みに関する自由意見 

 

（４）分析方法 

基本属性、労働属性の各項目について

度数分布および記述統計を行った。 

経営および健康に関する主要な6つの評価

項目について、記述統計を行った。また、

蓄積疲労度の「自覚症状」および「勤務

の状況」の平均値から、蓄積疲労度を判

定した。 

生活習慣は森本の手法にならい、運動

は、週 2 回以上(1 点)、週 1 回以下(0 

点)、飲酒は、飲まない/時々飲む(1 

点)、ほぼ毎日飲む(0 点)、喫煙は、吸わ

ない(1 点)、吸う/やめた(0 点)、睡眠 

は、7-8 時間(1 点)、9 時間以上/6 時間以

下(0 点)、栄養バランスは、考える(1 

点)、少しは考える/考えない(0 点)、朝 

食は、毎日食べる(1 点)、食べない/時々

食べる(0 点)、労働時間は９時間以下(1

点)、10 時間以上(0 点)、ストレスは普通

（1 点）、多い/少ない(0 点)に変換した

上で、8 項目の点数を加算して生活習慣 

指数（Health Practice Index：HPI）を

算出した。 

身体症状（SSS-8）は8つの項目別の記

述統計を実施後、総得点を算出した。 

さらに経営および健康評価項目間の相関

係数を求めた（Spearmanの順位確率相関

係数）。 

健康行動と職場の喫煙環境の5項目につい

て、記述統計を行った。 

伊東市の宿泊施設は中小規模が多いた

め、本調査では旅館業法の分類を参考に

施設の種類を問わず、客室数10室未満を

小規模施設、10室以上75室未満を中規模

施設、75室以上を大規模施設と定義して3

群に分けた。基本属性、労働属性、健康

指標の3群比較を実施した（カイ二乗検

定）。 

 

（５）倫理的配慮 

   本研究は浜松医科大学生命科学・医学

系研究倫理委員会の承認を得て実施した

（承認番号25-128）。また、本調査への

協力は任意であり、調査の成果について

個人名や宿泊施設名は匿名で回答者全体

の集計・分析結果のみ公表することを説

明文書に記載した。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業

委託先（港区医師会）との協議 

 3回の対面会議を実施した。また、途中

の電話やメールのやりとりにて、現状の

確認と研究班からの情報提供を適宜行い、

今後の方向性について協議を重ねた。対

面会議は、以下の3回実施した。 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

① 2025年７月16日（港区医師会） 

② 2026年1月16日（みなと保健所） 

 

（２）令和6年度労働者調査の分析 

第1回目の対面会議にて、令和6年度より

地域・職域連携推進の取組みを始め、区

内50人未満の事業所の労働者10,000人を

対象に健康調査を実施したことを把握し

た。調査項目や調査方式は、委託した調

査業者が企画実施しており、その結果の

利活用を模索している状態であった。そ

こで研究班が調査データの2次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討するこ

とで合意した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果  (詳細は資料２を参照) 

１）伊東市 

 Web調査への回答者は248名であった。そ

のうち基本属性や労働属性および経営や

健康指標6項目に欠損のあった31名を除外

し、最終的に217名を解析対象とした(有

効回答率5.75%)。 

 

（１）対象者の基本属性、労働属性（表

1,2,3） 

平均年齢は51.0±13.6歳、男性がやや

多かった（55.3%）。最終学歴は高卒まで

が最も多く（45.2%）、独居は72.4%、暮

らし向きは普通が最も多かった（41.9%）

が、やや苦しい/苦しい（44.3%）の方が

やや余裕/とても余裕（13.8%）より多か

った。勤務している施設は、ホテル

（51.2%）、旅館(18.9%)、民宿(14.3％)

と規模が大きいほど多かった。勤務施設

の客室数は、10室以下が29.9％、10～21

室（17.5％）22～50室（13.4％）、51～

74室(15.2%)、75室以上（24.0%）であっ

た。勤続年数は5年以上が66.8%と最も多

く、役職は管理職（22.1%）、経営者

（16.1%）であった。最近1ケ月の勤務形

態は多いものから順に日中勤務（41.0%）、

遅番（27.6%）、早番（26.7%）、主な業

務ではフロント・受付（53.5%）、食事の

提供・接客（30.4%）、予約・広報・販売

促進（24.9%）であり、朝晩の食事時間と

顧客対応に業務が集中する非定型的な勤

務が多かった。 

 

（２）主要な評価項目（表4） 

経営指標であるプレゼンティズムの平

均値は19.72、アブセンティズムは0.73で

あった。健康指標のうち疲労蓄積度の勤

務状況の平均値は7.61、自覚症状は10.06

であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲

労蓄積度は高い）に相当していた。 

  

（３）健康習慣（表5） 

8つの健康習慣のうち、悪い習慣の割合

が多かった項目は、多い順に栄養バラン

ス（少しは考える/考えない）72.4％、 

運動習慣（週1回以下）69.6％、睡眠（9

時間以上/6時間以下）59.9％、喫煙 

（吸う/やめた）51.6％であった。なお、

喫煙に関する内訳は「吸う」26.7％、

「吸っていたがやめた」24.9％であり、

調査時点での喫煙率は26.7%であった。 

栄養バランスは「少しは考える」59.9％、

「考えない」12.4％、朝食は「食べな 

い」26.3％、「時々食べる」19.8％であ

った。 

 

（４）身体症状（表6） 

 身体症状はドイツで開発された一般集

団において身体症状による負担感を図る

尺度をもとに、松平らが開発した日本語

	 	 74	 	



割は外国籍である。都心３区のひとつで、

経済や文化の中心地。一人あたりの平均

年収は1,000万円超で東京23区内中最も高

く、上場企業数が全国の自治体で最も多

い。芝地区、麻布地区、赤坂地区、高輪

地区、芝浦港南地区で構成される。港区

では在勤者を含めた地域の健康課題を特

定することが困難という課題を抱えてい

た。そのため、令和７年度は港区の地域

特性をふまえ、保健所を中心として地

域・職域連携を推進する方策を見出すこ

とを目的とした。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１）伊東市 

（１）調査対象者 
伊東市内の全宿泊施設325ケ所で働く人

を対象とした。令和3年度経済センサスの

情報をもとに、対象者数は3,772人と推定

した。 

 

（２）調査方法 

  本研究はSurvey Monkey社の提供する

Web調査作成ツールを用いて実施した。

2025年10月2日に、各宿泊施設の施設長宛

に、本研究への協力依頼書および各施設

の従業員数相当分の研究案内チラシを郵

送した。案内チラシには、本調査の説明

文書および研究協力同意欄が閲覧可能な

URLとQRコードを記載し、そこにアクセス

した閲覧者が研究同意欄にチェックする

とWeb調査項目が表示される仕様とした。

施設長宛てに1回のリマインドを行い、12

月10日に回収打ち切りとした。 

  回収したデータはExcel形式にてダウン

ロードし、データを数値に変換して分析

用データベースを作成した。 

 

（３） 調査項目  

 宿泊業従事者の健康課題に関する文献

レビューを行い（資料１）、その結果を

参考に以下の項目を設定した。 

① 基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保） 

② 労働属性（勤続年数、職位、1週間の

労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の有

無、勤務形態、担当業務、兼業の有

無、前職の仕事） 

③ 職場の属性(施設種類、施設規模、喫

煙環境、就業中の喫煙可否、健康や

安全の相談窓口の有無、所在地域） 

④ 健康指標（蓄積疲労度チェックリス

ト 2）、身体症状スケール:SSS-83）、1

年以内の転倒歴) 

⑤ 生活習慣（森本の 8 つの生活習慣項

目: HPI)4） 

⑥ 健診/受療行動 (1 年以内の健診受診

の有無、がん健診受診の有無、健診

の未受診理由、通院状況） 

⑦ 健康経営指標（プレゼンティズム、

アブセンティズム） 

⑧ 職場や行政への健康づくりへの取組

みに関する自由意見 

 

（４）分析方法 

基本属性、労働属性の各項目について

度数分布および記述統計を行った。 

経営および健康に関する主要な6つの評価

項目について、記述統計を行った。また、

蓄積疲労度の「自覚症状」および「勤務

の状況」の平均値から、蓄積疲労度を判

定した。 

生活習慣は森本の手法にならい、運動

は、週 2 回以上(1 点)、週 1 回以下(0 

点)、飲酒は、飲まない/時々飲む(1 

点)、ほぼ毎日飲む(0 点)、喫煙は、吸わ

ない(1 点)、吸う/やめた(0 点)、睡眠 

は、7-8 時間(1 点)、9 時間以上/6 時間以

下(0 点)、栄養バランスは、考える(1 

点)、少しは考える/考えない(0 点)、朝 

食は、毎日食べる(1 点)、食べない/時々

食べる(0 点)、労働時間は９時間以下(1

点)、10 時間以上(0 点)、ストレスは普通

（1 点）、多い/少ない(0 点)に変換した

上で、8 項目の点数を加算して生活習慣 

指数（Health Practice Index：HPI）を

算出した。 

身体症状（SSS-8）は8つの項目別の記

述統計を実施後、総得点を算出した。 

さらに経営および健康評価項目間の相関

係数を求めた（Spearmanの順位確率相関

係数）。 

健康行動と職場の喫煙環境の5項目につい

て、記述統計を行った。 

伊東市の宿泊施設は中小規模が多いた

め、本調査では旅館業法の分類を参考に

施設の種類を問わず、客室数10室未満を

小規模施設、10室以上75室未満を中規模

施設、75室以上を大規模施設と定義して3

群に分けた。基本属性、労働属性、健康

指標の3群比較を実施した（カイ二乗検

定）。 

 

（５）倫理的配慮 

   本研究は浜松医科大学生命科学・医学

系研究倫理委員会の承認を得て実施した

（承認番号25-128）。また、本調査への

協力は任意であり、調査の成果について

個人名や宿泊施設名は匿名で回答者全体

の集計・分析結果のみ公表することを説

明文書に記載した。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業

委託先（港区医師会）との協議 

 3回の対面会議を実施した。また、途中

の電話やメールのやりとりにて、現状の

確認と研究班からの情報提供を適宜行い、

今後の方向性について協議を重ねた。対

面会議は、以下の3回実施した。 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

① 2025年７月16日（港区医師会） 

② 2026年1月16日（みなと保健所） 

 

（２）令和6年度労働者調査の分析 

第1回目の対面会議にて、令和6年度より

地域・職域連携推進の取組みを始め、区

内50人未満の事業所の労働者10,000人を

対象に健康調査を実施したことを把握し

た。調査項目や調査方式は、委託した調

査業者が企画実施しており、その結果の

利活用を模索している状態であった。そ

こで研究班が調査データの2次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討するこ

とで合意した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果  (詳細は資料２を参照) 

１）伊東市 

 Web調査への回答者は248名であった。そ

のうち基本属性や労働属性および経営や

健康指標6項目に欠損のあった31名を除外

し、最終的に217名を解析対象とした(有

効回答率5.75%)。 

 

（１）対象者の基本属性、労働属性（表

1,2,3） 

平均年齢は51.0±13.6歳、男性がやや

多かった（55.3%）。最終学歴は高卒まで

が最も多く（45.2%）、独居は72.4%、暮

らし向きは普通が最も多かった（41.9%）

が、やや苦しい/苦しい（44.3%）の方が

やや余裕/とても余裕（13.8%）より多か

った。勤務している施設は、ホテル

（51.2%）、旅館(18.9%)、民宿(14.3％)

と規模が大きいほど多かった。勤務施設

の客室数は、10室以下が29.9％、10～21

室（17.5％）22～50室（13.4％）、51～

74室(15.2%)、75室以上（24.0%）であっ

た。勤続年数は5年以上が66.8%と最も多

く、役職は管理職（22.1%）、経営者

（16.1%）であった。最近1ケ月の勤務形

態は多いものから順に日中勤務（41.0%）、

遅番（27.6%）、早番（26.7%）、主な業

務ではフロント・受付（53.5%）、食事の

提供・接客（30.4%）、予約・広報・販売

促進（24.9%）であり、朝晩の食事時間と

顧客対応に業務が集中する非定型的な勤

務が多かった。 

 

（２）主要な評価項目（表4） 

経営指標であるプレゼンティズムの平

均値は19.72、アブセンティズムは0.73で

あった。健康指標のうち疲労蓄積度の勤

務状況の平均値は7.61、自覚症状は10.06

であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲

労蓄積度は高い）に相当していた。 

  

（３）健康習慣（表5） 

8つの健康習慣のうち、悪い習慣の割合

が多かった項目は、多い順に栄養バラン

ス（少しは考える/考えない）72.4％、 

運動習慣（週1回以下）69.6％、睡眠（9

時間以上/6時間以下）59.9％、喫煙 

（吸う/やめた）51.6％であった。なお、

喫煙に関する内訳は「吸う」26.7％、

「吸っていたがやめた」24.9％であり、

調査時点での喫煙率は26.7%であった。 

栄養バランスは「少しは考える」59.9％、

「考えない」12.4％、朝食は「食べな 

い」26.3％、「時々食べる」19.8％であ

った。 

 

（４）身体症状（表6） 

 身体症状はドイツで開発された一般集

団において身体症状による負担感を図る

尺度をもとに、松平らが開発した日本語
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版Somatic Symptom Scale-8(SSS-8)を用

いて評価した。8項目のうち平均値が最も

低かったのが「めまい」0.40点、最も高

かったのは「腰背部痛」1.45点であっ 

た。8項目の総点は7.90±5.83点であっ 

た。国際的には本尺度は32点満点を5段階

（0～3点、4～7点、8～11点、12～15点、

16～32点）で区分するカットオフ値が提

案されている。本調査の結果は4～7点の

「低い」に該当していた。 

 

（５）健康評価項目間の相関（表7） 

 疲労度（自覚症状）、疲労度（勤務状

況）、身体症状が高いほど、また健康習

慣が悪いほど、プレゼンティズムが高か

った。一方、アブセンティズムとの有意

な相関は認められなかった。また健康習

慣が悪いほど、蓄積疲労度が高く身体症

状が多かった。 

 

（６）健康行動と職場の喫煙環境（表8） 

過去1年以内の健康診断の未受診者は

19.35%であった。また、がん検診は58.8%

が未受診であった。1年以内に勤務中の転

倒を経験した者は17.05％であった。 

職場の喫煙環境について、敷地内禁煙

は19.21％、建物内禁煙が26.11％、喫煙

スペースのみ可が54.68％であった。また、

就業中の喫煙について、「自由に吸える

（41.97％）」が最も多く、次いで「休憩

中のみ吸える（33.68％）」、「吸えない

（24.35％）」であった。 

 

（７）施設規模別の基本属性、労働属

性、健康指標の比較（表9,10,11） 

基本属性は、施設規模が小さくなるほ

ど平均年齢が有意に高かったが、最終学

歴や暮らし向きに有意差はなかった。 

労働属性について、大規模施設ではホ

テル勤務が多く、小規模施設では民宿や

旅館勤務者が多いという有意差があった。

また役職は大規模や中規模施設では一般

従業員の割合が最も多いが、小規模施設

では経営者が41.5%と最も多く有意差があ

った。勤続年数は小規模施設ほど5年以上

と答えた割合が多いが、有意差はなかっ

た。 

健康指標について小規模施設では疲労

蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。経営指標や健康習慣は施設規

模による有意差はなかった。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業委

託先（港区医師会）との協議 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

健康推進課より担当職員（事務職・係

長）と担当課長、研究班より2名が参加し

た。地域・職域連携推進研究班より、こ

れまでの研究概要と、本アクションリサ

ーチの目的を説明した。みなと保健所か

らは、現状の説明がされた。 
令和6年度より地域・職域連携事業を開

始し、担当職員は事務職1名とした。具体

的な企画や事業は港区医師会に委託した。

成果として令和6年度は労働者および産業

保健職や社会保険労務士等の支援者を対

象とした健康講座を年2回開催し、計15名

の参加者があった。さらに区内中小企業

の経営者や管理者、従業員を対象とした

健康相談会を2時間×4回開催し、7件の相

談があった。また、区内の50人未満の事

業場で働く人10,000人を対象に健康調査

を実施した。医師会への委託事業や調査

結果をどのように評価して今後の事業に

展開していくか模索段階であることが明

らかになった。 
研究班からは、委託先の医師会とも本

研究の概要や目的を共有し、今後の方向

性の決定を支援したいこと、令和6年度の

調査データについて深堀り分析を担当し

たいことを提案して合意を得た。 
② 2025年７月16日（港区医師会） 

 医師会からは会長を含む理事4名と事務

局長と主任（地域さんぽコーディネータ

ー）、港区健康推進課から課長、係長を

含む職員3名、研究班より代表者および分

担班の2名が参加した。 

医師会からは地域・職域連携事業を受

託した経緯、医師会として実施している

地域保健事業、地域産業保健センターと

しての取組みが説明され、1,000社以上の

登録事業所があるが実際に連絡が取れる

のは250件程度であることが共有された。

また、商工会議所や協会けんぽとの連携

は現在のところなく、取り組みの成果を

どう評価するのかの問題提起があった。 

研究班からはプロセス評価とアウトカ

ム評価に関する提案、令和6年度調査をベ

ースラインとして、定期的に同様の調査

を実施することで長期的に評価できるこ

とを提案した。また、協会けんぽとの協

定により、働く世代の健診データを提供

してもらえる可能性について説明した。 

医師会、みなと保健所それぞれに現状

の事業を継続しながら、連携可能な機関

を検討していくこととなった。 

③ 2026年1月16日（みなと保健所） 

健康推進課より課長と成人保健担当保健

師2名、研究班から2名が参加した。 

研究班より令和７年度全国調査および特

別区を抜粋したサブ分析結果から、特別

区は地域・職域連携協議会の設置や開催

が他地域と比較して少ないこと、事務職

が担当する割合が高いこと、産業保健関

連機関や職種が多いという強みを活かし

た効果的な外部委託の方法の可能性があ

ること、健康経営の取組みとの連動、庁

内連携の重要性などを説明した。 

港区からは学会シンポジウム、研究班ワ

ークショップへの参加を通じて他自治体

の取組み事例を知ることが出来た。特に

働く人の健診データについて協会けんぽ

と連携することで入手できる可能性があ

ると知り、現在連絡を取っている。区内

の産業保健関係機関（労働基準監督署、

東京都産業保健総合支援センター等）は、

近隣機関でもあることから連携を呼びか

けることは可能である。職場に保健専門

職を派遣して健康事業を実施することは

マンパワーの面から難しいが、協議会の

設置と関係機関の招聘は事務職の得意な

分野でもあるとの意見があった。 

研究班からは地域・職域ガイドラインで

も推進するステップ1は協議会の設置であ

り、次に実務者レベルの作業部会がある

と具体的な取り組みが進めやすいことを

助言した。その結果、令和8年度に協議会

を設置・開催し、港区の地域・職域連携

推進の方策について審議し、次年度の事

業化予算化を含めて検討する方向性で合

意した。 

 

（２）令和6年度の労働者調査の分析 

 港区より調査データの提供を受けて2次

分析することについて、国立保健医療科

学院の倫理審査委員会に申請し、承諾を

得た(2026年2月)。調査内容と解析の結果

については、令和8年度に報告する。 

 

ＤＤ．．考考察察  

１）伊東市における今後の地域・職域連

携事業の方向性 

文献レビューから、中小規模が多い宿

泊業従事者を対象とした健康に関する知

見は国内にはほとんどないことが判明し

た。令和7年度に本研究班が伊東市の宿泊

施設で働く人の全数を対象とした調査結

果は、今後の支援の方向性を決める貴重

なデータとなった。 

結果として、健診受診率が低い、１年

以内の転倒率が高い、喫煙率が高く、就

業中は自由に喫煙できるなど職場環境の

受動喫煙対策が不十分、疲労蓄積が高い、

生活習慣不良者が多いという健康課題が

明らかとなった。また、施設規模別の検

討では、客室数10室未満の小規模施設で

は従業員の年齢が高く、疲労蓄積度（勤

務状況）が高く、身体症状が多かった。

一方、生産パフォーマンスや生活習慣、

疲労蓄積度（自覚症状）について施設規

模による差はなかった。 

これらの結果から、健康支援としては

第一に働く人への健診受診の徹底が必要

と考える。第二に喫煙率の高さと受動喫

煙対策の未整備への対策が必要である。

伊東市では喫煙率の高さや循環器疾患死

亡率の高さが統計上でも明らかとなって

おり、本調査からも職場における喫煙対

策の優先順位は高いと考えられた。また、

宿泊施設は利用客がいる公共の場でもあ

ることから職場全体を巻き込んだ喫煙対

策を進める必要性が示唆された。第三に

本調査では蓄積疲労の高さや好ましくな

い生活習慣の高さが際立っていた。この

背景には朝晩の食事時に勤務が集中する

という宿泊業特有の働き方が、運動時間

の不足、朝食抜き、睡眠不足など好まし

くない生活習慣に結び付きやすく、疲労

が蓄積しやすいと推察される。生活習慣

の改善を目的とした特定保健指導では、

本人の努力では変えることが難しい業界

特有の働き方を考慮して現実的な提案を

する工夫が望まれる。 
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版Somatic Symptom Scale-8(SSS-8)を用

いて評価した。8項目のうち平均値が最も

低かったのが「めまい」0.40点、最も高

かったのは「腰背部痛」1.45点であっ 
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16～32点）で区分するカットオフ値が提

案されている。本調査の結果は4～7点の

「低い」に該当していた。 

 

（５）健康評価項目間の相関（表7） 

 疲労度（自覚症状）、疲労度（勤務状

況）、身体症状が高いほど、また健康習

慣が悪いほど、プレゼンティズムが高か

った。一方、アブセンティズムとの有意

な相関は認められなかった。また健康習

慣が悪いほど、蓄積疲労度が高く身体症

状が多かった。 

 

（６）健康行動と職場の喫煙環境（表8） 

過去1年以内の健康診断の未受診者は

19.35%であった。また、がん検診は58.8%

が未受診であった。1年以内に勤務中の転

倒を経験した者は17.05％であった。 

職場の喫煙環境について、敷地内禁煙

は19.21％、建物内禁煙が26.11％、喫煙

スペースのみ可が54.68％であった。また、

就業中の喫煙について、「自由に吸える

（41.97％）」が最も多く、次いで「休憩

中のみ吸える（33.68％）」、「吸えない

（24.35％）」であった。 

 

（７）施設規模別の基本属性、労働属

性、健康指標の比較（表9,10,11） 

基本属性は、施設規模が小さくなるほ

ど平均年齢が有意に高かったが、最終学

歴や暮らし向きに有意差はなかった。 

労働属性について、大規模施設ではホ

テル勤務が多く、小規模施設では民宿や

旅館勤務者が多いという有意差があった。

また役職は大規模や中規模施設では一般

従業員の割合が最も多いが、小規模施設

では経営者が41.5%と最も多く有意差があ

った。勤続年数は小規模施設ほど5年以上

と答えた割合が多いが、有意差はなかっ

た。 

健康指標について小規模施設では疲労

蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。経営指標や健康習慣は施設規

模による有意差はなかった。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業委

託先（港区医師会）との協議 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

健康推進課より担当職員（事務職・係

長）と担当課長、研究班より2名が参加し

た。地域・職域連携推進研究班より、こ

れまでの研究概要と、本アクションリサ

ーチの目的を説明した。みなと保健所か

らは、現状の説明がされた。 
令和6年度より地域・職域連携事業を開

始し、担当職員は事務職1名とした。具体

的な企画や事業は港区医師会に委託した。

成果として令和6年度は労働者および産業

保健職や社会保険労務士等の支援者を対

象とした健康講座を年2回開催し、計15名

の参加者があった。さらに区内中小企業

の経営者や管理者、従業員を対象とした

健康相談会を2時間×4回開催し、7件の相

談があった。また、区内の50人未満の事

業場で働く人10,000人を対象に健康調査

を実施した。医師会への委託事業や調査

結果をどのように評価して今後の事業に

展開していくか模索段階であることが明

らかになった。 
研究班からは、委託先の医師会とも本

研究の概要や目的を共有し、今後の方向

性の決定を支援したいこと、令和6年度の

調査データについて深堀り分析を担当し

たいことを提案して合意を得た。 
② 2025年７月16日（港区医師会） 

 医師会からは会長を含む理事4名と事務

局長と主任（地域さんぽコーディネータ

ー）、港区健康推進課から課長、係長を

含む職員3名、研究班より代表者および分

担班の2名が参加した。 

医師会からは地域・職域連携事業を受

託した経緯、医師会として実施している

地域保健事業、地域産業保健センターと

しての取組みが説明され、1,000社以上の

登録事業所があるが実際に連絡が取れる

のは250件程度であることが共有された。

また、商工会議所や協会けんぽとの連携

は現在のところなく、取り組みの成果を

どう評価するのかの問題提起があった。 

研究班からはプロセス評価とアウトカ

ム評価に関する提案、令和6年度調査をベ

ースラインとして、定期的に同様の調査

を実施することで長期的に評価できるこ

とを提案した。また、協会けんぽとの協

定により、働く世代の健診データを提供

してもらえる可能性について説明した。 

医師会、みなと保健所それぞれに現状

の事業を継続しながら、連携可能な機関

を検討していくこととなった。 

③ 2026年1月16日（みなと保健所） 

健康推進課より課長と成人保健担当保健

師2名、研究班から2名が参加した。 

研究班より令和７年度全国調査および特

別区を抜粋したサブ分析結果から、特別

区は地域・職域連携協議会の設置や開催

が他地域と比較して少ないこと、事務職

が担当する割合が高いこと、産業保健関

連機関や職種が多いという強みを活かし

た効果的な外部委託の方法の可能性があ

ること、健康経営の取組みとの連動、庁

内連携の重要性などを説明した。 

港区からは学会シンポジウム、研究班ワ

ークショップへの参加を通じて他自治体

の取組み事例を知ることが出来た。特に

働く人の健診データについて協会けんぽ

と連携することで入手できる可能性があ

ると知り、現在連絡を取っている。区内

の産業保健関係機関（労働基準監督署、

東京都産業保健総合支援センター等）は、

近隣機関でもあることから連携を呼びか

けることは可能である。職場に保健専門

職を派遣して健康事業を実施することは

マンパワーの面から難しいが、協議会の

設置と関係機関の招聘は事務職の得意な

分野でもあるとの意見があった。 

研究班からは地域・職域ガイドラインで

も推進するステップ1は協議会の設置であ

り、次に実務者レベルの作業部会がある

と具体的な取り組みが進めやすいことを

助言した。その結果、令和8年度に協議会

を設置・開催し、港区の地域・職域連携

推進の方策について審議し、次年度の事

業化予算化を含めて検討する方向性で合

意した。 

 

（２）令和6年度の労働者調査の分析 

 港区より調査データの提供を受けて2次

分析することについて、国立保健医療科

学院の倫理審査委員会に申請し、承諾を

得た(2026年2月)。調査内容と解析の結果

については、令和8年度に報告する。 

 

ＤＤ．．考考察察  

１）伊東市における今後の地域・職域連

携事業の方向性 

文献レビューから、中小規模が多い宿

泊業従事者を対象とした健康に関する知

見は国内にはほとんどないことが判明し

た。令和7年度に本研究班が伊東市の宿泊

施設で働く人の全数を対象とした調査結

果は、今後の支援の方向性を決める貴重

なデータとなった。 

結果として、健診受診率が低い、１年

以内の転倒率が高い、喫煙率が高く、就

業中は自由に喫煙できるなど職場環境の

受動喫煙対策が不十分、疲労蓄積が高い、

生活習慣不良者が多いという健康課題が

明らかとなった。また、施設規模別の検

討では、客室数10室未満の小規模施設で

は従業員の年齢が高く、疲労蓄積度（勤

務状況）が高く、身体症状が多かった。

一方、生産パフォーマンスや生活習慣、

疲労蓄積度（自覚症状）について施設規

模による差はなかった。 

これらの結果から、健康支援としては

第一に働く人への健診受診の徹底が必要

と考える。第二に喫煙率の高さと受動喫

煙対策の未整備への対策が必要である。

伊東市では喫煙率の高さや循環器疾患死

亡率の高さが統計上でも明らかとなって

おり、本調査からも職場における喫煙対

策の優先順位は高いと考えられた。また、

宿泊施設は利用客がいる公共の場でもあ

ることから職場全体を巻き込んだ喫煙対

策を進める必要性が示唆された。第三に

本調査では蓄積疲労の高さや好ましくな

い生活習慣の高さが際立っていた。この

背景には朝晩の食事時に勤務が集中する

という宿泊業特有の働き方が、運動時間

の不足、朝食抜き、睡眠不足など好まし

くない生活習慣に結び付きやすく、疲労

が蓄積しやすいと推察される。生活習慣

の改善を目的とした特定保健指導では、

本人の努力では変えることが難しい業界

特有の働き方を考慮して現実的な提案を

する工夫が望まれる。 
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また、1年以内に勤務中の転倒を経験し

た者は17.05％であり、平成22年に60歳以

上の高齢者を対象とした調査で報告され

た転倒率（9.5%）５）よりも高かった。労

働者の高齢化に伴い、労働災害防止の視

点で転倒予防活動の推進が求められてい

る。宿泊業従事者に対しては、生活習慣

などの健康づくり支援だけでなく、労働

行政とも連携して職場内の転倒予防対策、

特に従業員の年齢が高い小規模施設にお

いて推進することが必要である。 

 蓄積疲労が高いことや健康習慣が不良

であるほど、プレゼンティズムも高いと

いう有意な相関があった。この結果は、

従業員の生活習慣の改善や疲労の低減策

は最終的に従業員が良いパフォーマンス

で働くことに繋がるとの経営的なメリッ

トを、経営者にエビデンスとして提示で

きると考えられる。 

 

２）東京都港区における今後の地域・職

域連携事業の方向性 

 昼間人口が夜間人口よりはるかに多く、

在勤者は多種多様な健康保険に加入して

いるため、在勤者を含めた健診データの

集約が難しく、区の健康課題の特定が困

難というのが一番の課題であった。その

中で、地域産業保健センターの機能を持

つ区医師会に地域・職域連携事業を委託

して保健専門職のマンパワー不足という

保健所の課題を解決していた。 

 協議を重ねる中で、区内には多くの保

険者や労働衛生機関もあり健診データの

集約や連携する「職域」の定義が、地方

都市と比較して難しいことが明らかとな

った。しかし、協議を進める中で地域・

職域連携に関する他自治体事例を紹介し

たり、区の担当者が積極的に学会やワー

クショップに参加することで、これらの

課題が整理されていった。これまで本研

究班では、地方都市を中心として市町や

保健所等の公的機関が事業場に直接的な

健康支援を行う事例を紹介してきた。し

かし、港区においては様々な関係機関の

プラットフォームを作る、という目的を

定め、令和8年度に地域・職域連携協議会

を設置する方向性が示された。都心には

大手企業、労働衛生機関、健康保険組合

等に所属する産業保健専門職、あるいは

開業している産業医や産業保健師も存在

する。令和8年度は、設置された協議会で

これら特別区の実情に合わせ、社会資源

をどのように連携させて地域・職域連携

を推進していくか具体的な方策を審議す

る予定である。都心の特別区や関西、中

京の大都市圏域の自治体は港区と同様の

課題を抱えている。港区でのモデル事業

はこれら大都市の自治体の参考になるこ

とが期待される。 

 

３）研究班による伴走支援の中間評価  

 伊東市は2025年2月から、東京都港区は

2025年6月からモデル事業として研究班の

伴走支援を開始した。 

2026年2月の時点で、伊東市では主力産

業である宿泊業で働く人の健康課題を明

らかにすることが出来た。これまで伊東

市では国保加入者への特定保健指導など

個人を対象としたアプローチを行ってき

たが、調査結果から宿泊業界団体や経営

者へアプローチする糸口が作れたこと、

次年度以降の健康支援のテーマが明確に

なったと評価している。今後、事業場レ

ベルの支援への展開、また二次医療圏の

保健所が隣接する熱海市への波及効果を

支援できるように伴走していきたい。 

東京都港区は大都市部の特性から、周

囲の特別区と同様に地域・職域連携協議

会が設置されていなかった。研究班の伴

走支援により、地域特性をふまえた上で

実施可能なことや地域・職域連携の意義

が整理され、協議会設置（ガイドライン

のレベル１）への道筋が見えた。今後は

協議会が立ち上がり地域の中小事業場で

働く人の健康支援に機能的に繋がるよう

に、区内データを整理する支援や会議の

活性化に向けて伴走する予定である。 

 

ＥＥ．．結結論論  

  地方の温泉観光都市および都心の政

治・経済の中心である特別区の2自治体に

おいて、自治体が地域・職域連携を推進

するための伴走支援を行った。業界特有

の健康課題の明確化を目的とした調査の

実施、保健所内担当者を中心として事業

委託先を含めて情報提供や助言を行うこ

とで、自治体における地域・職域連携推

進の取組みを一歩進めることができた。 
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【資料１】  宿泊業従事者の健康に関する文献レビュー（学会発表資料） 
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【資料１】  宿泊業従事者の健康に関する文献レビュー（学会発表資料） 
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【資料２】  伊東市調査結果  

 

 

 

 

表１ 基本属性 表2 労働属性 n=217
n (%)

年齢 51 (13.6) 勤務施設種別  
性別 ホテル 111 (51.2)

男性 120 (55.3) 旅館 41 (18.9)
⼥性 97 (44.7) ⺠宿 31 (14.3)

最終学歴 ペンション 5 (2.3)
中学⼜は⾼校 98 (45.2) 貸別荘 17 (7.8)

専⾨学校⼜は短⼤ 62 (28.6) 保養所 8 (3.7)
⼤学 54 (24.9) ゲストハウス 2 (0.9)

⼤学院 3 (1.4) その他 2 (0.9)
同居家族（複数回答） 勤務施設客室数 

⼀⼈暮らし 60 (27.6) １〜３室 2 (0.9)
配偶者等 122 (56.2) ４〜９室 63 (29.0)

⼦ども 42 (19.4) １０〜２１室 38 (17.5)
その他 38 (17.5) ２２〜５０室 29 (13.4)

暮らし向き ５１〜７４室 33 (15.2)
とても余裕 5 (2.3) ７５室以上 52 (24.0)

やや余裕 25 (11.5) 勤続年数  
普通 91 (41.9) 6か⽉未満 15 (6.9)

やや苦しい 67 (30.9) 1年未満 8 (3.7)
とても苦しい 29 (13.4) 3年未満 29 (13.4)

居住地 5年未満 20 (9.2)
市内 184 (84.8) 5年以上 145 (66.8)
市外 29 (13.4) 役職区分  

⼀般従業員 126 (58.1)
管理職 48 (22.1)
経営者 35 (16.1)

経営者の家族 8 (3.7)
⼀般従業員種別 

正社員 77 (61.1)
バイトパート 32 (25.4)

その他 13 (10.3)
無回答 4 (3.2)

n (%) mean (SD)
n=217

 

 

表3 労働属性（勤務形態/主な業務） n=217
n (%)

最近1ケ⽉の勤務形態（上位３つ）  
早番（早朝から） 58 (26.7)
遅番（午後から） 60 (27.6)

夜勤（夜通し） 16 (7.4)
⽇中勤務 89 (41.0)

中抜け勤務 45 (20.7)
⾃営業/経営者 44 (20.3)

その他 11 (5.1)
最近1ケ⽉の主な業務（上位３つ）  

フロント・受付 116 (53.5)
客室準備・清掃 52 (24.0)

⾷事の提供・接客 66 (30.4)
調理 41 (18.9)

予約・広報・販売促進 54 (24.9)
施設の維持管理 34 (15.7)
経営・運営全般 50 (23.0)

その他 13 (6.0)

表4 主要な評価項⽬
 Mean     SD Min Max Median IQR
プレゼンティズム 19.72 16.74 0 95 20 26.5
アブセンティズム 0.73 3.37 0 28 0 0
疲労蓄積度(勤務状況) 7.61 6.76 0 29 6 9
疲労蓄積度(⾃覚症状) 10.06 7.70 1 39 8 9
SSS-8(⾝体症状) 7.91 5.86 0 29 7 7
8つの健康習慣 3.52 1.65 0 8 3 2
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【資料２】  伊東市調査結果  
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表6 ⾝体症状スケール（sss−8）項⽬別得点 n=217
 Mean     SD Min Max Median IQR
1. 胃腸の不調 0.98 1.04 0 4 1 2
2. 腰背部痛 1.45 1.32 0 4 1 2
3. 腕・脚・関節痛 1.24 1.29 0 4 1 2
4. 頭痛 0.80 1.03 0 4 0 1
5. 胸部痛、息切れ 0.43 0.80 0 4 0 1
6. めまい 0.40 0.75 0 3 0 1
7. 疲労感・元気がない 1.47 1.16 0 4 1 1
8. 睡眠障害 1.13 1.24 0 4 1 2
総得点（sss-8） 7.90 5.83 0 29 7 7

1 2 3 4 5

1.　プレゼンティズム

2.　アブセンティズム .053

3.　疲労度（自覚症状） .333 ** -.029

4.　疲労度（勤務状況） .275 ** -.125 .651**

5.　健康習慣（HPI） -.136 * .015 -.384** -.313**

6.　身体症状(SSS－8） .230 ** -.027 .753** .603** -.393**

Spearmanの順位相関係数, **：p<0.01, *：p<0.05

表７　健康評価項目間の相関

 

 

 

 

表8 健康⾏動と職場の喫煙環境
n %

健康診断受診状況 受診した 175 80.65
受診していない 42 19.35

がん検診受診状況 受診した 89 41.20
受診していない 127 58.80

勤務中の転倒歴 転倒していない 180 82.95
転倒した 37 17.05

勤務施設の喫煙環境 敷地内禁煙 39 19.21
建物内禁煙 53 26.11
喫煙スペースのみ可 111 54.68

就業中の喫煙可否 吸えない 47 24.35
休憩中のみ吸える 65 33.68
⾃由に吸える 81 41.97

表9 施設規模別の基本属性⽐較

p値

年齢 55.0 ±12.8 49.3 ±13.5 47.6 ±13.4 0.005

性別 0.897

男性 35 (53.8) 57 (57.0) 28 (53.8)
⼥性 30 (46.2) 43 (43.0) 24 (46.2)

最終学歴 0.269

中学⼜は⾼校 25 (38.5) 43 (43.0) 30 (57.7)
専⾨学校⼜は短⼤ 17 (26.2) 33 (33.0) 12 (23.1)

⼤学 22 (33.8) 23 (23.0) 9 (17.3)
⼤学院 1 (1.5) 1 (1.0) 1 (1.9)

同居家族（複数回答）

⼀⼈暮らし 12 (18.5) 23 (23.0) 25 (48.1)
配偶者等 48 (73.8) 54 (54.0) 20 (38.5)
⼦ども 7 (10.8) 22 (22.0) 13 (25)
その他 8 (13.8) 21 (21.0) 8 (15.4)

暮らし向き 0.728

とても余裕 2 (3.1) 3 (3.0) 0 (0)
やや余裕 7 (10.8) 13 (13.0) 5 (9.6)

普通 22 (33.8) 45 (45.0) 24 (46.2)
やや苦しい 23 (35.4) 27 (27.0) 17 (32.7)

とても苦しい 11 (16.9) 12 (12.0) 6 (11.5)
居住地 0.117

市内 60 (92.3) 81 (81.0) 43 (82.7)
市外 4 (6.2) 17 (17.0) 8 (15.4)

χ２検定

中規模施設  n=100 大規模施設  n=52小規模施設  n=65

n(%) mean±SD n(%) mean±SD n(%) mean±SD
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表10 施設規模別、労働属性の⽐較

n (%) n (%) n (%) ｐ値
勤務施設種別 ＜.0001

ホテル 9 (13.8) 57 (57.0) 45 (86.5)
旅館 15 (23.1) 21 (21.0) 5 (9.6)
⺠宿 30 (46.2) 1 (1.0) 0

ペンション 5 (7.7) 0 0
貸別荘 4 (6.2) 12 (12.0) 1 (1.9)
保養所 0 (0) 7 (7.0) 1 (1.9)

ゲストハウス 1 (1.5) 1 (1.0) 0
その他 1 (1.5) 1 (1.0) 0

勤続年数 0.314

6か⽉未満 3 (4.6) 6 (6.0) 6 (11.5)
1年未満 2 (3.1) 3 (3.0) 3 (5.8)
3年未満 4 (6.2) 18 (18.0) 7 (13.5)
5年未満 5 (7.7) 10 (10.0) 5 (9.6)
5年以上 51 (78.5) 63 (63.0) 31 (59.6)

役職区分 ＜.0001
⼀般従業員 22 (33.8) 65 (65.0) 39 (75)

管理職 9 (13.8) 26 (26.0) 13 (25)
経営者 27 (41.5) 8 (8.0) 0

経営者の家族 7 (10.8) 1 (1.0) 0
⼀般従業員種別 0.918

正社員 12 (54.5) 40 (61.5) 25 (64.1)
バイトパート 6 (27.3) 15 (23.1) 11 (28.2)

その他 3 (13.6) 7 (10.8) 3 (7.7)
無回答 1 (4.6) 3 (4.6) 0

χ２検定

⼩規模施設 中規模施設  ⼤規模施設
n=65 n=100 n=52

表11 施設規模別、健康指標の⽐較
Mean     SD Min Max Median IQR ｐ値

プレゼンティズム 0.109
⼩規模 23.4 18.4 0 95 20 15
中規模 18.3 16.3 0 73 18.5 24.8
⼤規模 17.8 14.8 0 50 20 29.3

アブセンティズム 0.997
⼩規模 0.7 3.6 0 28 0 0
中規模 0.8 3.5 0 28 0 0
⼤規模 0.7 2.7 0 18 0 0

疲労蓄積度(勤務状況) 0.018
⼩規模 9.6 7.4 0 29 8 10
中規模 6.9 6.2 0 26 6 8
⼤規模 6.6 6.6 0 25 4.5 9

疲労蓄積度(⾃覚症状) 0.176
⼩規模 11.5 8.1 1 36 9 10
中規模 9.3 7.8 1 39 7 7
⼤規模 9.6 6.7 2 35 8 10

SSS-8(⾝体症状) 0.001
⼩規模 10.2 7.0 0 29 9 9
中規模 6.9 5.1 0 27 6 6
⼤規模 7.0 4.9 0 19 6 7.8

8つの健康習慣(HPI) 0.846
⼩規模 3.4 1.9 0 8 3 3
中規模 3.6 1.6 0 7 3.5 2
⼤規模 3.5 1.4 0 6 4 1

χ２検定

厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

「「健健康康寿寿命命延延伸伸ににつつななががるる地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 市区町村を中心とした地域・職域連携の在り方に関する研究：市町村

における健康づくり推進事業所認定事業の活性化に向けた検討と実践 

 

 
研究分担者 尾﨑伊都子 所属 名古屋市立大学大学院看護学研究科 

研究協力者 大比叡和子 
宮田瑠里子 
雑子侑里 

所属 椙山女学園大学看護学部看護学科 
鈴鹿医療科学大学看護学部看護学科 
名古屋市立大学大学院看護学研究科 

 

 

 

ＡＡ．．研研究究目目的的  

「地域・職域連携推進ガイドライン」

（2019，厚生労働省）に基づき、都道府県

と二次医療圏において地域・職域連携推進

協議会が設置され、働く世代の健康課題解

決に向けた事業が進められている。二次医

療圏の地域・職域連携推進協議会を運営す

る保健所は、管内の市町村と連携し、それ

ぞれの市町村の健康課題に応じた地域・職

域連携事業を展開していくことが求められ

る。その中でも市町村は、事業所の現状や

働く世代の健康課題を把握しやすい立場に

あることから、保健所と連携を図りつつ、

地域特性や事業所のニーズに即した市町村

独自の保健サービスを提供することが期待

される。 

令和６年から開始した健康日本21（第３

次）では、誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備として、健康経営に取

り組む事業所の増加が目標のひとつとして

挙げられている。事業所が従業員の健康づ

くりに取り組むことは、従業員の健康向上

だけでなく、会社のイメージアップや人材

採用での効果が期待できる。しかし、中小

企業では、予算やマンパワー、時間がない

等の様々な課題により、健康づくりへの取

研究要旨 

 本研究では、愛知県犬山市および蒲郡市をモデル自治体とし、地域・職域連携推進

事業のプロセスを記述し、市の事業や関係機関との連携体制、事業場への関わり等の

変化を明らかにした。取り組みのテーマは、健康づくりを推進する事業所の認定事業

を契機とした地域・職域連携推進方策を検討することである。両市とも、認定事業所

からの報告書の提出率が低いことや、市の保健事業の利用が十分でないこと等の課題

があった。犬山市では、実施報告書の様式改訂等による事業運営の改善、および事業

所における健康づくりの取組実態を把握するためのインタビュー調査等を実施した。

その結果、実施報告書の提出率の向上や、調査結果を踏まえた次年度計画の具体的な

検討等の成果がみられた。蒲郡市では、事業所の健康づくりの取組実態を把握するた

めのアンケート調査を計画・実施した。既存資料の再整理・再分析と部署内での検討

を通して調査目的を明確化し、目的に沿った調査票の作成と対象の選定を行うことが

できた。事業は継続中であり、最終評価は次年度に実施予定であるが、これまでの両

市の実施プロセスの分析から、地域・職域連携推進事業を効果的かつ効率的に展開す

るためには、①問題意識に沿った既存資料の活用・分析、②健康課題を把握するため

の調査計画の十分な検討、③PDCAサイクルに基づく継続的な事業改善、④管理職との

共通認識の形成および部署内連携体制の確保、⑤保健所の資源を活用しパートナーと

して連携を図る体制の構築が重要であることが示唆された。これらのことから、既存

資源を有効に活用しながら組織内外の連携体制を整備することが、市町村における地

域・職域連携推進事業の効果的な展開につながると考えられる。 
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表10 施設規模別、労働属性の⽐較

n (%) n (%) n (%) ｐ値
勤務施設種別 ＜.0001

ホテル 9 (13.8) 57 (57.0) 45 (86.5)
旅館 15 (23.1) 21 (21.0) 5 (9.6)
⺠宿 30 (46.2) 1 (1.0) 0

ペンション 5 (7.7) 0 0
貸別荘 4 (6.2) 12 (12.0) 1 (1.9)
保養所 0 (0) 7 (7.0) 1 (1.9)

ゲストハウス 1 (1.5) 1 (1.0) 0
その他 1 (1.5) 1 (1.0) 0

勤続年数 0.314

6か⽉未満 3 (4.6) 6 (6.0) 6 (11.5)
1年未満 2 (3.1) 3 (3.0) 3 (5.8)
3年未満 4 (6.2) 18 (18.0) 7 (13.5)
5年未満 5 (7.7) 10 (10.0) 5 (9.6)
5年以上 51 (78.5) 63 (63.0) 31 (59.6)

役職区分 ＜.0001
⼀般従業員 22 (33.8) 65 (65.0) 39 (75)

管理職 9 (13.8) 26 (26.0) 13 (25)
経営者 27 (41.5) 8 (8.0) 0

経営者の家族 7 (10.8) 1 (1.0) 0
⼀般従業員種別 0.918

正社員 12 (54.5) 40 (61.5) 25 (64.1)
バイトパート 6 (27.3) 15 (23.1) 11 (28.2)

その他 3 (13.6) 7 (10.8) 3 (7.7)
無回答 1 (4.6) 3 (4.6) 0

χ２検定

⼩規模施設 中規模施設  ⼤規模施設
n=65 n=100 n=52

表11 施設規模別、健康指標の⽐較
Mean     SD Min Max Median IQR ｐ値

プレゼンティズム 0.109
⼩規模 23.4 18.4 0 95 20 15
中規模 18.3 16.3 0 73 18.5 24.8
⼤規模 17.8 14.8 0 50 20 29.3

アブセンティズム 0.997
⼩規模 0.7 3.6 0 28 0 0
中規模 0.8 3.5 0 28 0 0
⼤規模 0.7 2.7 0 18 0 0

疲労蓄積度(勤務状況) 0.018
⼩規模 9.6 7.4 0 29 8 10
中規模 6.9 6.2 0 26 6 8
⼤規模 6.6 6.6 0 25 4.5 9

疲労蓄積度(⾃覚症状) 0.176
⼩規模 11.5 8.1 1 36 9 10
中規模 9.3 7.8 1 39 7 7
⼤規模 9.6 6.7 2 35 8 10

SSS-8(⾝体症状) 0.001
⼩規模 10.2 7.0 0 29 9 9
中規模 6.9 5.1 0 27 6 6
⼤規模 7.0 4.9 0 19 6 7.8

8つの健康習慣(HPI) 0.846
⼩規模 3.4 1.9 0 8 3 3
中規模 3.6 1.6 0 7 3.5 2
⼤規模 3.5 1.4 0 6 4 1

χ２検定
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ＡＡ．．研研究究目目的的  

「地域・職域連携推進ガイドライン」

（2019，厚生労働省）に基づき、都道府県

と二次医療圏において地域・職域連携推進

協議会が設置され、働く世代の健康課題解

決に向けた事業が進められている。二次医

療圏の地域・職域連携推進協議会を運営す

る保健所は、管内の市町村と連携し、それ

ぞれの市町村の健康課題に応じた地域・職

域連携事業を展開していくことが求められ

る。その中でも市町村は、事業所の現状や

働く世代の健康課題を把握しやすい立場に

あることから、保健所と連携を図りつつ、

地域特性や事業所のニーズに即した市町村

独自の保健サービスを提供することが期待

される。 

令和６年から開始した健康日本21（第３

次）では、誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備として、健康経営に取

り組む事業所の増加が目標のひとつとして

挙げられている。事業所が従業員の健康づ

くりに取り組むことは、従業員の健康向上

だけでなく、会社のイメージアップや人材

採用での効果が期待できる。しかし、中小

企業では、予算やマンパワー、時間がない

等の様々な課題により、健康づくりへの取

研究要旨 

 本研究では、愛知県犬山市および蒲郡市をモデル自治体とし、地域・職域連携推進
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所における健康づくりの取組実態を把握するためのインタビュー調査等を実施した。

その結果、実施報告書の提出率の向上や、調査結果を踏まえた次年度計画の具体的な

検討等の成果がみられた。蒲郡市では、事業所の健康づくりの取組実態を把握するた

めのアンケート調査を計画・実施した。既存資料の再整理・再分析と部署内での検討

を通して調査目的を明確化し、目的に沿った調査票の作成と対象の選定を行うことが

できた。事業は継続中であり、最終評価は次年度に実施予定であるが、これまでの両

市の実施プロセスの分析から、地域・職域連携推進事業を効果的かつ効率的に展開す

るためには、①問題意識に沿った既存資料の活用・分析、②健康課題を把握するため

の調査計画の十分な検討、③PDCAサイクルに基づく継続的な事業改善、④管理職との

共通認識の形成および部署内連携体制の確保、⑤保健所の資源を活用しパートナーと

して連携を図る体制の構築が重要であることが示唆された。これらのことから、既存

資源を有効に活用しながら組織内外の連携体制を整備することが、市町村における地
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り組みが困難な状況が生じやすい。そのよ

うな中、市町村が独自で、または市町村と

保険者が連携して、事業所に様々な健康づ

くりメニューを提供し、健康づくりに取り

組む事業所として認定する事業が広がって

いる（以下、認定事業）。単独では健康づ

くりが難しい中小企業が、身近な地域でサ

ポートを受け、健康づくりの機会を増やす

ことができる事業として期待される。 

本研究班では都道府県や二次医療圏の地

域・職域連携事業や協議会開催状況につい

て継続的に調査を実施してきており、令和6

年度には市町村の地域・職域連携事業の実

態調査を実施したが、市町村を中心とした

地域・職域連携に関する研究報告は少ない

のが現状である1）。また、市町村における

認定事業の効果的な展開方法を明らかにし

た研究は見当たらない。そこで、研究班で

は、モデル市区町村を設定し、データや知

見提供等の伴走支援と効果評価を行い、市

区町村単位での地域・職域連携推進の方策

を検討することとした。 

本研究では、アクションリサーチの手法

を用いて、市町村における地域・職域連携

推進事業のプロセスを記述し、市町村の事

業、市町村と関係機関との連携体制、事業

場への関わり等の変化を明らかにすること

を目的とする。特に、市町村における健康

づくりを推進する事業所の認定事業に着目

し、これを契機とした地域・職域連携推進

の方策を検討した。 

研究デザインは、組織や社会の課題解決

に向けて、行政・関係機関・住民・研究者

が協働して解決しようとするアクションリ

サーチである。アクションリサーチでは、

課題の発見、目標の設定、解決策の立案、

実行、効果評価というすべてのプロセスに

おいて、現場の人々と研究者がともに研究

に参加する。仮説検証型の介入研究では、

研究終了後に継続可能性が低いことが課題

であるが、アクションリサーチでは現場の

人とともに研究活動を進めるため、成果物

が現実的で継続可能性が高いことが特徴で

ある。また、その成果を他の自治体に応用

しやすいことも特徴である。本研究では、

自治体の地域・職域連携担当者の視点や問

題解決力を重視することで対象地域そのも

のに変化をもたらし、事業の継続性を高め

ることができると考え、アクションリサー

チの手法を用いることとした。 

 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１１．．参参加加自自治治体体とと選選定定方方法法  

参加自治体は、愛知県の犬山市および蒲

郡市とした。参加自治体の選定方法は、令

和6年度に研究班が市区町村を対象に行った

地域・職域連携推進の取り組み状況に関す

るアンケート結果に基づき行った。愛知県

では35市町村からアンケート調査の回答が

得られ、地域・職域連携推進モデルの参加

を「希望する」「検討してもよい」と回答

した6市町のうち、人口規模や産業構造が平

均的であり、モデル実施による取り組みの

成果を他の自治体に広く適用しやすいと考

えられる自治体を選定した。 

 

２２．．自自治治体体のの概概要要  

犬山市は、愛知県の最北端に位置してお

り、令和７年４月時点の人口は71,067人、

老年人口は21,100人（29.7％）である（表

1）。産業構造は、第三次産業が64.1％と最

も多く、第二次産業が34.7％、第一次産業

が1.2％となっている。地域・職域連携推進

の体制として、担当者は保健師1名で、他の

業務と兼務している（表2）。地域・職域連

携事業は健康増進計画等に位置づけられて

おり、働く世代の健康課題を検討する会議

体がある。 

蒲郡市は、渥美半島と知多半島に囲われ

た海辺にあり、令和７年４月時点の人口は

77,159人、老年人口は23,358人（30.3％）

である（表１）。産業構造は、第三次産業

が57.2％と最も多く、第二次産業が38.7％、

第一次産業が4.1％となっている。地域・職

域連携推進の体制として、担当者は保健師2

名で、他の業務と兼務している（表２）。

庁内連携部署としては商工労働部門がある。

地域・職域連携事業は健康増進計画等に位

置づけられており、働く世代の健康課題を

検討する会議体を設置している。 

 

３３．．アアククシショョンンのの方方法法  

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が

協働して、働く世代の健康課題や地域・職

域連携に関する事業の課題などの現状把

握・分析に基づき、目指すべき方向性と方

策（アクション）を見出し、実践、評価の

一連のサイクルに取り組むこととした。実

施スケジュールを以下に示す。 

・令和7年3月～12月；各市、保健所、研

究班等の関係者が一緒に、地域特性や

ライフコースアプローチの視点を踏ま

えた地域・職域連携推進のテーマを検

討する。 

・令和7年7月～令和8年10月；市を中心 

に、保健所、関係機関、研究班が協働

して、健康課題の明確化とそれに基づ

く地域・職域連携推進のための取り組

みを検討し展開する。取り組みとし 

て、既存資料・既存データの収集・整

理・分析、企業等に対する調査の計

画・実施・分析、会議や検討会の開 

催、関係機関とのネットワーク構築と

連携強化、啓発や健康教育など企業や

働く世代を対象とした保健事業等を想

定する。 

・令和8年10月～令和9年2月；アクション

の効果評価を行う。 

 なお、本報告では、令和8年2月末までの

経過を報告する。 

 

４４．．デデーータタ収収集集方方法法  

研究者は、会議や打ち合わせ、調査等に

参加し、これまでの研究班の知見や学術的

情報を提供するとともに、市や保健所の関

係者の実践から学ぶ相互的協働の立場とし

て関わった。データは、会議や打ち合わせ、

保健事業などの活動場面における参与観察、

面接調査により収集した。事業目的の達成

に向けて、段階的な目標を立て実践して評

価し、結果から次の計画修正へ至る継続的

な取り組みのプロセスと、その中で生じる

関係者の意識・行動の変化や組織の変化に

着目してデータ収集を行った。参与観察は

会議や検討会、企業や働く世代を対象とし

た事業等において研究者が行い、参加者の

発言内容や様子等をフィールドノートに記

録した。 

 

５５．．分分析析方方法法  

会議や打ち合わせの議事録、参与観察の

フィールドノートに基づき、アクションの

内容を整理してプロセス表を作成した。ア

クションの内容を、アクションリサーチの

過程ごとに（目的の設定、現状の把握、現

状の分析、実践の計画、実践、実践の評価、

次のサイクルに移行）に整理し、市の業務

や事業、関係機関との連携体制、事業場へ

の関わり等に、どのような変化が生じたか

を、プロセス評価・アウトプット評価・ア

ウトカム評価の観点から検討した。 

 

６６．．倫倫理理的的配配慮慮  

各市と関係機関である保健所には、研究

協力の依頼時に、研究の主旨および概要、

研究参加の任意性、研究結果の報告や公表

以前の同意撤回の保証、個人情報の非開示

について文書により説明し許可を得た。本

研究は名古屋市立大学大学院看護学研究科

研究倫理委員会の承認を得て実施した（承

認番号：24061-3）。 

各市において、アクションの過程で事業

所を対象とする調査を実施したので、追加

で上記倫理委員会の承認を得て実施した。

犬山市では、事業所を対象としたインタビ

ュー調査を実施した。研究対象者には、面

接実施前に研究の主旨および概要、研究へ

の参加の任意性、同意撤回の保証、個人情

報の非開示について文書により説明し同意

を得た（承認番号：25035）。蒲郡市では、

事業所を対象とした質問紙調査を実施した。

研究対象者には、質問紙調査実施時に研究

の主旨および概要、研究への参加の任意性、

同意撤回の保証、個人情報の非開示につい

て文書により説明し、質問紙の同意チェッ

ク欄への記入により同意を得た（承認番

号：25056）。 

 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

【【犬犬山山市市】】  

11．．アアククシショョンン（（介介入入、、働働ききかかけけ、、過過程程））のの

内内容容とと変変化化  

 犬山市におけるアクションの内容と変化

のプロセスを表3に示す。 

１１））テテーーママのの検検討討  

 はじめに犬山市の管理職者と担当者、研

究者間で、地域・職域連携推進に取り組む

必要性を確認し、モデル市としてアクショ

ンリサーチを実施することを決定した。そ

して、令和7年4月に、犬山市と保健所、研

究者をメンバーとする会議を開催し、健康

づくり推進事業所認定事業（認定事業）や

出張出前講座、商工会議所の集団健診での

健康教育等、事業所や働く世代を対象とし

た市の事業の現状と課題を共有することか

ら開始した。犬山市では、事業所を対象と

した事業を複数展開しており、また商工会

議所や協会けんぽと連携した事業も行われ

ている一方で、担当者の悩みとして、事業

所に健康づくりの意識と取り組みを根付か

せることの難しさや成果が見えづらいこと

があげられた。意見交換の結果、既存事業

である認定事業に焦点をあて、健康づくり

の意識の向上と具体的な取り組みを充実さ

せることを目的に、認定事業をテーマに取

り組むこととした。市が今後事業所の実態

把握をしたいという課題を受け、会議後に

令和6年に保健所が事業所に実施したアンケ
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り組みが困難な状況が生じやすい。そのよ

うな中、市町村が独自で、または市町村と

保険者が連携して、事業所に様々な健康づ

くりメニューを提供し、健康づくりに取り

組む事業所として認定する事業が広がって

いる（以下、認定事業）。単独では健康づ

くりが難しい中小企業が、身近な地域でサ

ポートを受け、健康づくりの機会を増やす

ことができる事業として期待される。 

本研究班では都道府県や二次医療圏の地

域・職域連携事業や協議会開催状況につい

て継続的に調査を実施してきており、令和6

年度には市町村の地域・職域連携事業の実

態調査を実施したが、市町村を中心とした

地域・職域連携に関する研究報告は少ない

のが現状である1）。また、市町村における

認定事業の効果的な展開方法を明らかにし

た研究は見当たらない。そこで、研究班で

は、モデル市区町村を設定し、データや知

見提供等の伴走支援と効果評価を行い、市

区町村単位での地域・職域連携推進の方策

を検討することとした。 

本研究では、アクションリサーチの手法

を用いて、市町村における地域・職域連携

推進事業のプロセスを記述し、市町村の事

業、市町村と関係機関との連携体制、事業

場への関わり等の変化を明らかにすること

を目的とする。特に、市町村における健康

づくりを推進する事業所の認定事業に着目

し、これを契機とした地域・職域連携推進

の方策を検討した。 

研究デザインは、組織や社会の課題解決

に向けて、行政・関係機関・住民・研究者

が協働して解決しようとするアクションリ

サーチである。アクションリサーチでは、

課題の発見、目標の設定、解決策の立案、

実行、効果評価というすべてのプロセスに

おいて、現場の人々と研究者がともに研究

に参加する。仮説検証型の介入研究では、

研究終了後に継続可能性が低いことが課題

であるが、アクションリサーチでは現場の

人とともに研究活動を進めるため、成果物

が現実的で継続可能性が高いことが特徴で

ある。また、その成果を他の自治体に応用

しやすいことも特徴である。本研究では、

自治体の地域・職域連携担当者の視点や問

題解決力を重視することで対象地域そのも

のに変化をもたらし、事業の継続性を高め

ることができると考え、アクションリサー

チの手法を用いることとした。 

 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１１．．参参加加自自治治体体とと選選定定方方法法  

参加自治体は、愛知県の犬山市および蒲

郡市とした。参加自治体の選定方法は、令

和6年度に研究班が市区町村を対象に行った

地域・職域連携推進の取り組み状況に関す

るアンケート結果に基づき行った。愛知県

では35市町村からアンケート調査の回答が

得られ、地域・職域連携推進モデルの参加

を「希望する」「検討してもよい」と回答

した6市町のうち、人口規模や産業構造が平

均的であり、モデル実施による取り組みの

成果を他の自治体に広く適用しやすいと考

えられる自治体を選定した。 

 

２２．．自自治治体体のの概概要要  

犬山市は、愛知県の最北端に位置してお

り、令和７年４月時点の人口は71,067人、

老年人口は21,100人（29.7％）である（表

1）。産業構造は、第三次産業が64.1％と最

も多く、第二次産業が34.7％、第一次産業

が1.2％となっている。地域・職域連携推進

の体制として、担当者は保健師1名で、他の

業務と兼務している（表2）。地域・職域連

携事業は健康増進計画等に位置づけられて

おり、働く世代の健康課題を検討する会議

体がある。 

蒲郡市は、渥美半島と知多半島に囲われ

た海辺にあり、令和７年４月時点の人口は

77,159人、老年人口は23,358人（30.3％）

である（表１）。産業構造は、第三次産業

が57.2％と最も多く、第二次産業が38.7％、

第一次産業が4.1％となっている。地域・職

域連携推進の体制として、担当者は保健師2

名で、他の業務と兼務している（表２）。

庁内連携部署としては商工労働部門がある。

地域・職域連携事業は健康増進計画等に位

置づけられており、働く世代の健康課題を

検討する会議体を設置している。 

 

３３．．アアククシショョンンのの方方法法  

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が

協働して、働く世代の健康課題や地域・職

域連携に関する事業の課題などの現状把

握・分析に基づき、目指すべき方向性と方

策（アクション）を見出し、実践、評価の

一連のサイクルに取り組むこととした。実

施スケジュールを以下に示す。 

・令和7年3月～12月；各市、保健所、研

究班等の関係者が一緒に、地域特性や

ライフコースアプローチの視点を踏ま

えた地域・職域連携推進のテーマを検

討する。 

・令和7年7月～令和8年10月；市を中心 

に、保健所、関係機関、研究班が協働

して、健康課題の明確化とそれに基づ

く地域・職域連携推進のための取り組

みを検討し展開する。取り組みとし 

て、既存資料・既存データの収集・整

理・分析、企業等に対する調査の計

画・実施・分析、会議や検討会の開 

催、関係機関とのネットワーク構築と

連携強化、啓発や健康教育など企業や

働く世代を対象とした保健事業等を想

定する。 

・令和8年10月～令和9年2月；アクション

の効果評価を行う。 

 なお、本報告では、令和8年2月末までの

経過を報告する。 

 

４４．．デデーータタ収収集集方方法法  

研究者は、会議や打ち合わせ、調査等に

参加し、これまでの研究班の知見や学術的

情報を提供するとともに、市や保健所の関

係者の実践から学ぶ相互的協働の立場とし

て関わった。データは、会議や打ち合わせ、

保健事業などの活動場面における参与観察、

面接調査により収集した。事業目的の達成

に向けて、段階的な目標を立て実践して評

価し、結果から次の計画修正へ至る継続的

な取り組みのプロセスと、その中で生じる

関係者の意識・行動の変化や組織の変化に

着目してデータ収集を行った。参与観察は

会議や検討会、企業や働く世代を対象とし

た事業等において研究者が行い、参加者の

発言内容や様子等をフィールドノートに記

録した。 

 

５５．．分分析析方方法法  

会議や打ち合わせの議事録、参与観察の

フィールドノートに基づき、アクションの

内容を整理してプロセス表を作成した。ア

クションの内容を、アクションリサーチの

過程ごとに（目的の設定、現状の把握、現

状の分析、実践の計画、実践、実践の評価、

次のサイクルに移行）に整理し、市の業務

や事業、関係機関との連携体制、事業場へ

の関わり等に、どのような変化が生じたか

を、プロセス評価・アウトプット評価・ア

ウトカム評価の観点から検討した。 

 

６６．．倫倫理理的的配配慮慮  

各市と関係機関である保健所には、研究

協力の依頼時に、研究の主旨および概要、

研究参加の任意性、研究結果の報告や公表

以前の同意撤回の保証、個人情報の非開示

について文書により説明し許可を得た。本

研究は名古屋市立大学大学院看護学研究科

研究倫理委員会の承認を得て実施した（承

認番号：24061-3）。 

各市において、アクションの過程で事業

所を対象とする調査を実施したので、追加

で上記倫理委員会の承認を得て実施した。

犬山市では、事業所を対象としたインタビ

ュー調査を実施した。研究対象者には、面

接実施前に研究の主旨および概要、研究へ

の参加の任意性、同意撤回の保証、個人情

報の非開示について文書により説明し同意

を得た（承認番号：25035）。蒲郡市では、

事業所を対象とした質問紙調査を実施した。

研究対象者には、質問紙調査実施時に研究

の主旨および概要、研究への参加の任意性、

同意撤回の保証、個人情報の非開示につい

て文書により説明し、質問紙の同意チェッ

ク欄への記入により同意を得た（承認番

号：25056）。 

 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

【【犬犬山山市市】】  

11．．アアククシショョンン（（介介入入、、働働ききかかけけ、、過過程程））のの

内内容容とと変変化化  

 犬山市におけるアクションの内容と変化

のプロセスを表3に示す。 

１１））テテーーママのの検検討討  

 はじめに犬山市の管理職者と担当者、研

究者間で、地域・職域連携推進に取り組む

必要性を確認し、モデル市としてアクショ

ンリサーチを実施することを決定した。そ

して、令和7年4月に、犬山市と保健所、研

究者をメンバーとする会議を開催し、健康

づくり推進事業所認定事業（認定事業）や

出張出前講座、商工会議所の集団健診での

健康教育等、事業所や働く世代を対象とし

た市の事業の現状と課題を共有することか

ら開始した。犬山市では、事業所を対象と

した事業を複数展開しており、また商工会

議所や協会けんぽと連携した事業も行われ

ている一方で、担当者の悩みとして、事業

所に健康づくりの意識と取り組みを根付か

せることの難しさや成果が見えづらいこと

があげられた。意見交換の結果、既存事業

である認定事業に焦点をあて、健康づくり

の意識の向上と具体的な取り組みを充実さ

せることを目的に、認定事業をテーマに取

り組むこととした。市が今後事業所の実態

把握をしたいという課題を受け、会議後に

令和6年に保健所が事業所に実施したアンケ
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ート結果の情報提供を受けた。 

22））認認定定事事業業のの概概要要とと課課題題  

犬山市の認定事業は、令和2年から実施し

ている。事業所が、市の認定基準（必須項

目２項目、選択項目３項目）を満たすこと

を申告する申請書と誓約書を提出すること

により、認定を受けられることとなってい

る。認定された事業所には、認定証の交付

や市のホームページへの事業所名の掲載を

行っているほか、市の出張出前講座や測定

会等を利用できるようにしている。また、

認定事業所に年１回の実施報告書の提出を

求めており、それをもとに健康づくり推進

優良事業所を選定し表彰を行っている。優

良事業所の選定時には報告書の内容を確認

するため、事業所を訪問しヒアリングを行

っている。表彰事業所は市のホームページ

に掲載されるほか、健康増進計画に関わる

犬山市健康まちづくり推進委員会において

報告される。また、協会けんぽ愛知支部と

の連携も行っており、協会けんぽ加入事業

所のうち協会けんぽの「健康宣言」を行っ

ている事業所には、市から案内を出し、市

にも申請書を提出してもらう仕組みとなっ

ている。 

モデル実施の開始当初に市担当者が感じ

ている課題として以下の事柄があげられ 

た。 

 ・近年は認定申請数が増加していない。 

・認定を受けた事業所の3分の1程度から

は年1回の実施報告書の提出がなく、各

事業所の実態が把握できない。 

・出張出前講座等の利用がなく、認定事

業所が健康経営や健康づくりに積極的

に取り組めるような展開につながって

いない。 

・健康づくり優良事業所の認定は、協会

けんぽや愛知県でも行われており、実

施主体は違うものの目的が重複してお

り、事業のあり方に悩む。 

・市の人口規模や企業数からどのような

働きかけができるか、どのように進め

ていけばよいかが分からない。 

・地域・職域連携推進事業担当者は一人

で、他の業務も兼務しているためマン

パワーが不足している。 

これらの課題から、まず報告書の提出率

向上、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、報告書の様式および採点方法の

改訂に取り組むこととした。また、保健所

が令和6年度に実施した事業所の健康づく

りに関するアンケート結果を参考に、事業

所がどのように健康づくりに取り組んでい

るのか、市がどのようなサポートをするこ

とで健康づくりがより活性化するのか等、

アンケート調査からは把握できない実態と

ニーズの詳細を明らかにするためのインタ

ビュー調査を実施することとした。 

33））認認定定事事業業所所のの報報告告書書のの改改善善  

 前年度までは、ひとつの様式に実施報告

と表彰に関わる取り組み内容を記載しても

らっていた。いくつかの事業所への聞き取

りから、この様式への記入の負担が未提出

の原因のひとつであることが分かり、実施

報告書と表彰エントリーシートを分け、表

彰を希望しない事業所は実施報告書のみの

提出も可能にした。実施報告書の健康づく

り活動のチェック項目の内容は、取り組み

やすい内容に少し変更した。また、自由記

載欄の記載内容が難しかったため、書きや

すいものに変更した。 

 この結果、実施報告書の提出を依頼した

50事業所のうち36事業所（72.0％）から提

出があり、未提出であった事業所に再依頼

した結果、最終的に45事業所（90.0％）か

ら提出があった。前年度は、44事業所のう

ち17事業所（38.6％）から提出があり、未

提出であった事業所に再依頼した結果、最

終的に30事業所（68.2％）から提出があっ

た。実施報告書の様式改訂により提出率が

向上した。表彰エントリーシートは23事業

所から提出され、採点の結果、4事業所が健

康づくり推進優良事業所の候補として選定

された。 

 44））実実施施報報告告書書とと表表彰彰エエンントトリリーーシシーートトのの

集集計計  

 認定事業所の健康づくりの取り組み状況

を明らかにする目的で、実施報告書（n=45）

および表彰エントリーシート（n=23）を集

計した。認定事業所の業種は、建設業が

37.8％で最も多く、次いで製造業28.9％で

あった（表4-1）。必須項目を除き、実施し

ている健康づくり活動を15項目からすべて

選択してもらった結果、1～5項目が60.0％

と最も多く、平均5.3項目であった（表4-

2）。取り組んでいる事業所が多かった項目

は、受動喫煙対策が71.1％で最も多く、次

いでコミュニケーションの促進が57.8％、

病気の治療と仕事の両立支援が55.6％の順

であった（図1-1）。 

 表彰エントリーシートを提出した事業所

の従業員数は、6～19人が43.5％で最も多 

く、次いで20～49人が26.1％であった（表

4-3）。業種は、建設業が39.1％で最も多 

く、次いで製造業およびサービス業（他に

分類されないもの）がいずれも17.4％であ

った。取り組んでいる健康づくり活動を25

項目からすべて選択してもらった結果、平

均10.6項目であり、6～10項目が43.5％と最

も多く、次いで11～15項目が30.4％であっ

た（表4-3）。取り組んでいる事業所が多か

った項目は、「健診を受けやすい環境を整

えている」が87.0％で最も多く、「健診の

結果、再検査など有所見者へ医療機関の受

診勧奨を行っている」82.6％、「有給休暇

取得の促進、ワークライフバランスを目指

した柔軟な働き方の制度を備えている」

78.3％の順に多かった（図1-2）。 

55））認認定定事事業業所所のの健健康康づづくくりりのの実実態態ととニニーーズズ

をを把把握握すするるたためめののイインンタタビビュューー調調査査  

 インタビュー調査の対象は、健康づくり

推進優良事業所の候補4事業所とした。これ

に、保健所が事業として実施するインタビ

ュー調査の対象事業所も加えた6事業所を対

象とした。 

 インタビュー調査は、半構造的面接法を

用いてインタビューガイド（表5）に沿って

行った。インタビュー内容は、健康づくり

推進事業所認定を受けた目的やメリット、

健康づくりの取り組みの実際や課題、今後

の目指す姿、市への要望等とした。分析は

質的記述的に行い、インタビュー内容の逐

語録から、健康づくり活動に関する従業員

と事業主の態度・認識・行動、事業所の環

境や体制等について、5つの生活習慣（メン

タルヘルス、健診、タバコ、運動、食生活）

ごとに抽出しコード化、カテゴリー化した。

そして、プリシード・プロシードモデルの

枠組みを活用し、QOL（Quality of Life）、

健康、健康に影響を及ぼす行動や環境要因、

さらに、それらに影響を及ぼす準備・強

化・実現要因にあてはめて、事業所の健康

づくり活動の実態を整理した。 

 分析結果を図2-1～図2-5に示す。カテゴ

リーを［ ］、サブカテゴリーを『 』で

示す。 

対象事業所では、メンタルヘルス対策の

実際として、［健康づくり担当者による従

業員の健康・生活の実態の把握］により、

［勤務制度の整備］を行い、働きやすい環

境を整えていた（図2-1）。また、［従業員

同士のコミュニケーション］、［従業員と

管理者のコミュニケーション］を大切にし

ている一方で、『健康や生活について話す

オープンな雰囲気が苦手な人にとっては居

心地がよくない可能性がある』ため、配慮

が必要であると感じていることも分かった。

中小企業がストレスチェックを導入するに

は、［健康づくり担当者による従業員の健

康・生活の実態の把握］により、ストレス

チェック導入の必要性を感じ、『ストレス

チェックの導入にむけて情報収集している

』。また、『ストレスチェックを行う体制

（外部機関と契約）がある』、『ストレス

チェックの結果を確認する担当者が決めら

れている』といったように、実施体制と結

果管理の体制を整える必要があると分かっ

た。これらのことから、事業主がストレス

チェックの目的や意義、ストレスチェック

の適切な実施体制等について学べる機会が

必要だと考えられた。 

健診の実際として、『健診・検診は全額補

助している』、『健診を受診できるよう業務

を調整している』など、健診が受けやすい体

制を整えていた（図2-2）。また、［外部資

源の活用］により、健診の事後フォローを実

施している事業所もあった。しかし、『健診

後の保健指導は実施していない』という事業

所もあり、事業所ごとで差があることが課題

であった。また、『扶養者の健診受診は確認

していない』、『パート勤務で健診の対象外

となる従業員への対応ができていない』など、

家族や正社員以外の健診の対応も課題にあげ

られた。準備要因として、『経営者が健康づ

くりに熱心である』のみであった。これらの

結果から、従業員が健診をきっかけに健康づ

くりの必要性を理解し、疾病予防に努めるこ

とができるよう、まずは事業主が健診及び保

健指導の目的、意義について学ぶ機会が必要

だと考えられた。また、事業主に対して、就

業上の措置を含む健診の事後措置や地さんぽ

等の外部資源の活用方法についての情報提供

が必要である。 
 タバコ対策として、『喫煙所を設けて分

煙している』が挙げられた（図2-3）。しか

し、分煙以外の具体的な対策のデータは抽

出されず、『事業所内で電子タバコを可と

しているため、加熱式タバコを使用してい

る従業員が多い』、『喫煙率が高いが禁煙

対策が見いだせない』と課題が多くあった。

これらの結果から、事業主が、従業員の加

熱式タバコについての正しい知識の有無な

ど、社内のニーズを把握することが必要だ

と考えられた。その他に、事業主に対して、

喫煙対策（受動喫煙対策と禁煙対策）につ

いて学ぶ機会や禁煙外来補助制度等の禁煙

支援プログラム、専門機関に関する情報提

供等が求められる。 

運動推進として、『ラジオ体操をする時間

を設けている』、『健康機器の貸し出しを行

っている』、『職場内に運動器具を設置して

いる』などがあげられた（図2-4）。『運動

機器を利用している人は肥満はない』という
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ート結果の情報提供を受けた。 

22））認認定定事事業業のの概概要要とと課課題題  

犬山市の認定事業は、令和2年から実施し

ている。事業所が、市の認定基準（必須項

目２項目、選択項目３項目）を満たすこと

を申告する申請書と誓約書を提出すること

により、認定を受けられることとなってい

る。認定された事業所には、認定証の交付

や市のホームページへの事業所名の掲載を

行っているほか、市の出張出前講座や測定

会等を利用できるようにしている。また、

認定事業所に年１回の実施報告書の提出を

求めており、それをもとに健康づくり推進

優良事業所を選定し表彰を行っている。優

良事業所の選定時には報告書の内容を確認

するため、事業所を訪問しヒアリングを行

っている。表彰事業所は市のホームページ

に掲載されるほか、健康増進計画に関わる

犬山市健康まちづくり推進委員会において

報告される。また、協会けんぽ愛知支部と

の連携も行っており、協会けんぽ加入事業

所のうち協会けんぽの「健康宣言」を行っ

ている事業所には、市から案内を出し、市

にも申請書を提出してもらう仕組みとなっ

ている。 

モデル実施の開始当初に市担当者が感じ

ている課題として以下の事柄があげられ 

た。 

 ・近年は認定申請数が増加していない。 

・認定を受けた事業所の3分の1程度から

は年1回の実施報告書の提出がなく、各

事業所の実態が把握できない。 

・出張出前講座等の利用がなく、認定事

業所が健康経営や健康づくりに積極的

に取り組めるような展開につながって

いない。 

・健康づくり優良事業所の認定は、協会

けんぽや愛知県でも行われており、実

施主体は違うものの目的が重複してお

り、事業のあり方に悩む。 

・市の人口規模や企業数からどのような

働きかけができるか、どのように進め

ていけばよいかが分からない。 

・地域・職域連携推進事業担当者は一人

で、他の業務も兼務しているためマン

パワーが不足している。 

これらの課題から、まず報告書の提出率

向上、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、報告書の様式および採点方法の

改訂に取り組むこととした。また、保健所

が令和6年度に実施した事業所の健康づく

りに関するアンケート結果を参考に、事業

所がどのように健康づくりに取り組んでい

るのか、市がどのようなサポートをするこ

とで健康づくりがより活性化するのか等、

アンケート調査からは把握できない実態と

ニーズの詳細を明らかにするためのインタ

ビュー調査を実施することとした。 

33））認認定定事事業業所所のの報報告告書書のの改改善善  

 前年度までは、ひとつの様式に実施報告

と表彰に関わる取り組み内容を記載しても

らっていた。いくつかの事業所への聞き取

りから、この様式への記入の負担が未提出

の原因のひとつであることが分かり、実施

報告書と表彰エントリーシートを分け、表

彰を希望しない事業所は実施報告書のみの

提出も可能にした。実施報告書の健康づく

り活動のチェック項目の内容は、取り組み

やすい内容に少し変更した。また、自由記

載欄の記載内容が難しかったため、書きや

すいものに変更した。 

 この結果、実施報告書の提出を依頼した

50事業所のうち36事業所（72.0％）から提

出があり、未提出であった事業所に再依頼

した結果、最終的に45事業所（90.0％）か

ら提出があった。前年度は、44事業所のう

ち17事業所（38.6％）から提出があり、未

提出であった事業所に再依頼した結果、最

終的に30事業所（68.2％）から提出があっ

た。実施報告書の様式改訂により提出率が

向上した。表彰エントリーシートは23事業

所から提出され、採点の結果、4事業所が健

康づくり推進優良事業所の候補として選定

された。 

 44））実実施施報報告告書書とと表表彰彰エエンントトリリーーシシーートトのの

集集計計  

 認定事業所の健康づくりの取り組み状況

を明らかにする目的で、実施報告書（n=45）

および表彰エントリーシート（n=23）を集

計した。認定事業所の業種は、建設業が

37.8％で最も多く、次いで製造業28.9％で

あった（表4-1）。必須項目を除き、実施し

ている健康づくり活動を15項目からすべて

選択してもらった結果、1～5項目が60.0％

と最も多く、平均5.3項目であった（表4-

2）。取り組んでいる事業所が多かった項目

は、受動喫煙対策が71.1％で最も多く、次

いでコミュニケーションの促進が57.8％、

病気の治療と仕事の両立支援が55.6％の順

であった（図1-1）。 

 表彰エントリーシートを提出した事業所

の従業員数は、6～19人が43.5％で最も多 

く、次いで20～49人が26.1％であった（表

4-3）。業種は、建設業が39.1％で最も多 

く、次いで製造業およびサービス業（他に

分類されないもの）がいずれも17.4％であ

った。取り組んでいる健康づくり活動を25

項目からすべて選択してもらった結果、平

均10.6項目であり、6～10項目が43.5％と最

も多く、次いで11～15項目が30.4％であっ

た（表4-3）。取り組んでいる事業所が多か

った項目は、「健診を受けやすい環境を整

えている」が87.0％で最も多く、「健診の

結果、再検査など有所見者へ医療機関の受

診勧奨を行っている」82.6％、「有給休暇

取得の促進、ワークライフバランスを目指

した柔軟な働き方の制度を備えている」

78.3％の順に多かった（図1-2）。 

55））認認定定事事業業所所のの健健康康づづくくりりのの実実態態ととニニーーズズ

をを把把握握すするるたためめののイインンタタビビュューー調調査査  

 インタビュー調査の対象は、健康づくり

推進優良事業所の候補4事業所とした。これ

に、保健所が事業として実施するインタビ

ュー調査の対象事業所も加えた6事業所を対

象とした。 

 インタビュー調査は、半構造的面接法を

用いてインタビューガイド（表5）に沿って

行った。インタビュー内容は、健康づくり

推進事業所認定を受けた目的やメリット、

健康づくりの取り組みの実際や課題、今後

の目指す姿、市への要望等とした。分析は

質的記述的に行い、インタビュー内容の逐

語録から、健康づくり活動に関する従業員

と事業主の態度・認識・行動、事業所の環

境や体制等について、5つの生活習慣（メン

タルヘルス、健診、タバコ、運動、食生活）

ごとに抽出しコード化、カテゴリー化した。

そして、プリシード・プロシードモデルの

枠組みを活用し、QOL（Quality of Life）、

健康、健康に影響を及ぼす行動や環境要因、

さらに、それらに影響を及ぼす準備・強

化・実現要因にあてはめて、事業所の健康

づくり活動の実態を整理した。 

 分析結果を図2-1～図2-5に示す。カテゴ

リーを［ ］、サブカテゴリーを『 』で

示す。 

対象事業所では、メンタルヘルス対策の

実際として、［健康づくり担当者による従

業員の健康・生活の実態の把握］により、

［勤務制度の整備］を行い、働きやすい環

境を整えていた（図2-1）。また、［従業員

同士のコミュニケーション］、［従業員と

管理者のコミュニケーション］を大切にし

ている一方で、『健康や生活について話す

オープンな雰囲気が苦手な人にとっては居

心地がよくない可能性がある』ため、配慮

が必要であると感じていることも分かった。

中小企業がストレスチェックを導入するに

は、［健康づくり担当者による従業員の健

康・生活の実態の把握］により、ストレス

チェック導入の必要性を感じ、『ストレス

チェックの導入にむけて情報収集している

』。また、『ストレスチェックを行う体制

（外部機関と契約）がある』、『ストレス

チェックの結果を確認する担当者が決めら

れている』といったように、実施体制と結

果管理の体制を整える必要があると分かっ

た。これらのことから、事業主がストレス

チェックの目的や意義、ストレスチェック

の適切な実施体制等について学べる機会が

必要だと考えられた。 

健診の実際として、『健診・検診は全額補

助している』、『健診を受診できるよう業務

を調整している』など、健診が受けやすい体

制を整えていた（図2-2）。また、［外部資

源の活用］により、健診の事後フォローを実

施している事業所もあった。しかし、『健診

後の保健指導は実施していない』という事業

所もあり、事業所ごとで差があることが課題

であった。また、『扶養者の健診受診は確認

していない』、『パート勤務で健診の対象外

となる従業員への対応ができていない』など、

家族や正社員以外の健診の対応も課題にあげ

られた。準備要因として、『経営者が健康づ

くりに熱心である』のみであった。これらの

結果から、従業員が健診をきっかけに健康づ

くりの必要性を理解し、疾病予防に努めるこ

とができるよう、まずは事業主が健診及び保

健指導の目的、意義について学ぶ機会が必要

だと考えられた。また、事業主に対して、就

業上の措置を含む健診の事後措置や地さんぽ

等の外部資源の活用方法についての情報提供

が必要である。 
 タバコ対策として、『喫煙所を設けて分

煙している』が挙げられた（図2-3）。しか

し、分煙以外の具体的な対策のデータは抽

出されず、『事業所内で電子タバコを可と

しているため、加熱式タバコを使用してい

る従業員が多い』、『喫煙率が高いが禁煙

対策が見いだせない』と課題が多くあった。

これらの結果から、事業主が、従業員の加

熱式タバコについての正しい知識の有無な

ど、社内のニーズを把握することが必要だ

と考えられた。その他に、事業主に対して、

喫煙対策（受動喫煙対策と禁煙対策）につ

いて学ぶ機会や禁煙外来補助制度等の禁煙

支援プログラム、専門機関に関する情報提

供等が求められる。 

運動推進として、『ラジオ体操をする時間

を設けている』、『健康機器の貸し出しを行

っている』、『職場内に運動器具を設置して

いる』などがあげられた（図2-4）。『運動

機器を利用している人は肥満はない』という
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一方で、『運動が嫌いなためウォーキングア

プリを利用していない』という人もおり、従

業員全体に対応できない課題があり、職場全

体で運動を推進していく対策が必要である。

これらのことから、オンデマンド配信など従

業員のニーズにあった情報提供方法を検討す

る必要がある。 
食生活対策として、『栄養バランスに配慮

した食事（総菜、まかない）を提供している』

があげられたが、『外勤が多いため一斉に健

康に配慮した食事の提供や補助は難しい』と

いう課題があげられた（図 2-5）。『生命保

険会社が提供する健康チェック機器を用いた

健康づくり活動を行っている』（ベジチェッ

ク）など『時間が短くすぐにできゲーム感覚

で取り組める健康づくり活動を行う』ことで、

『従業員の健康に対する意識が向上し行動変

容があった』という成果が得られた事業所が

あった。これらのことから、健康づくりへの

動機づけとして、食生活を切り口に行う効果

や意義について事業主が学ぶ機会が必要だと

考えられた。 

66））今今後後のの事事業業計計画画のの検検討討  

 実施報告書の集計結果とインタビュー調

査の結果をもとに、市担当者、保健所担当

者、研究者で会議を行い、事業所における

健康づくりの課題と今後の事業計画案につ

いて意見交換を行った。例として、実施報

告書の集計では、受動喫煙対策を行ってい

る事業所が多かったが、インタビュー調査

で受動喫煙対策の方法を尋ねてみると、喫

煙場所の設置や喫煙ルールが曖昧であるこ

とが分かり、正しい情報提供の必要性が明

らかになった。また、運動推進では、市が

提供しているウォーキングアプリを知って

いるものの継続利用にはつながっておら 

ず、職場で手軽に運動を取り入れるための

教材開発といった新たな取り組みの必要性

も提案された。令和8年度は、新たな予算立

ては間に合わないため、可能な範囲で優先

順位を決めて事業計画を立てることとなっ

た。 

インタビュー調査により、健康づくり推

進優良事業所候補であっても課題が多くあ

ることや、事業所担当者が熱意をもって取

り組んでいることを知ることで、市担当者

は新たな視点をもち、今後に向けた具体的

な事業の改善策や新規事業のアイデアを出

すことにつながった。 

 

２２．．評評価価  

 犬山市での地域・職域連携推進の取り組

みをプロセス評価とアウトプット評価の観

点で整理する。 

11））ププロロセセスス評評価価  

① 市の既存の地域・職域連携に関する事

業の課題を整理し、様々ある事業の中

から優先順位を決めて取り組むことが

できた。 

② 市での取り組みを保健所と共有するこ

とにより、保健所がもっている調査デ

ータを情報提供してもらう、インタビ

ュー調査時に協力を得るなどの協働を

行うことができた。 

③ 実施報告書の様式や集計・分析方法 

等、事業の仕組みを改善することがで

きた。 

④ インタビュー調査により、市担当者が

事業所の健康づくりの実態を把握する

とともに、事業所担当者の健康づくり

に対する熱意を知り、新たな視点をも

つことにつながった。 

⑤ 実施報告書の改善やインタビュー調査

の結果は、既存事業のブラッシュアッ

プの方向性や新規事業について考える

ための資料となった。いずれも新規事

業として行ったものではなく、これま

での業務の見直しと内容の追加で実施

した取り組みであるが、事業を検討す

るための資料を得ることにつながっ 

た。 

⑥ 市における地域・職域連携推進の必要

性に対して管理職者との共通理解のも

とで開始したことから、組織として円

滑に意思決定を行うことができた。 

22））アアウウトトププッットト評評価価  

① 認定事業所の実施報告書の様式の改善

により提出率を高めることができた。

このことは市が事業所の実態を把握す

るだけでなく、事業所に自社が健康づ

くりに取り組めているかを確認し意識

を高めるきっかけとなったと考えられ、

今後確認していく。 

全体として、既存事業をPDCAサイクルに

基づきブラッシュアップしていくことによ

り、地域・職域連携推進事業を前進させる

ことにつながったと考えられる。犬山市で

は、地域・職域連携推進にかけられるマン

パワーが不足しているという悩みがあるが、

事業担当者が可能な範囲で改善に取り組む

ことができた。 

 

 

【【蒲蒲郡郡市市】】  

１１．．アアククシショョンン（（介介入入、、働働ききかかけけ、、過過程程））

のの内内容容とと変変化化  

蒲郡市におけるアクションの内容と変化

のプロセスを表6に示す。 

11））テテーーママのの検検討討  

 蒲郡市では、健康づくりに取り組む事業

所を対象とした調査を行い、その結果をも

とにアウトリーチに取り組むことを目指し

ており、令和7年11月からモデル実施を開始

した。はじめに、市の管理職者と担当者、

研究者との会議で、地域・職域連携推進に

取り組む必要性を確認し、モデル市として

アクションリサーチを実施することを決定

した。そして、アクションリサーチの市の

担当者と研究者をメンバーとする会議で、

健康づくりに取り組む事業所に対する事業

の現状と課題を共有した。 

22））認認定定事事業業のの概概要要とと課課題題  

蒲郡市は平成28年9月から、協会けんぽ愛

知支部と連携し、健康づくりに取り組む事

業所のサポートを行っている。協会けんぽ

が健康づくりに取り組む事業所に行うサポ

ート事業：「健康宣言」に参加した事業所

は、蒲郡市の「Wチャレンジ宣言」にも自動

的にエントリーされ、市の保健事業を活用

できる仕組みとなっている（以下、認定事

業）。宣言を行った事業所には協会けんぽ

が年に1回健康宣言取組結果報告書（以下、

報告書）の提出を求めており、市はこの情

報の提供を受けている。報告書の結果を基

に、職場の健康づくりを積極的に推進して

いる事業所を蒲郡市健康づくり推進優良事

業所として認定し、協会けんぽと共同で表

彰している。認定された事業所は、市のホ

ームページに事業所名を掲載している。こ

の他に蒲郡市では独自に、すべての事業所

を対象に健康教育や個別健康相談、食生活

改善のための教材の提供、市の運動施設利

用等ができるようにしている。 

モデル実施の開始当初に市担当者が感じ

ている課題として以下の事柄があげられ 

た。 

 ・現在認定を受けている事業所のうち報

告書の提出は3割程度であり、各事業所

の実態が把握できない。市独自の報告

書は求めていない。 

・市の保健事業の利用が少なく、利用を

増やしたいが、協会けんぽのメニュー

も充実しているため、市だからこそで

きる保健事業は何かを探りたい。 

・出張講座等を通して事業所とつなが 

り、事業主や従業員に健康を意識して

もらえるようアウトリーチをしたい。 

・表彰は報告書に基づき行っており、報

告書の記載が具体的で丁寧な事業所が

選定される傾向にあるため、報告書で

は見えてこないが健康づくりに熱心に

取り組んでいる事業所も見出していき

たい。 

・上記の支援策を検討するための資料と

するため、事業所にアンケートやヒア

リングを行いたいが、調査内容や対象

事業所の選定等をどのようにしたらよ

いか。 

これらの課題から、対象事業所へのアプ

ローチ方法を検討するための資料を得るた

めの調査の計画・実施から取り組むことと

した。 

33））調調査査のの計計画画・・実実施施  

 市担当者と管理職、研究者の会議におい

て、認定事業の現状と課題を共有した後、

市担当者が検討したアンケート原案と対象

選定方法について共有した。調査の目的と

方法を明確にするため、協会けんぽの報告

書の集計・分析から把握できることを整理

することを提案した。 

市担当者と管理職、研究者のオンライン

会議において、協会けんぽの報告書の集

計・分析をもとに、市として詳細を明らか

にしたい調査内容について意見交換した。

報告書は155事業所（令和6年度の認定事業

所数）のうち44事業所（28.4％）から提出

されていた。集計・分析の結果、実施率の

低い取り組みとして、健康保持・増進に関

する研修、定期的・継続的な食生活改善の

企画、スポーツイベント等の開催・参加促

進、女性特有の健康課題への対応、禁煙に

対するサポート体制等があることが分かっ

た。そして、調査対象の選定をどのように

するか、調査方法（ヒアリング、アンケー

トを用いたヒアリング、自記式アンケート

等）について検討した。まずは広くデータ

を得て定量的に分析する方向性を固め、イ

ンターネットによる自記式アンケート調査

とすることに決定した。また、対象事業所

選定の参考とするため、母集団の特徴とし

て、事業所規模別の認定事業所数や報告書

提出状況等を集計することを提案した。 

事業所規模別の認定事業所数と報告書提

出状況を集計した結果、令和7年度の認定事

業所146事業所のうち、10人未満の事業所が

55事業所（37.7％）と最も多く、次いで10

人以上20人未満が37事業所（25.3％）、20

人以上30人未満が31事業所（21.3％）の順

であった。また、報告書の提出状況は、事

業所規模による大きな差異はないと考えら

れた。今回のアンケートでは、報告書の内

容からさらに詳細な健康づくりの取り組み

状況を明らかにするため、報告書の提出の
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一方で、『運動が嫌いなためウォーキングア

プリを利用していない』という人もおり、従

業員全体に対応できない課題があり、職場全

体で運動を推進していく対策が必要である。

これらのことから、オンデマンド配信など従

業員のニーズにあった情報提供方法を検討す

る必要がある。 
食生活対策として、『栄養バランスに配慮

した食事（総菜、まかない）を提供している』

があげられたが、『外勤が多いため一斉に健

康に配慮した食事の提供や補助は難しい』と

いう課題があげられた（図 2-5）。『生命保

険会社が提供する健康チェック機器を用いた

健康づくり活動を行っている』（ベジチェッ

ク）など『時間が短くすぐにできゲーム感覚

で取り組める健康づくり活動を行う』ことで、

『従業員の健康に対する意識が向上し行動変

容があった』という成果が得られた事業所が

あった。これらのことから、健康づくりへの

動機づけとして、食生活を切り口に行う効果

や意義について事業主が学ぶ機会が必要だと

考えられた。 

66））今今後後のの事事業業計計画画のの検検討討  

 実施報告書の集計結果とインタビュー調

査の結果をもとに、市担当者、保健所担当

者、研究者で会議を行い、事業所における

健康づくりの課題と今後の事業計画案につ

いて意見交換を行った。例として、実施報

告書の集計では、受動喫煙対策を行ってい

る事業所が多かったが、インタビュー調査

で受動喫煙対策の方法を尋ねてみると、喫

煙場所の設置や喫煙ルールが曖昧であるこ

とが分かり、正しい情報提供の必要性が明

らかになった。また、運動推進では、市が

提供しているウォーキングアプリを知って

いるものの継続利用にはつながっておら 

ず、職場で手軽に運動を取り入れるための

教材開発といった新たな取り組みの必要性

も提案された。令和8年度は、新たな予算立

ては間に合わないため、可能な範囲で優先

順位を決めて事業計画を立てることとなっ

た。 

インタビュー調査により、健康づくり推

進優良事業所候補であっても課題が多くあ

ることや、事業所担当者が熱意をもって取

り組んでいることを知ることで、市担当者

は新たな視点をもち、今後に向けた具体的

な事業の改善策や新規事業のアイデアを出

すことにつながった。 

 

２２．．評評価価  

 犬山市での地域・職域連携推進の取り組

みをプロセス評価とアウトプット評価の観

点で整理する。 

11））ププロロセセスス評評価価  

① 市の既存の地域・職域連携に関する事

業の課題を整理し、様々ある事業の中

から優先順位を決めて取り組むことが

できた。 

② 市での取り組みを保健所と共有するこ

とにより、保健所がもっている調査デ

ータを情報提供してもらう、インタビ

ュー調査時に協力を得るなどの協働を

行うことができた。 

③ 実施報告書の様式や集計・分析方法 

等、事業の仕組みを改善することがで

きた。 

④ インタビュー調査により、市担当者が

事業所の健康づくりの実態を把握する

とともに、事業所担当者の健康づくり

に対する熱意を知り、新たな視点をも

つことにつながった。 

⑤ 実施報告書の改善やインタビュー調査

の結果は、既存事業のブラッシュアッ

プの方向性や新規事業について考える

ための資料となった。いずれも新規事

業として行ったものではなく、これま

での業務の見直しと内容の追加で実施

した取り組みであるが、事業を検討す

るための資料を得ることにつながっ 

た。 

⑥ 市における地域・職域連携推進の必要

性に対して管理職者との共通理解のも

とで開始したことから、組織として円

滑に意思決定を行うことができた。 

22））アアウウトトププッットト評評価価  

① 認定事業所の実施報告書の様式の改善

により提出率を高めることができた。

このことは市が事業所の実態を把握す

るだけでなく、事業所に自社が健康づ

くりに取り組めているかを確認し意識

を高めるきっかけとなったと考えられ、

今後確認していく。 

全体として、既存事業をPDCAサイクルに

基づきブラッシュアップしていくことによ

り、地域・職域連携推進事業を前進させる

ことにつながったと考えられる。犬山市で

は、地域・職域連携推進にかけられるマン

パワーが不足しているという悩みがあるが、

事業担当者が可能な範囲で改善に取り組む

ことができた。 
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１１．．アアククシショョンン（（介介入入、、働働ききかかけけ、、過過程程））

のの内内容容とと変変化化  

蒲郡市におけるアクションの内容と変化

のプロセスを表6に示す。 

11））テテーーママのの検検討討  

 蒲郡市では、健康づくりに取り組む事業

所を対象とした調査を行い、その結果をも

とにアウトリーチに取り組むことを目指し

ており、令和7年11月からモデル実施を開始

した。はじめに、市の管理職者と担当者、

研究者との会議で、地域・職域連携推進に

取り組む必要性を確認し、モデル市として

アクションリサーチを実施することを決定

した。そして、アクションリサーチの市の

担当者と研究者をメンバーとする会議で、

健康づくりに取り組む事業所に対する事業

の現状と課題を共有した。 

22））認認定定事事業業のの概概要要とと課課題題  

蒲郡市は平成28年9月から、協会けんぽ愛

知支部と連携し、健康づくりに取り組む事

業所のサポートを行っている。協会けんぽ

が健康づくりに取り組む事業所に行うサポ

ート事業：「健康宣言」に参加した事業所

は、蒲郡市の「Wチャレンジ宣言」にも自動

的にエントリーされ、市の保健事業を活用

できる仕組みとなっている（以下、認定事

業）。宣言を行った事業所には協会けんぽ

が年に1回健康宣言取組結果報告書（以下、

報告書）の提出を求めており、市はこの情

報の提供を受けている。報告書の結果を基

に、職場の健康づくりを積極的に推進して

いる事業所を蒲郡市健康づくり推進優良事

業所として認定し、協会けんぽと共同で表

彰している。認定された事業所は、市のホ

ームページに事業所名を掲載している。こ

の他に蒲郡市では独自に、すべての事業所

を対象に健康教育や個別健康相談、食生活

改善のための教材の提供、市の運動施設利

用等ができるようにしている。 

モデル実施の開始当初に市担当者が感じ

ている課題として以下の事柄があげられ 

た。 

 ・現在認定を受けている事業所のうち報

告書の提出は3割程度であり、各事業所

の実態が把握できない。市独自の報告

書は求めていない。 

・市の保健事業の利用が少なく、利用を

増やしたいが、協会けんぽのメニュー

も充実しているため、市だからこそで

きる保健事業は何かを探りたい。 

・出張講座等を通して事業所とつなが 

り、事業主や従業員に健康を意識して

もらえるようアウトリーチをしたい。 

・表彰は報告書に基づき行っており、報

告書の記載が具体的で丁寧な事業所が

選定される傾向にあるため、報告書で

は見えてこないが健康づくりに熱心に

取り組んでいる事業所も見出していき

たい。 

・上記の支援策を検討するための資料と

するため、事業所にアンケートやヒア

リングを行いたいが、調査内容や対象

事業所の選定等をどのようにしたらよ

いか。 

これらの課題から、対象事業所へのアプ

ローチ方法を検討するための資料を得るた

めの調査の計画・実施から取り組むことと

した。 

33））調調査査のの計計画画・・実実施施  

 市担当者と管理職、研究者の会議におい

て、認定事業の現状と課題を共有した後、

市担当者が検討したアンケート原案と対象

選定方法について共有した。調査の目的と

方法を明確にするため、協会けんぽの報告

書の集計・分析から把握できることを整理

することを提案した。 

市担当者と管理職、研究者のオンライン

会議において、協会けんぽの報告書の集

計・分析をもとに、市として詳細を明らか

にしたい調査内容について意見交換した。

報告書は155事業所（令和6年度の認定事業

所数）のうち44事業所（28.4％）から提出

されていた。集計・分析の結果、実施率の

低い取り組みとして、健康保持・増進に関

する研修、定期的・継続的な食生活改善の

企画、スポーツイベント等の開催・参加促

進、女性特有の健康課題への対応、禁煙に

対するサポート体制等があることが分かっ

た。そして、調査対象の選定をどのように

するか、調査方法（ヒアリング、アンケー

トを用いたヒアリング、自記式アンケート

等）について検討した。まずは広くデータ

を得て定量的に分析する方向性を固め、イ

ンターネットによる自記式アンケート調査

とすることに決定した。また、対象事業所

選定の参考とするため、母集団の特徴とし

て、事業所規模別の認定事業所数や報告書

提出状況等を集計することを提案した。 

事業所規模別の認定事業所数と報告書提

出状況を集計した結果、令和7年度の認定事

業所146事業所のうち、10人未満の事業所が

55事業所（37.7％）と最も多く、次いで10

人以上20人未満が37事業所（25.3％）、20

人以上30人未満が31事業所（21.3％）の順

であった。また、報告書の提出状況は、事

業所規模による大きな差異はないと考えら

れた。今回のアンケートでは、報告書の内

容からさらに詳細な健康づくりの取り組み

状況を明らかにするため、報告書の提出の
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有無に関わらず、すべての事業所とするこ

ととした。ただし、従業員数10人未満の事

業所と不明の事業所等を除く89事業所を対

象とすることとした。 

アンケート調査の内容として、報告書の

内容と重複しないよう、報告書集計結果を

踏まえて、健康づくりの取り組みの詳細を

尋ねる項目とした。また、市が今後、強化

したい事業や新規に立ち上げを検討してい

る事業についての意見を尋ねる項目を含め

た。市担当者は、研究者からのコメントを

踏まえて、部署内の関係職員の意見を取り

まとめたり、文献や国の調査等を参考にし

たりするなどして、繰り返しアンケート内

容のブラッシュアップを行った。また、調

査開始前に、商工会議所の管理職に調査の

説明を行い、アンケートへの意見を求め 

た。また、市内の事業所経営者にアンケー

トのプレテストを行った。協会けんぽの管

理職に、調査実施とアンケート内容につい

て共有した。これらのプロセスを経て、ア

ンケートを実施した。 

 

２２．．評評価価  

蒲郡市での地域・職域連携推進の取り組

みをプロセス評価の観点で整理する。 

① 報告書等の既存の資料をこれまでとは

違うかたちで集計・分析することで、

調査の目的・方法（対象選定を含む）

を明確化することができた。 

② 調査目的を達成するためのアンケート

内容の検討にあたり必要な部署内の連

携や情報収集等を行うことができた。 

③ 会議・打ち合わせでは、管理職者の参

加があり、調査計画の検討や意思決定

を迅速に行うことができた。 

④ アンケートの実施にあたり、商工会議

所や協会けんぽの理解と協力を得るこ

とができた。 

 全体を通して、調査の目的・方法を明確

にする作業を丁寧に行うことにより、問題

解決につながる調査計画を立て実行するこ

とができた。本報告では調査計画と実施ま

でであり、分析とそれに基づくアウトリー

チ方策の検討は今後実施していく。 

 

ＤＤ．．考考察察  

本研究では、アクションリサーチの手法

を用いて、愛知県の犬山市と蒲郡市におけ

る地域・職域連携推進事業のプロセスを記

述し、市の事業や関係機関との連携体制、

事業場への関わり等の変化を明らかにし 

た。取り組みのテーマは、認定事業を契機

とした地域・職域連携推進方策を検討する

こととした。両市とも、認定事業所からの

報告書の提出が少ないため、健康づくりの

実態が把握できないという課題があった。

また、市の保健事業の利用が少なく、事業

所との関わりが少ないことも、現状把握を

困難にしている要因のひとつであった。そ

のため、どのように健康づくりが実践され

ているのか、事業主や従業員がどのような

健康意識や行動をとっているのかを把握 

し、ニーズに合ったサポートを提供したい

と考え、事業所の実態調査を実施した。２

市におけるこれらのプロセスから、地域・

職域連携推進事業を効果的・効率的に展開

するため重要と考えられる知見を考察す 

る。 

1点目は、事業所の現状把握のために既存

資料を分析することの重要性である。両市

とも、認定事業所の報告書の活用はしてい

たが、問題意識に沿って再整理・再分析 

し、犬山市ではインタビュー調査結果と併

せて現状分析に活用し、蒲郡市では調査計

画の検討に活用した。既存資料は集計・分

析方法が十分に整理されないまま引き継が

れている場合もあるが、新たな視点で再分

析することは、現状把握を深めるととも 

に、新たな調査の必要性や目的の明確化に

資する。市町村では人事異動により担当者

が変更となることが多いため、既存資料の

整理方法や集計方法についても適切に引き

継ぐことが、継続的かつ効果的な事業展開

に重要である。また、犬山市では、計画段

階において、保健所から前年度実施のアン

ケート調査結果の提供を受け、検討に活用

した。このように、すでに実施されている

調査を把握することにより、調査内容の重

複を避けるとともに、調査計画の精度向上

を図ることができる。研究班が公表してい

る「改訂版地域・職域連携推進事業の新た

なる展開」（以下、手引き）では、二次医

療圏協議会における事業推進のためのチェ

ックリストが示されており、その中には

「4.3協議体構成員からのデータ提供（資料

等）を依頼する」という項目がある。今回

の取り組みは市町村が中心となって進める

ものであるが、二次医療圏を運営する保健

所に対し、必要なデータの有無を確認し提

供を求めることも重要である。 

 2点目は、健康課題を把握するための調査

計画を十分に検討することの重要性であ 

る。両市において実施されたように、事業

の見直しや計画策定に当たっては、対象の

健康課題を明らかにするための調査を行う

ことがある。集団の健康課題を明らかにす

る方法には質問紙法や面接法、観察法等が

あるが、それぞれの特徴を踏まえて計画す

る必要がある。犬山市では、従来実施して

いる表彰事業所候補者へのヒアリングに追

加し、インタビュー調査として実施した。

調査には人的資源、予算、時間を要するこ

とから、限られた資源と期間で実施可能な

方法を選択することが求められる。また、

蒲郡市では、インタビュー調査とアンケー

ト調査の双方を検討したが、調査目的を十

分に整理することにより、適切な調査方法

へと絞り込み、調査目的に応じた適切な対

象者の選定方法を設定することができた。

両市とも調査結果を踏まえた事業計画およ

び実施は今後の課題であるが、対象のニー

ズを的確に把握するためには、調査目的を

明確にしたうえで調査計画を十分に練るこ

とが重要である。 

3つ目は、PDCAサイクルで事業を改善して

いくことの重要性である。犬山市では、認

定事業所の実施報告書の提出率を高めるた

め、その要因を探り改善を行うことによ 

り、提出率を向上させることができた。こ

のような事業において実施報告書の様式も

事業運営を構成する重要な要素のひとつで

ある。日常業務の中で継続的に評価・改

善・計画・実施を繰り返すことは基本であ

るが、改めて認識すべき重要な視点であ 

る。 

4つ目は、事業を円滑に進めるための組織

の管理職者との共通認識の形成、部署内の

連携体制を確保することの重要性である。

両市とも管理職者と担当者が、地域・職域

連携推進の必要性について共通認識のもと

で事業を開始した。犬山市では、市・保健

所・研究者との会議に管理職が出席し意見

を述べ、蒲郡市では調査計画の打ち合わせ

に管理職が出席し、方向性について協議し

ていた。このように担当者の取組方針や検

討過程に対して、管理職者が適切に関与 

し、助言や支援を行うことは、業務を円滑

かつ迅速に進めるうえで重要である。ま 

た、犬山市では担当者が1名体制であった 

が、インタビュー調査には同係の保健師も

参加し、事業計画の検討にも関与してい 

た。少人数体制であっても、必要に応じて

業務を分担・共有することにより、効果的

な事業運営が可能となる。市町村では、特

定健診や特定保健指導等の業務と兼務しな

がら地域・職域連携を担当することが多 

い。そのため、このような状況において事

業を効果的に推進するためには、部署内で

相互に補完し合う連携体制の確保が重要で

ある。 

最後に、保健所の資源を活用するととも

に、保健所をパートナーとして取り組むこ

との重要性である。犬山市では、保健所が

実施したアンケート調査結果の提供やイン

タビュー調査の協力を得ることにより、効

率的に調査を進めることができた。手引き2）

では、協議会の適切な運営方法として 

「1.6 管内市町村と連携が取れる体制であ

る」ことが示されている。犬山市では保健

所との連携体制が構築されていることか 

ら、市の取り組み状況を共有し、必要に応

じて資源の提供や事業への協力を得ること

ができた。市町村が中心となって地域・職

域連携を推進する場合においても、保健所

を重要なパートナーとして位置づけ、資源

の共有および連携体制の強化を図ることが

求められる。 

 

 

ＥＥ．．結結論論  

本研究では、愛知県犬山市および蒲郡市

をモデル自治体とし、健康づくりを推進す

る事業所の認定事業を契機とした地域・職

域連携推進方策を検討することを目的とし

て取り組んだ。犬山市では、実施報告書の

様式改訂による事業運営の改善、および事

業所における健康づくりの取組実態を把握

するためのインタビュー調査を実施した。

蒲郡市では、事業所の健康づくりの取組実

態を把握するためのアンケート調査を計画

し実施した。両市の実施プロセスから、地

域・職域連携推進事業を効果的・効率的に

展開するため以下の点が重要であることが

示唆された。 

 問題意識に沿った既存資料の活用・分

析 

 健康課題を把握するための調査計画の

十分な検討 

 PDCAサイクルに基づく継続的な事業改

善 

 事業を円滑に推進するための管理職と

の共通認識の形成および部署内連携体

制の確保 

 保健所の資源を活用するとともに、パ

ートナーとして連携を図る体制の構築 
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有無に関わらず、すべての事業所とするこ

ととした。ただし、従業員数10人未満の事

業所と不明の事業所等を除く89事業所を対

象とすることとした。 

アンケート調査の内容として、報告書の

内容と重複しないよう、報告書集計結果を

踏まえて、健康づくりの取り組みの詳細を

尋ねる項目とした。また、市が今後、強化

したい事業や新規に立ち上げを検討してい

る事業についての意見を尋ねる項目を含め

た。市担当者は、研究者からのコメントを

踏まえて、部署内の関係職員の意見を取り

まとめたり、文献や国の調査等を参考にし

たりするなどして、繰り返しアンケート内

容のブラッシュアップを行った。また、調

査開始前に、商工会議所の管理職に調査の

説明を行い、アンケートへの意見を求め 

た。また、市内の事業所経営者にアンケー

トのプレテストを行った。協会けんぽの管

理職に、調査実施とアンケート内容につい

て共有した。これらのプロセスを経て、ア

ンケートを実施した。 

 

２２．．評評価価  

蒲郡市での地域・職域連携推進の取り組

みをプロセス評価の観点で整理する。 

① 報告書等の既存の資料をこれまでとは

違うかたちで集計・分析することで、

調査の目的・方法（対象選定を含む）

を明確化することができた。 

② 調査目的を達成するためのアンケート

内容の検討にあたり必要な部署内の連

携や情報収集等を行うことができた。 

③ 会議・打ち合わせでは、管理職者の参

加があり、調査計画の検討や意思決定

を迅速に行うことができた。 

④ アンケートの実施にあたり、商工会議

所や協会けんぽの理解と協力を得るこ

とができた。 

 全体を通して、調査の目的・方法を明確

にする作業を丁寧に行うことにより、問題

解決につながる調査計画を立て実行するこ

とができた。本報告では調査計画と実施ま

でであり、分析とそれに基づくアウトリー

チ方策の検討は今後実施していく。 

 

ＤＤ．．考考察察  

本研究では、アクションリサーチの手法

を用いて、愛知県の犬山市と蒲郡市におけ

る地域・職域連携推進事業のプロセスを記

述し、市の事業や関係機関との連携体制、

事業場への関わり等の変化を明らかにし 

た。取り組みのテーマは、認定事業を契機

とした地域・職域連携推進方策を検討する

こととした。両市とも、認定事業所からの

報告書の提出が少ないため、健康づくりの

実態が把握できないという課題があった。

また、市の保健事業の利用が少なく、事業

所との関わりが少ないことも、現状把握を

困難にしている要因のひとつであった。そ

のため、どのように健康づくりが実践され

ているのか、事業主や従業員がどのような

健康意識や行動をとっているのかを把握 

し、ニーズに合ったサポートを提供したい

と考え、事業所の実態調査を実施した。２

市におけるこれらのプロセスから、地域・

職域連携推進事業を効果的・効率的に展開

するため重要と考えられる知見を考察す 

る。 

1点目は、事業所の現状把握のために既存

資料を分析することの重要性である。両市

とも、認定事業所の報告書の活用はしてい

たが、問題意識に沿って再整理・再分析 

し、犬山市ではインタビュー調査結果と併

せて現状分析に活用し、蒲郡市では調査計

画の検討に活用した。既存資料は集計・分

析方法が十分に整理されないまま引き継が

れている場合もあるが、新たな視点で再分

析することは、現状把握を深めるととも 

に、新たな調査の必要性や目的の明確化に

資する。市町村では人事異動により担当者

が変更となることが多いため、既存資料の

整理方法や集計方法についても適切に引き

継ぐことが、継続的かつ効果的な事業展開

に重要である。また、犬山市では、計画段

階において、保健所から前年度実施のアン

ケート調査結果の提供を受け、検討に活用

した。このように、すでに実施されている

調査を把握することにより、調査内容の重

複を避けるとともに、調査計画の精度向上

を図ることができる。研究班が公表してい

る「改訂版地域・職域連携推進事業の新た

なる展開」（以下、手引き）では、二次医

療圏協議会における事業推進のためのチェ

ックリストが示されており、その中には

「4.3協議体構成員からのデータ提供（資料

等）を依頼する」という項目がある。今回

の取り組みは市町村が中心となって進める

ものであるが、二次医療圏を運営する保健

所に対し、必要なデータの有無を確認し提

供を求めることも重要である。 

 2点目は、健康課題を把握するための調査

計画を十分に検討することの重要性であ 

る。両市において実施されたように、事業

の見直しや計画策定に当たっては、対象の

健康課題を明らかにするための調査を行う

ことがある。集団の健康課題を明らかにす

る方法には質問紙法や面接法、観察法等が

あるが、それぞれの特徴を踏まえて計画す

る必要がある。犬山市では、従来実施して

いる表彰事業所候補者へのヒアリングに追

加し、インタビュー調査として実施した。

調査には人的資源、予算、時間を要するこ

とから、限られた資源と期間で実施可能な

方法を選択することが求められる。また、

蒲郡市では、インタビュー調査とアンケー

ト調査の双方を検討したが、調査目的を十

分に整理することにより、適切な調査方法

へと絞り込み、調査目的に応じた適切な対

象者の選定方法を設定することができた。

両市とも調査結果を踏まえた事業計画およ

び実施は今後の課題であるが、対象のニー

ズを的確に把握するためには、調査目的を

明確にしたうえで調査計画を十分に練るこ

とが重要である。 

3つ目は、PDCAサイクルで事業を改善して

いくことの重要性である。犬山市では、認

定事業所の実施報告書の提出率を高めるた

め、その要因を探り改善を行うことによ 

り、提出率を向上させることができた。こ

のような事業において実施報告書の様式も

事業運営を構成する重要な要素のひとつで

ある。日常業務の中で継続的に評価・改

善・計画・実施を繰り返すことは基本であ

るが、改めて認識すべき重要な視点であ 

る。 

4つ目は、事業を円滑に進めるための組織

の管理職者との共通認識の形成、部署内の

連携体制を確保することの重要性である。

両市とも管理職者と担当者が、地域・職域

連携推進の必要性について共通認識のもと

で事業を開始した。犬山市では、市・保健

所・研究者との会議に管理職が出席し意見

を述べ、蒲郡市では調査計画の打ち合わせ

に管理職が出席し、方向性について協議し

ていた。このように担当者の取組方針や検

討過程に対して、管理職者が適切に関与 

し、助言や支援を行うことは、業務を円滑

かつ迅速に進めるうえで重要である。ま 
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表１ モデル⾃治体の概要 令和7年4⽉現在
市区町村名 ⽝⼭市 蒲郡市
⼈⼝構成

全⼈⼝ 71,067 77,159
年少⼈⼝（％） 7,645(10.8) 8,694(11.3)
⽣産年齢⼈⼝（％） 42,322(59.6) 45,107(58.5)
⽼年⼈⼝（％） 21,100(29.7) 23,358(30.3)

産業構造
第⼀次産業（%） 1.2 4.1
第⼆次産業（%） 34.7 38.7
第三次産業（%） 64.1 57.2

表2  地域・職域連携推進の体制関連項⽬
⽝⼭市 蒲郡市

➀保健衛⽣部⾨
②国⺠健康保険部⾨ 〇
③商⼯労働部⾨ ○
④情報管理担当部署
⑤その他 

あり あり
地域・職域連携推進事業の担当者 他業務と兼務の担当者設置 他業務と兼務の担当者設置

担当者の職種 保健師 保健師
担当者の⼈数 1⼈ 2⼈
兼務している業務 特定保健指導業務など 検診（健診）関係

あり あり
会議体の名称 ⽝⼭市健康まちづくり推進委員

会（H13年度設置）
蒲郡市企業の健康宣⾔取組優良
事業所選定審査会

働く世代の健康課題について検討・共有する場(会議体)

地域・職域連携を計画・実施するための庁内の連携部署

健康増進計画等への地域・職域連携事業の位置づけ
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き

 

 
 

 

市
管
理
職

市
担
当
者

市
他
部
署

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
管

理
職

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
担

当
者

管
轄
保

健
所
管

理
職

管
轄
保

健
所
担

当
者

健
康
ま

ち
づ
く

り
推
進

委
員
会

研
究
者

7）
次
の
サ
イ
ク
ル
に
移
⾏

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
8⽉

上
旬
打
合
せ

報
告
書
お
よ
び
表
彰
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
提
出

数
、
表
彰
事
業
所
の
選
定
結
果
が
報
告
さ
れ
た
。

表
彰
候
補
４
事
業
所
に
加
え
て
、
⼆
次
医
療
圏
保

健
所
が
保
健
所
事
業
の
⼀
環
で
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を

実
施
す
る
事
業
所
を
対
象
と
す
る
こ
と
に
決
定
。

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ガ
イ
ド
の
内
容
を
確
認
。

1
2

市
担
当
者
の
意
⾒
を
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ガ
イ
ド
に
反
映
し
て
修

正
。

5）
実
践

20
25
年
9⽉

事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
A事

業
所
）

1
1

1
保
健
所
の
事
業
と
し
て
⾏
う
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
も
同
席
し
て
、
市

と
し
て
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
を
実
施
。

5）
実
践

20
25
年
10
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
B事

業
所
・
C事

業
所
）

2
1

5）
実
践

20
25
年
10
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
D事

業
所
・
E事

業
所
）

2
2

5）
実
践

20
25
年
11
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
F事

業
所
）

2
1

市
担
当
者
だ
け
で
な
く
同
じ
グ
ル
ー
プ
の
他
の
保
健
師
の
協
⼒

を
得
て
調
査
実
施
。
詳
細
な
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
り
、
健
康
づ
く

り
の
実
態
把
握
だ
け
で
は
な
く
、
事
業
所
の
担
当
者
の
健
康
づ

く
り
に
対
す
る
熱
⼼
さ
を
知
る
機
会
と
な
っ
た
。

5）
実
践

20
25
年
11
⽉

優
良
事
業
所
表
彰
候
補
者
の
決
定

〇

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

市
の
ス
ポ
ー
ツ
交
流
課
と
の
相
談

事
業
計
画
の
実
施
可
能
性
を
検
討
す
る
た
め
、
ス

ポ
ー
ツ
交
流
課
に
市
運
動
施
設
の
割
引
券
等
の
取

扱
い
に
つ
い
て
相
談
。

1
○

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

打
合
せ

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果
、
実
施
報
告
書
・
表
彰

エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
集
計
結
果
を
踏
ま
え
て
、

次
年
度
に
向
け
た
事
業
計
画
に
つ
い
て
意
⾒
交

換
。

2
1

2

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
の
分
析
結
果
、
報
告
書
・
表
彰
エ
ン
ト

リ
ー
シ
ー
ト
の
集
計
結
果
を
提
⽰
。

分
析
結
果
や
集
計
結
果
に
基
づ
き
、
事
業
所
へ
の
働
き
か
け
に

つ
い
て
市
担
当
者
か
ら
提
案
が
あ
っ
た
。
保
健
所
担
当
者
か
ら

も
ア
イ
デ
ア
の
提
⽰
や
保
健
所
と
し
て
協
⼒
可
能
な
こ
と
に
つ

い
て
発
⾔
が
あ
っ
た
。

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

メ
ー
ル

事
業
計
画
案
を
作
成
し
、
研
究
者
お
よ
び
保
健
所

担
当
者
に
提
⽰
。

〇
他
の
⾃
治
体
の
先
進
事
例
の
提
⽰
。

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
2⽉

メ
ー
ル

〇
事
業
計
画
案
に
つ
い
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
や
具
体
的
な
進
め
⽅
に

つ
い
て
確
認
。

5）
実
践

20
26
年
3⽉

⽝
⼭
市
健
康
ま
ち
づ
く
り
推
進
委
員
会

委
員
会
に
お
い
て
優
良
事
業
所
表
彰
候
補
者
に
つ

い
て
報
告
し
、
意
⾒
聴
取
予
定
。

1
○

○

5）
実
践

20
26
年
3⽉

事
業
所

健
康
づ
く
り
推
進
優
良
事
業
所
表
彰
予
定
。

1
○

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の

過
程

⽉
⽇

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

関
与
者
 
（
⼈
）
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表
3
 
犬
山
市
に
お
け
る
地
域
・
職
域
連
携
推
進
の
プ
ロ
セ
ス
 

 

 

市
管
理
職

市
担
当
者

市
他
部
署

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
管

理
職

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
担

当
者

管
轄
保

健
所
管

理
職

管
轄
保

健
所
担

当
者

健
康
ま

ち
づ
く

り
推
進

委
員
会

研
究
者

1）
⽬
的
の
設
定

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
1⽉

打
合
せ
（
モ
デ
ル
実
施
の
依
頼
）

研
究
班
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
内
容
の

詳
細
と
市
担
当
者
が
地
域
・
職
域
連
携
に
お
い
て

課
題
に
感
じ
て
い
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
た
。
そ
の

後
、
モ
デ
ル
実
施
に
参
加
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ

た
。

2
1

2

1）
⽬
的
の
設
定

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
4⽉

初
旬
会
議
（
現
状
の
共
有
と
市
で
取
り
組
む
テ
ー

マ
の
検
討
）

市
担
当
者
か
ら
地
域
・
職
域
連
携
推
進
の
現
状
と

課
題
が
説
明
さ
れ
た
。
⼆
次
医
療
圏
保
健
所
担
当

者
か
ら
R5
・
6年

度
の
取
り
組
み
と
、
R6
年
度
の

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
基
づ
く
R7
年
度
以
降
の
取
り

組
み
テ
ー
マ
（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
）
が
説
明
さ
れ

た
。

市
は
、
現
在
取
り
組
ん
で
い
る
事
業
の
中
で
も
、

健
康
づ
く
り
推
進
事
業
所
認
定
事
業
の
改
善
（
認

定
事
業
所
数
の
向
上
、
認
定
事
業
所
の
健
康
づ
く

り
活
動
の
活
性
化
）
に
取
り
組
む
こ
と
を
決
定
し

た
。

1
2

1
1

1
2

4

市
が
中
⼼
と
な
っ
て
推
進
す
る
地
域
・
職
域
連
携
に
つ
い
て
、

保
健
所
と
情
報
共
有
す
る
場
を
設
定
。

市
担
当
者
は
健
康
経
営
の
意
識
を
根
付
か
せ
る
こ
と
の
難
し
さ

や
短
期
間
で
成
果
が
出
に
く
い
と
い
う
発
⾔
が
あ
っ
た
が
、
今

あ
る
事
業
実
績
や
基
盤
を
ど
う
展
開
さ
せ
て
い
く
の
か
検
討
す

る
こ
と
の
重
要
性
、
事
業
主
が
困
っ
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る

必
要
性
を
提
案
し
た
。
提
案
を
受
け
、
現
在
、
市
担
当
者
が
直

⾯
し
て
い
る
課
題
に
焦
点
を
当
て
る
⽅
向
性
と
な
っ
た
。

3）
現
状
の
分
析

20
25
年
4⽉

上
旬
メ
ー
ル

⼆
次
医
療
圏
保
健
所
が
前
年
度
に
実
施
し
た
、
事

業
所
を
対
象
と
し
た
健
康
づ
く
り
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
結
果
を
市
と
研
究
者
に
共
有
。

〇
市
が
事
業
所
の
健
康
づ
く
り
の
実
態
を
把
握
し
た
い
と
い
う
課

題
に
対
し
て
、
保
健
所
か
ら
情
報
提
供
を
受
け
、
業
務
を
効
率

化
す
る
こ
と
に
つ
な
が
っ
た
。

3）
現
状
の
分
析

20
25
年
4⽉

上
旬
メ
ー
ル

〇
会
議
後
に
、
市
の
課
題
に
対
し
て
他
の
先
進
的
な
取
り
組
み
例

を
ま
と
め
て
提
⽰
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
4⽉

中
旬
打
合
せ

認
定
事
業
所
の
年
1回

の
報
告
書
の
様
式
お
よ
び
採

点
⽅
法
の
改
訂
、
保
健
所
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を

参
考
に
、
認
定
事
業
所
の
健
康
づ
く
り
の
実
態
と

ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
た
め
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
に

取
り
組
む
⽅
向
性
が
⽰
さ
れ
た
。

1
1

認
定
事
業
の
課
題
と
取
り
組
む
ア
ク
シ
ョ
ン
が
明
確
化
さ
れ

た
。

事
業
所
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
た
め
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ガ
イ
ド
の

提
案
。

5）
実
践

20
25
年
5⽉

メ
ー
ル

報
告
書
の
改
定
案
が
提
⽰
さ
れ
た
。

報
告
書
改
定
案
に
対
す
る
意
⾒
。

5）
実
践

20
25
年
6⽉

認
定
事
業
所
へ
の
実
施
報
告
書
の
提
出
依
頼

健
康
づ
く
り
推
進
事
業
所
に
対
し
て
新
様
式
の
報

告
書
、
表
彰
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
送
付
。

〇

5）
実
践

6）
実
践
の
評
価

20
25
年
7⽉

報
告
書
の
整
理
お
よ
び
未
提
出
の
事
業
所
へ
の
再

依
頼
。
表
彰
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
採
点
作
業
。

〇
報
告
書
の
回
収
数
が
例
年
よ
り
も
増
加
し
、
報
告
書
の
様
式
を

⾒
直
し
た
こ
と
へ
の
⼿
応
え
が
得
ら
れ
た
。

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の

過
程

⽉
⽇

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

関
与
者
 
（
⼈
）

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

表
3
の

続
き

 

 
 

 

市
管
理
職

市
担
当
者

市
他
部
署

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
管

理
職

⼆
次
医

療
圏
保

健
所
担

当
者

管
轄
保

健
所
管

理
職

管
轄
保

健
所
担

当
者

健
康
ま

ち
づ
く

り
推
進

委
員
会

研
究
者

7）
次
の
サ
イ
ク
ル
に
移
⾏

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
8⽉

上
旬
打
合
せ

報
告
書
お
よ
び
表
彰
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
提
出

数
、
表
彰
事
業
所
の
選
定
結
果
が
報
告
さ
れ
た
。

表
彰
候
補
４
事
業
所
に
加
え
て
、
⼆
次
医
療
圏
保

健
所
が
保
健
所
事
業
の
⼀
環
で
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を

実
施
す
る
事
業
所
を
対
象
と
す
る
こ
と
に
決
定
。

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ガ
イ
ド
の
内
容
を
確
認
。

1
2

市
担
当
者
の
意
⾒
を
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
ガ
イ
ド
に
反
映
し
て
修

正
。

5）
実
践

20
25
年
9⽉

事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
A事

業
所
）

1
1

1
保
健
所
の
事
業
と
し
て
⾏
う
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
も
同
席
し
て
、
市

と
し
て
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
を
実
施
。

5）
実
践

20
25
年
10
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
B事

業
所
・
C事

業
所
）

2
1

5）
実
践

20
25
年
10
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
D事

業
所
・
E事

業
所
）

2
2

5）
実
践

20
25
年
11
⽉
表
彰
候
補
事
業
所
訪
問

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
（
F事

業
所
）

2
1

市
担
当
者
だ
け
で
な
く
同
じ
グ
ル
ー
プ
の
他
の
保
健
師
の
協
⼒

を
得
て
調
査
実
施
。
詳
細
な
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
り
、
健
康
づ
く

り
の
実
態
把
握
だ
け
で
は
な
く
、
事
業
所
の
担
当
者
の
健
康
づ

く
り
に
対
す
る
熱
⼼
さ
を
知
る
機
会
と
な
っ
た
。

5）
実
践

20
25
年
11
⽉

優
良
事
業
所
表
彰
候
補
者
の
決
定

〇

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

市
の
ス
ポ
ー
ツ
交
流
課
と
の
相
談

事
業
計
画
の
実
施
可
能
性
を
検
討
す
る
た
め
、
ス

ポ
ー
ツ
交
流
課
に
市
運
動
施
設
の
割
引
券
等
の
取

扱
い
に
つ
い
て
相
談
。

1
○

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

打
合
せ

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
結
果
、
実
施
報
告
書
・
表
彰

エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
の
集
計
結
果
を
踏
ま
え
て
、

次
年
度
に
向
け
た
事
業
計
画
に
つ
い
て
意
⾒
交

換
。

2
1

2

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
の
分
析
結
果
、
報
告
書
・
表
彰
エ
ン
ト

リ
ー
シ
ー
ト
の
集
計
結
果
を
提
⽰
。

分
析
結
果
や
集
計
結
果
に
基
づ
き
、
事
業
所
へ
の
働
き
か
け
に

つ
い
て
市
担
当
者
か
ら
提
案
が
あ
っ
た
。
保
健
所
担
当
者
か
ら

も
ア
イ
デ
ア
の
提
⽰
や
保
健
所
と
し
て
協
⼒
可
能
な
こ
と
に
つ

い
て
発
⾔
が
あ
っ
た
。

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
1⽉

メ
ー
ル

事
業
計
画
案
を
作
成
し
、
研
究
者
お
よ
び
保
健
所

担
当
者
に
提
⽰
。

〇
他
の
⾃
治
体
の
先
進
事
例
の
提
⽰
。

4）
実
践
の
計
画

20
26
年
2⽉

メ
ー
ル

〇
事
業
計
画
案
に
つ
い
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
や
具
体
的
な
進
め
⽅
に

つ
い
て
確
認
。

5）
実
践

20
26
年
3⽉

⽝
⼭
市
健
康
ま
ち
づ
く
り
推
進
委
員
会

委
員
会
に
お
い
て
優
良
事
業
所
表
彰
候
補
者
に
つ

い
て
報
告
し
、
意
⾒
聴
取
予
定
。

1
○

○

5）
実
践

20
26
年
3⽉

事
業
所

健
康
づ
く
り
推
進
優
良
事
業
所
表
彰
予
定
。

1
○

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の

過
程

⽉
⽇

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

関
与
者
 
（
⼈
）
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表４-1 ⽝⼭市の健康づくり推進事業所の業種（事業所・％)
建設業 17 37.8
製造業 13 28.9
電気・ガス・熱供給・⽔道業 1 2.2
運輸業 4 8.9
卸売業 1 2.2
飲⾷サービス業 1 2.2
サービス業 1 2.2
サービス業（他に分類されないもの) 4 8.9
医療、福祉 1 2.2
その他 1 2.2
複数回答（製造業、卸売業) 1 2.2
＊⽇本標準産業分類

表４-2 取り組んでいる健康づくり活動の項⽬数
1〜5項⽬ 27 60.0
6〜10項⽬ 15 33.3
11〜15項⽬ 3 6.7

平均（標準偏差) 5.3 2.38

 

 

 

 

 

 

 

  

表4-3 エントリーシート提出事業所の特性（N（事業所・％)
従業員数
5⼈未満 4 17.4
6〜19⼈ 10 43.5
20〜49⼈ 6 26.1
50〜99⼈ 2 8.7
100〜299⼈ 1 4.3

業種（⽇本標準産業分類）
建設業 9 39.1
製造業 4 17.4
運輸業 3 13.0
飲⾷サービス業 1 4.3
サービス業（他に分類されないもの) 4 17.4
医療、福祉 1 4.3
その他 1 4.3

表4-4 事業所規模別にみたエントリーシート提出事業所の健康づくり活動の取り組み項⽬数

1〜5項⽬ 3 13 1 25.0 2 20.0 0 0.0 0 0.0
6〜10項⽬ 10 43.5 2 50.0 4 40.0 3 50.0 1 33.3
11〜15項⽬ 7 30.4 1 25.0 2 20.0 2 33.3 2 66.7
16〜20項⽬ 1 4.3 0 0.0 1 10.0 0 0.0 0 0.0
21〜25項⽬ 2 8.7 0 0.0 1 10.0 1 16.7 0 0.0

平均（標準偏差) 10.6 5.4 7.8 3.6 10.7 6.9 11.8 5.2 11.3 1.5

全体 5⼈未満 6−19⼈ 20−49⼈ 50⼈以上
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医療、福祉 1 4.3
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1〜5項⽬ 3 13 1 25.0 2 20.0 0 0.0 0 0.0
6〜10項⽬ 10 43.5 2 50.0 4 40.0 3 50.0 1 33.3
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表5 犬山市の事業所を対象としたインタビューガイド 

【犬山市健康づくり推進事業所認定を受けられた目的など】 

 なぜ犬山市健康づくり推進事業所認定を受けようと思われましたか。 

 犬山市健康づくり推進事業所認定制度を知ったきっかけはどのようなことですか。 

 犬山市健康づくり推進事業所認定を受けて感じるメリットはどのようなことですか。 

 認定を受けるにあたり取り組んだこと、大変だったことはどのようなことですか。 

【健康づくりの取り組みの実際や課題】 

 健康診断の実際（実施方法、健診結果の返却・受診勧奨・保健指導・医師の意見聴取

等）、および課題はどのようなことですか。 

 がん検診を受けやすくする取り組み（金銭補助、受診機会の設定等）は行っています

か。行う上での課題はどのようなことですか。 

 ストレスチェックの実際（実施方法、結果の返却・受診勧奨・保健指導・医師との面

談等）、および課題はどのようなことですか。 

 従業員の健康について課題に感じていることはどのようなことですか。 

 健康課題の改善について取り組む上での課題はどのようなことですか。 

 健康づくりのための担当者を置いていますか。置いている場合、どのように活動して

いますか。 

 地域産業保健センターの出張健康講座、健康相談、犬山市のウォーキングアプリ「て

くてく」を活用していますか。 

 事業所内で従業員に健康に関する情報を提供していますか。 

 健康経営を実施してどのような姿を目指したいとお考えですか。 

 健康経営に取り組む目的や重視していることはどのようなことですか。 

 健康づくりの取り組みを行うにあたり、市にサポートしてほしいこと、要望はどのよう

なことですか。 
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表
6
 
蒲
郡
市
に
お
け
る
地
域
・
職
域
連
携
推
進
の
プ
ロ
セ
ス
 

 
  

市
管
理
職

市
担
当
者

商
⼯

会
議
所

協
会

け
ん
ぽ

研
究
者

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
11
⽉
20
⽇
打
合
せ
（
モ
デ
ル
実
施
の
依
頼
）

研
究
班
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
内
容
の

詳
細
と
市
担
当
者
が
地
域
・
職
域
連
携
に
お
い
て

課
題
に
感
じ
て
い
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
た
。
モ
デ

ル
実
施
に
参
加
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。

3
1

2

1）
⽬
的
の
設
定

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
11
⽉
20
⽇
打
合
せ
（
上
記
の
依
頼
に
引
き
続
き
実
施
）

協
会
け
ん
ぽ
の
健
康
宣
⾔
認
定
事
業
所
を
市
と
し

て
健
康
づ
く
り
推
進
事
業
所
と
し
て
認
定
し
て
い

る
が
、
市
独
⾃
の
報
告
書
は
求
め
て
お
ら
ず
、
協

会
け
ん
ぽ
に
報
告
書
を
提
出
す
る
事
業
所
が
限
ら

れ
る
た
め
、
事
業
所
の
取
り
組
み
の
実
情
が
わ
か

ら
ず
、
ア
プ
ロ
ー
チ
⽅
法
の
検
討
が
で
き
な
い
。

事
業
所
の
健
康
づ
く
り
の
取
り
組
み
の
実
情
を
把

握
し
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
し
た
い
と
い
う
課
題
を
確

認
。

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
を
⾏
う
場
合
に
は
マ
ン
パ

ワ
ー
が
必
要
と
な
る
た
め
、
部
署
内
の
協
⼒
が
得

ら
れ
る
こ
と
も
確
認
。

1
1

2

調
査
の
⽬
的
を
明
確
に
し
た
う
え
で
、

調
査
⽬
的
に
応
じ
た
調
査
⽅
法
（
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
調
査
ま
た
は
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
）
、
調
査
内
容
を
検
討
す
る
こ
と
を

提
案
。
ま
た
、
調
査
に
先
⽴
ち
、
協
会

け
ん
ぽ
の
報
告
書
か
ら
把
握
で
き
る
こ

と
を
整
理
し
て
お
く
こ
と
を
提
案
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
11
⽉
20
⽇
メ
ー
ル
共
有

ア
ン
ケ
ー
ト
原
案
を
共
有
。
報
告
書
を
提
出
し
て

い
る
事
業
所
の
負
担
や
事
業
所
訪
問
で
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
す
る
こ
と
で
豊
富
な
情
報
を
得
ら
れ
る
こ

と
等
を
考
慮
し
、
提
出
事
業
所
と
未
提
出
事
業
所

に
分
け
て
調
査
す
る
こ
と
も
視
野
に
計
画
。

○
○

3）
現
状
の
分
析

20
25
年
12
⽉
1⽇

メ
ー
ル
共
有

協
会
け
ん
ぽ
の
報
告
書
（
44
事
業
所
）
を
集
計

し
、
健
康
づ
く
り
の
取
り
組
み
の
実
態
を
分
析
。

〇
○

協
会
け
ん
ぽ
の
報
告
書
の
集
計
に
よ

り
、
ど
の
よ
う
な
取
り
組
み
が
多
い
の

か
を
概
観
す
る
こ
と
に
つ
な
が
っ
た
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
2⽇

メ
ー
ル
共
有

〇
○

ア
ン
ケ
ー
ト
原
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト

と
ア
ン
ケ
ー
ト
項
⽬
の
検
討
に
役
⽴
つ

⽂
献
の
提
供
。

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ

の
過
程

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

関
与
者

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

⽉
⽇

表
6
の
続
き
 

 
 

 

市
管
理
職

市
担
当
者

商
⼯

会
議
所

協
会

け
ん
ぽ

研
究
者

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
5⽇

打
合
せ
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）

協
会
け
ん
ぽ
報
告
書
の
集
計
・
分
析
を
も
と
に
、

市
と
し
て
詳
細
を
明
ら
か
に
し
た
い
調
査
内
容
に

つ
い
て
意
⾒
交
換
。
調
査
対
象
の
選
定
や
調
査
⽅

法
に
つ
い
て
検
討
。
ま
ず
は
広
く
デ
ー
タ
を
得
て

定
量
的
に
分
析
す
る
⽅
向
性
を
固
め
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
に
よ
る
⾃
記
式
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
と
す
る

こ
と
に
決
定
。
調
査
対
象
事
業
所
の
⺟
数
の
確
認

と
選
定
⽅
法
に
つ
い
て
検
討
。

1
2

2

各
調
査
⽅
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ

ト
を
踏
ま
え
て
、
今
回
は
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
優
先
す
る
⽅
向
性
を
決
定
。

対
象
事
業
所
選
定
の
参
考
と
す
る
た
め

事
業
所
規
模
別
に
認
定
事
業
所
数
や
報

告
書
提
出
数
等
を
集
計
す
る
こ
と
を
提

案
。

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
5⽇

メ
ー
ル
共
有

事
業
所
規
模
別
に
認
定
事
業
所
数
、
協
会
け
ん
ぽ

の
報
告
書
の
提
出
状
況
を
集
計
・
分
析
。
昨
年
度

よ
り
認
定
事
業
所
数
が
減
少
（
15
5社

→
14
6

社
）
。
従
業
員
10
⼈
未
満
の
事
業
所
を
除
く
す
べ

て
の
認
定
事
業
所
を
対
象
と
す
る
こ
と
に
決
定
。

〇
対
象
者
の
選
定
に
つ
い
て
助
⾔
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
-1
⽉
メ
ー
ル
共
有

報
告
書
の
提
出
事
業
所
も
対
象
と
す
る
こ
と
に
し

た
た
め
、
報
告
書
の
内
容
と
重
複
し
な
い
よ
う
、

報
告
書
集
計
結
果
を
踏
ま
え
て
、
健
康
づ
く
り
の

取
り
組
み
の
詳
細
や
市
の
保
健
事
業
の
要
望
等
を

尋
ね
る
内
容
の
質
問
項
⽬
を
検
討
。

○
○

ア
ン
ケ
ー
ト
の
質
問
項
⽬
に
つ
い
て
助

⾔
。
調
査
⽬
的
が
よ
り
明
確
に
な
り
、

ア
ン
ケ
ー
ト
の
質
問
項
⽬
を
具
体
的
に

設
定
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

5）
実
践

20
26
年
1⽉

中
旬
打
合
せ
（
関
係
機
関
へ
の
調
査
実
施
説
明
）

商
⼯
会
議
所
の
健
康
経
営
推
進
に
関
わ
る
管
理
職

に
調
査
の
説
明
・
相
談
と
質
問
紙
内
容
へ
の
意
⾒

を
求
め
る
。

1
1

5）
実
践

20
26
年
2⽉

初
旬
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
プ
レ
テ
ス
ト

ア
ン
ケ
ー
ト
項
⽬
の
⾔
葉
遣
い
や
回
答
し
や
す
さ

に
問
題
が
な
い
か
1名

の
経
営
者
に
回
答
を
依
頼
。

○
可
能
で
あ
れ
ば
調
査
実
施
前
に
他
者
に

ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
し
て
も
ら
い
内
容

を
確
認
す
る
こ
と
を
助
⾔
。

4）
実
践

20
26
年
2⽉

上
旬
メ
ー
ル
共
有

協
会
け
ん
ぽ
の
管
理
職
に
調
査
・
ア
ン
ケ
ー
ト
内

容
の
共
有
。

〇
○

5）
実
践

20
26
年
2⽉

中
旬

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
実

施
。

○

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ

の
過
程

⽉
⽇

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

関
与
者
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表
6
 
蒲
郡
市
に
お
け
る
地
域
・
職
域
連
携
推
進
の
プ
ロ
セ
ス
 

 
  

市
管
理
職

市
担
当
者

商
⼯

会
議
所

協
会

け
ん
ぽ

研
究
者

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
11
⽉
20
⽇
打
合
せ
（
モ
デ
ル
実
施
の
依
頼
）

研
究
班
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
内
容
の

詳
細
と
市
担
当
者
が
地
域
・
職
域
連
携
に
お
い
て

課
題
に
感
じ
て
い
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
た
。
モ
デ

ル
実
施
に
参
加
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。

3
1

2

1）
⽬
的
の
設
定

2）
現
状
の
把
握

20
25
年
11
⽉
20
⽇
打
合
せ
（
上
記
の
依
頼
に
引
き
続
き
実
施
）

協
会
け
ん
ぽ
の
健
康
宣
⾔
認
定
事
業
所
を
市
と
し

て
健
康
づ
く
り
推
進
事
業
所
と
し
て
認
定
し
て
い

る
が
、
市
独
⾃
の
報
告
書
は
求
め
て
お
ら
ず
、
協

会
け
ん
ぽ
に
報
告
書
を
提
出
す
る
事
業
所
が
限
ら

れ
る
た
め
、
事
業
所
の
取
り
組
み
の
実
情
が
わ
か

ら
ず
、
ア
プ
ロ
ー
チ
⽅
法
の
検
討
が
で
き
な
い
。

事
業
所
の
健
康
づ
く
り
の
取
り
組
み
の
実
情
を
把

握
し
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
し
た
い
と
い
う
課
題
を
確

認
。

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
を
⾏
う
場
合
に
は
マ
ン
パ

ワ
ー
が
必
要
と
な
る
た
め
、
部
署
内
の
協
⼒
が
得

ら
れ
る
こ
と
も
確
認
。

1
1

2

調
査
の
⽬
的
を
明
確
に
し
た
う
え
で
、

調
査
⽬
的
に
応
じ
た
調
査
⽅
法
（
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
調
査
ま
た
は
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
）
、
調
査
内
容
を
検
討
す
る
こ
と
を

提
案
。
ま
た
、
調
査
に
先
⽴
ち
、
協
会

け
ん
ぽ
の
報
告
書
か
ら
把
握
で
き
る
こ

と
を
整
理
し
て
お
く
こ
と
を
提
案
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
11
⽉
20
⽇
メ
ー
ル
共
有

ア
ン
ケ
ー
ト
原
案
を
共
有
。
報
告
書
を
提
出
し
て

い
る
事
業
所
の
負
担
や
事
業
所
訪
問
で
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
す
る
こ
と
で
豊
富
な
情
報
を
得
ら
れ
る
こ

と
等
を
考
慮
し
、
提
出
事
業
所
と
未
提
出
事
業
所

に
分
け
て
調
査
す
る
こ
と
も
視
野
に
計
画
。

○
○

3）
現
状
の
分
析

20
25
年
12
⽉
1⽇

メ
ー
ル
共
有

協
会
け
ん
ぽ
の
報
告
書
（
44
事
業
所
）
を
集
計

し
、
健
康
づ
く
り
の
取
り
組
み
の
実
態
を
分
析
。

〇
○

協
会
け
ん
ぽ
の
報
告
書
の
集
計
に
よ

り
、
ど
の
よ
う
な
取
り
組
み
が
多
い
の

か
を
概
観
す
る
こ
と
に
つ
な
が
っ
た
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
2⽇

メ
ー
ル
共
有

〇
○

ア
ン
ケ
ー
ト
原
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト

と
ア
ン
ケ
ー
ト
項
⽬
の
検
討
に
役
⽴
つ

⽂
献
の
提
供
。

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ

の
過
程

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

関
与
者

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

⽉
⽇

表
6
の
続
き
 

 
 

 

市
管
理
職

市
担
当
者

商
⼯

会
議
所

協
会

け
ん
ぽ

研
究
者

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
5⽇

打
合
せ
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）

協
会
け
ん
ぽ
報
告
書
の
集
計
・
分
析
を
も
と
に
、

市
と
し
て
詳
細
を
明
ら
か
に
し
た
い
調
査
内
容
に

つ
い
て
意
⾒
交
換
。
調
査
対
象
の
選
定
や
調
査
⽅

法
に
つ
い
て
検
討
。
ま
ず
は
広
く
デ
ー
タ
を
得
て

定
量
的
に
分
析
す
る
⽅
向
性
を
固
め
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
に
よ
る
⾃
記
式
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
と
す
る

こ
と
に
決
定
。
調
査
対
象
事
業
所
の
⺟
数
の
確
認

と
選
定
⽅
法
に
つ
い
て
検
討
。

1
2

2

各
調
査
⽅
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ

ト
を
踏
ま
え
て
、
今
回
は
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
優
先
す
る
⽅
向
性
を
決
定
。

対
象
事
業
所
選
定
の
参
考
と
す
る
た
め

事
業
所
規
模
別
に
認
定
事
業
所
数
や
報

告
書
提
出
数
等
を
集
計
す
る
こ
と
を
提

案
。

3）
現
状
の
分
析

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
⽉
5⽇

メ
ー
ル
共
有

事
業
所
規
模
別
に
認
定
事
業
所
数
、
協
会
け
ん
ぽ

の
報
告
書
の
提
出
状
況
を
集
計
・
分
析
。
昨
年
度

よ
り
認
定
事
業
所
数
が
減
少
（
15
5社

→
14
6

社
）
。
従
業
員
10
⼈
未
満
の
事
業
所
を
除
く
す
べ

て
の
認
定
事
業
所
を
対
象
と
す
る
こ
と
に
決
定
。

〇
対
象
者
の
選
定
に
つ
い
て
助
⾔
。

4）
実
践
の
計
画

20
25
年
12
-1
⽉
メ
ー
ル
共
有

報
告
書
の
提
出
事
業
所
も
対
象
と
す
る
こ
と
に
し

た
た
め
、
報
告
書
の
内
容
と
重
複
し
な
い
よ
う
、

報
告
書
集
計
結
果
を
踏
ま
え
て
、
健
康
づ
く
り
の

取
り
組
み
の
詳
細
や
市
の
保
健
事
業
の
要
望
等
を

尋
ね
る
内
容
の
質
問
項
⽬
を
検
討
。

○
○

ア
ン
ケ
ー
ト
の
質
問
項
⽬
に
つ
い
て
助

⾔
。
調
査
⽬
的
が
よ
り
明
確
に
な
り
、

ア
ン
ケ
ー
ト
の
質
問
項
⽬
を
具
体
的
に

設
定
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

5）
実
践

20
26
年
1⽉

中
旬
打
合
せ
（
関
係
機
関
へ
の
調
査
実
施
説
明
）

商
⼯
会
議
所
の
健
康
経
営
推
進
に
関
わ
る
管
理
職

に
調
査
の
説
明
・
相
談
と
質
問
紙
内
容
へ
の
意
⾒

を
求
め
る
。

1
1

5）
実
践

20
26
年
2⽉

初
旬
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
プ
レ
テ
ス
ト

ア
ン
ケ
ー
ト
項
⽬
の
⾔
葉
遣
い
や
回
答
し
や
す
さ

に
問
題
が
な
い
か
1名

の
経
営
者
に
回
答
を
依
頼
。

○
可
能
で
あ
れ
ば
調
査
実
施
前
に
他
者
に

ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
し
て
も
ら
い
内
容

を
確
認
す
る
こ
と
を
助
⾔
。

4）
実
践

20
26
年
2⽉

上
旬
メ
ー
ル
共
有

協
会
け
ん
ぽ
の
管
理
職
に
調
査
・
ア
ン
ケ
ー
ト
内

容
の
共
有
。

〇
○

5）
実
践

20
26
年
2⽉

中
旬

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
実

施
。

○

研
究
者
か
ら
み
た
変
化

研
究
者
か
ら
の
働
き
か
け

ア
ク
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ

の
過
程

⽉
⽇

会
議
・
打
ち
合
わ
せ
・

⾃
治
体
・
関
係
機
関
等
と
の
関
わ
り

⾃
治
体
・
関
係
機
関
の
⾏
動
・
反
応

具
体
的
な
実
践
内
容

関
与
者
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厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

「「健健康康寿寿命命延延伸伸ににつつななががるる地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名   地域・職域連携に役立つ健康課題の可視化 

 
研究分担者 横山徹爾 所属 国立保健医療科学院生涯健康研究部 
 

 

研究要旨 

地域・職域連携推進ガイドライン（令和元年改訂）では、健康課題の把握と対策の検討

に向けたデータの収集・分析を行うことの重要性が示されている。本分担研究では、健康

日本21（第三次）および地域・職域連携の観点から、健康課題の可視化に役立つ“見える

化”データセット集を作成するとともに、都道府県、二次医療圏、市区町村における活用

マニュアルを作成することを目的とする。本年度は第10回NDBオープンデータ（令和4年度

特定健診）を用いて、全ての都道府県・二次医療圏別に、特定健診の検査値と標準的な質

問票に関する47項目について該当割合と標準化該当比を算出し、さらに第6～10回NDBオー

プンデータ（平成30～令和4年度特定健診）を用いて、各項目について5年間の経年推移を

分析し、これらを自治体・関係者が理解しやすいように図で可視化した。また、人口動態

統計の公表データを用いて、全ての都道府県・二次医療圏別に、18死因別標準化死亡比

(SMR)の直近10年間(2015～2024年)の推移を図で可視化した。これらの資料はWeb上で公開

した。各都道府県・二次医療圏における健康課題を抽出して具体的な取組につなげ、経年

的な推移のモニタリングに活用されることが期待される。 

 

 

ＡＡ．．研研究究目目的的  

地域・職域連携推進ガイドライン（令和

元年改訂）では、健康課題の把握と対策の

検討に向けたデータの収集・分析を行うこ

との重要性が示されている。また、その際

には、データの収集・分析に莫大な時間や

予算を費やさず、健康日本２１の各指標や

データヘルス計画、特定健診（NDBオープン

データ等）、政府統計の総合窓口（e-Stat）

等、公開されているデータを活用すること

で、分析に係る労力や時間を節減し、円滑

に具体的な取組へ移行することが可能とな

ると指摘されている１）。このような労力・

時間を節減するためには、可能なデータに

関しては一括して分析して提供することが

効率的と考えられる。そこで本分担研究で

は、健康日本21（第三次）および地域・職

域連携の観点から、健康課題の可視化に役

立つ“見える化”データセット集を作成す

るとともに、都道府県・二次医療圏等にお

ける活用マニュアルを作成することを目的

とする。本年度は、いくつかの“見える化”

資料とその解説資料を作成した。 

 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１１．．特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

＜＜使使用用ししたたデデーータタ＞＞  

 レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース(NDB)は、レセプト情報及び特定健診・

特定保健指導情報を含む大規模データベー

スである。NDBから汎用性の高い基礎的な集

計表を作成したNDBオープンデータはWeb上

で公表されており、第6回以降のNDBオープ

ンデータの特定健診情報（平成30年度以降）

は、都道府県・二次医療圏別に公表されて

いる。今後も継続的に特定健診データによ

る健康課題の可視化を行っていくためには、

NDBオープンデータの活用が有用と考えられ

る。昨年度までの厚生労働科学研究２,３）

（以下、過去研究）では、第6～9回NDBオー

プンデータを用いて、都道府県・二次医療

圏別の各項目の標準化該当比を算出し、自

治体・関係者が理解しやすい形式で図示

（見える化）してWeb上に公表されている。

本分担研究では、同じ手法により、第10回

NDBオープンデータ（令和4年度特定健診）

を用いて、都道府県・二次医療圏別の各項

目の標準化該当比を算出し、さらに、第6～

10回オープンデータ（平成30～令和4年度特

	 	 111	 	



定健診）を用いて経年推移についても分析

し、これらを自治体・関係者が理解しやす

いように“見える化”する。 

＜＜標標準準化化該該当当比比＞＞  

標 準 化 該 当 比 (SPR: standardized 

prevalence ratio)は、標準化死亡比(SMR)

と同様の計算原理で、基準集団を100とした

場合の、当該集団における出現頻度を相対

的に表す指標である。過去研究と同様に、

男女別に次式で算出した２）。 

SPR � 𝑥𝑥
𝐸𝐸 � 100 � ∑ 𝑛𝑛��

∑ 𝑁𝑁�𝑃𝑃��
� 100 

ここで、 は観測該当人数、𝐸𝐸は期待該当

人数、𝑛𝑛�：当該二次医療圏の年齢階級𝑗𝑗 の
該当人数、𝑁𝑁�：当該二次医療圏の年齢階

級𝑗𝑗の総人数、𝑃𝑃�：当該二次医療圏が属す

る（都道府）県全体（都道府県基準の場

合）または全国（全国基準の場合）の年

齢階級𝑗𝑗の該当割合、年齢階級は40-44, 

45-49, 50-54, 55-59, 60-64, 65-69, 70-

74歳の7階級であり、40-74歳、40-64歳、

65-74歳のそれぞれについて標準化該当比

を計算した。なお、𝑃𝑃�は単年度分析の場

合はその年度の県全体または全国の該当

割合、経年推移の場合は初年度（平成30

年度）の全国の該当割合とした。 

＜＜欠欠損損値値のの補補完完＞＞  

NDBオープンデータでは、性・年齢階級別

の該当人数(𝑛𝑛�)を表示する際に、10人未満

の箇所は非表示（以下、欠損という）にな

るため、二次医療圏や項目によっては該当

人数を正確に把握できないことがある。そ

の場合、例えば欠損箇所の人数を0として計

算すると、該当割合や標準化該当比が過少

評価されるので、何らかの値で補完するこ

とが望ましい。欠損箇所を逆算して正確に

求めることは不可能なように作表されてい

るため、過去研究と同様の方法で、統計モ

デルを用いて該当人数を推定し、該当割合

と標準化該当比の計算に用いた２）。 

 

＜＜集集計計項項目目＞＞  

 標準化該当比を計算した項目は、以下に

示した検査値等25項目、標準的な質問票22

項目、計47項目である。 

 BMI≧30.0, ≧25.0, ＜20.0, ＜18.5 

 腹囲≧85cm, ≧90cm 

 SBP≧180mmHg, ≧140mmHg 

 DBP≧85mmHg, ≧90mmHg, ≧100mmHg 

 空腹時血糖≧100mg/dL, ≧126mg/dL 

 HbA1c≧5.6%, ≧6.5%, ≧8.0%,≧8.4% 

 HDL-C＜40mg/dL 

 LDL-C≧140mg/dL, ≧160mg/dL 

 中性脂肪≧150mg/dL 

 GOT(AST)≧31U/L 

 GPT(ALT)≧31U/L 

 γ-GT(γ-GTP)≧51U/L 

 質問1:血圧を下げる薬を使用しているか 

 質問2:現在、血糖を下げる薬又はインス

リン注射を使用しているか 

 質問3:現在、コレステロールや中性脂肪

を下げる薬を使用しているか 

 質問4:医師から、脳卒中(脳出血、脳梗

塞等)にかかっているといわれたり、治

療を受けたことがありますか 

 質問5:医師から、心臓病(狭心症、心筋

梗塞等)にかかっているといわれたり、

治療を受けたことがありますか 

 質問6:医師から、慢性腎臓病や腎不全に

かかっているといわれたり、治療(人工

透析)を受けたことがありますか 

 質問7:医師から、貧血といわれたことが

ある 

 質問8:現在、たばこを習慣的に吸ってい

る 

 質問9:20歳の時の体重から10kg以上増加

している 

 質問10:1回30分以上の軽く汗をかく運動

を週2日以上、1年以上実施している 

 質問11:日常生活において歩行又は同等

の身体活動を1日1時間以上実施している 

 質問12:ほぼ同じ年齢の同性と比較して

歩く速度が速い 

 質問13:何でもかんで食べることができ

る 

 質問14:人と比較して食べる速度が速い 

 質問15:就寝前の2時間以内に夕食をとる

ことが週に3回以上ある 

 質問16:朝昼夕の3食以外に間食や甘い飲

み物を毎日摂取している 

 質問17:朝食を抜くことが週に3回以上あ

る 

 質問18:お酒(清酒、焼酎、ビール、洋酒

など)を毎日飲む 

 質問19:飲酒日の１日当たりの飲酒量≧2

合 

 質問20:睡眠で休養が十分とれている 

 質問21:運動や食生活等の生活習慣を改

善するつもりがない 

 質問22:生活習慣の改善について保健指

導を受ける機会があれば、利用する 

 

２２．．人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡

比比のの経経年年推推移移  

＜＜使使用用ししたたデデーータタ＞＞  

x

e-Stat[政府統計の総合窓口]で公表され

ている以下のデータを用いた。 

 死亡数 

 人口動態統計性・死因(選択死因分

類)・都道府県・市区町村別死亡数

（2015～2024年） 

 人口動態統計性・年齢（５歳階級）・

死因（死因簡単分類）別死亡数（全国）

（2015～2024年） 

 性・年齢別人口 

 住民基本台帳年齢階級別人口（市区町

村別）（2015～2024年） 

 市町村合併情報 

 廃置分合等情報（2025年9月18日現在） 

 二次医療圏情報 

 二次医療圏－市区町村対応表（2024年

12月31日現在）（ただし秋田県は旧二

次医療圏別に作成） 

  

＜＜死死因因分分類類＞＞  

 人口動態統計の「選択死因分類」により、

以下の死因を用いた。（括弧内は選択死因

分類コード） 

全死因，悪性新生物(Se02)，胃の悪性新

生物(Se04)，大腸の悪性新生物(Se05/Se06)，

肝及び肝内胆管の悪性新生物(Se07)，気管，

気管支，肺の悪性新生物(Se10)，心疾患

（高血圧性を除く）(Se16)，急性心筋梗塞

(Se17)，虚血性心疾患(Se17/Se18(再掲))，

脳血管疾患(Se21)，脳内出血(Se23)，脳梗

塞(Se24)，肺炎(Se26)，慢性閉塞性肺疾患

(Se27)，肝疾患(Se29)，腎不全(Se30)，老

衰(Se31)，自殺(Se34) 

  

＜＜方方法法＞＞  

 過去の厚生労働行政推進調査事業４）と同

様の方法を用いて、全ての都道府県・二次

医療圏別に、2015～2024年の18死因別SMRを

算出し、図に示した。SMRは2015年の全国を

基準とした場合（絶対的な変化の把握を目

的とする）と、各年の全国を基準とした場

合（「全国の変化」と「各二次医療圏の変

化」との比較を目的とする）の２種類を併

記した。参考指標として年あたり平均死亡

数を示し、ポアソン回帰により10年間のSMR

の変化率を推定してトレンドp値も示した。 

 

（倫理面への配慮） 

Web上に公開されている資料のみを使用

し、個人情報等は扱わない。 

 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

１１．．特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損

人数を補完したうえで、標準化該当比を算

出した。 

単年度分析の一部を図１-1,-2に示す。同

一の都道府県内でも、ほとんどの項目で二

次医療圏間での差が観察された。都道府県

を基準とした場合（図の上段）の標準化該

当比が低くても、全国を基準とした場合

（図の下段）には高いこともあり得るので、

両者を併せて解釈することが必要である。 

経年推移分析の一部を図２-1,-2に示す。

2020年度前後で一部の検査値や生活習慣

（質問票）において、COVID-19流行拡大の

影響と思われる不自然な変動が見られる。 

 

２２．．人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡

比比のの経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18死

因別SMRを算出し、2015～2024年の推移を図

示した。一部の例を図３に、読み方の説明

を「説明資料１」に示す。これにより、全

国や県と比べた死因別SMRの高低と同時に増

減傾向も把握できる。総死亡や心疾患・脳

血管疾患SMRの2020年前後の不自然な変動は、

やはりCOVID-19流行拡大の影響が考えられ

る。 

 

ＤＤ．．考考察察  

第6回以降のNDBオープンデータでは、都

道府県・二次医療圏別に、特定健診の検査

項目と標準的な質問票項目について、性・

年齢階級別の該当人数が公表されており、

適切に統計処理を行うことで、都道府県・

二次医療圏での健康課題を抽出するために

役立つことが期待される。ただし、NDBオー

プンデータでは10人未満の性・年齢階級の

値は非表示となるため、特に人口の少ない

二次医療圏では、該当人数が少ない重症リ

スク因子等に関しては過少評価になりやす

いので、データ分析の際には注意が必要で

ある。このような問題に対処して、研究班

で一括して集計・分析することは、各自治

体等における分析のための労力・時間を節

減することができて効率的であろう。経年

的な推移についてはまだ第6回以降の5年度

分だけであるが、最長で10年間の推移を示

すことができるシステムを開発したので、

今後も順次分析期間を延ばしていくことが

可能である。 

都道府県・保健所・市区町村別の死因別

標準化死亡比は、人口動態特殊報告として
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定健診）を用いて経年推移についても分析

し、これらを自治体・関係者が理解しやす

いように“見える化”する。 

＜＜標標準準化化該該当当比比＞＞  

標 準 化 該 当 比 (SPR: standardized 

prevalence ratio)は、標準化死亡比(SMR)

と同様の計算原理で、基準集団を100とした

場合の、当該集団における出現頻度を相対

的に表す指標である。過去研究と同様に、

男女別に次式で算出した２）。 

SPR � 𝑥𝑥
𝐸𝐸 � 100 � ∑ 𝑛𝑛��

∑ 𝑁𝑁�𝑃𝑃��
� 100 

ここで、 は観測該当人数、𝐸𝐸は期待該当

人数、𝑛𝑛�：当該二次医療圏の年齢階級𝑗𝑗 の
該当人数、𝑁𝑁�：当該二次医療圏の年齢階

級𝑗𝑗の総人数、𝑃𝑃�：当該二次医療圏が属す

る（都道府）県全体（都道府県基準の場

合）または全国（全国基準の場合）の年

齢階級𝑗𝑗の該当割合、年齢階級は40-44, 

45-49, 50-54, 55-59, 60-64, 65-69, 70-

74歳の7階級であり、40-74歳、40-64歳、

65-74歳のそれぞれについて標準化該当比

を計算した。なお、𝑃𝑃�は単年度分析の場

合はその年度の県全体または全国の該当

割合、経年推移の場合は初年度（平成30

年度）の全国の該当割合とした。 

＜＜欠欠損損値値のの補補完完＞＞  

NDBオープンデータでは、性・年齢階級別

の該当人数(𝑛𝑛�)を表示する際に、10人未満

の箇所は非表示（以下、欠損という）にな

るため、二次医療圏や項目によっては該当

人数を正確に把握できないことがある。そ

の場合、例えば欠損箇所の人数を0として計

算すると、該当割合や標準化該当比が過少

評価されるので、何らかの値で補完するこ

とが望ましい。欠損箇所を逆算して正確に

求めることは不可能なように作表されてい

るため、過去研究と同様の方法で、統計モ

デルを用いて該当人数を推定し、該当割合

と標準化該当比の計算に用いた２）。 

 

＜＜集集計計項項目目＞＞  

 標準化該当比を計算した項目は、以下に

示した検査値等25項目、標準的な質問票22

項目、計47項目である。 

 BMI≧30.0, ≧25.0, ＜20.0, ＜18.5 

 腹囲≧85cm, ≧90cm 

 SBP≧180mmHg, ≧140mmHg 

 DBP≧85mmHg, ≧90mmHg, ≧100mmHg 

 空腹時血糖≧100mg/dL, ≧126mg/dL 

 HbA1c≧5.6%, ≧6.5%, ≧8.0%,≧8.4% 

 HDL-C＜40mg/dL 

 LDL-C≧140mg/dL, ≧160mg/dL 

 中性脂肪≧150mg/dL 

 GOT(AST)≧31U/L 

 GPT(ALT)≧31U/L 

 γ-GT(γ-GTP)≧51U/L 

 質問1:血圧を下げる薬を使用しているか 

 質問2:現在、血糖を下げる薬又はインス

リン注射を使用しているか 

 質問3:現在、コレステロールや中性脂肪

を下げる薬を使用しているか 

 質問4:医師から、脳卒中(脳出血、脳梗

塞等)にかかっているといわれたり、治

療を受けたことがありますか 

 質問5:医師から、心臓病(狭心症、心筋

梗塞等)にかかっているといわれたり、

治療を受けたことがありますか 

 質問6:医師から、慢性腎臓病や腎不全に

かかっているといわれたり、治療(人工

透析)を受けたことがありますか 

 質問7:医師から、貧血といわれたことが

ある 

 質問8:現在、たばこを習慣的に吸ってい

る 

 質問9:20歳の時の体重から10kg以上増加

している 

 質問10:1回30分以上の軽く汗をかく運動

を週2日以上、1年以上実施している 

 質問11:日常生活において歩行又は同等

の身体活動を1日1時間以上実施している 

 質問12:ほぼ同じ年齢の同性と比較して

歩く速度が速い 

 質問13:何でもかんで食べることができ

る 

 質問14:人と比較して食べる速度が速い 

 質問15:就寝前の2時間以内に夕食をとる

ことが週に3回以上ある 

 質問16:朝昼夕の3食以外に間食や甘い飲

み物を毎日摂取している 

 質問17:朝食を抜くことが週に3回以上あ

る 

 質問18:お酒(清酒、焼酎、ビール、洋酒

など)を毎日飲む 

 質問19:飲酒日の１日当たりの飲酒量≧2

合 

 質問20:睡眠で休養が十分とれている 

 質問21:運動や食生活等の生活習慣を改

善するつもりがない 

 質問22:生活習慣の改善について保健指

導を受ける機会があれば、利用する 

 

２２．．人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡

比比のの経経年年推推移移  

＜＜使使用用ししたたデデーータタ＞＞  

x

e-Stat[政府統計の総合窓口]で公表され

ている以下のデータを用いた。 

 死亡数 

 人口動態統計性・死因(選択死因分

類)・都道府県・市区町村別死亡数

（2015～2024年） 

 人口動態統計性・年齢（５歳階級）・

死因（死因簡単分類）別死亡数（全国）

（2015～2024年） 

 性・年齢別人口 

 住民基本台帳年齢階級別人口（市区町

村別）（2015～2024年） 

 市町村合併情報 

 廃置分合等情報（2025年9月18日現在） 

 二次医療圏情報 

 二次医療圏－市区町村対応表（2024年

12月31日現在）（ただし秋田県は旧二

次医療圏別に作成） 

  

＜＜死死因因分分類類＞＞  

 人口動態統計の「選択死因分類」により、

以下の死因を用いた。（括弧内は選択死因

分類コード） 

全死因，悪性新生物(Se02)，胃の悪性新

生物(Se04)，大腸の悪性新生物(Se05/Se06)，

肝及び肝内胆管の悪性新生物(Se07)，気管，

気管支，肺の悪性新生物(Se10)，心疾患

（高血圧性を除く）(Se16)，急性心筋梗塞

(Se17)，虚血性心疾患(Se17/Se18(再掲))，

脳血管疾患(Se21)，脳内出血(Se23)，脳梗

塞(Se24)，肺炎(Se26)，慢性閉塞性肺疾患

(Se27)，肝疾患(Se29)，腎不全(Se30)，老

衰(Se31)，自殺(Se34) 

  

＜＜方方法法＞＞  

 過去の厚生労働行政推進調査事業４）と同

様の方法を用いて、全ての都道府県・二次

医療圏別に、2015～2024年の18死因別SMRを

算出し、図に示した。SMRは2015年の全国を

基準とした場合（絶対的な変化の把握を目

的とする）と、各年の全国を基準とした場

合（「全国の変化」と「各二次医療圏の変

化」との比較を目的とする）の２種類を併

記した。参考指標として年あたり平均死亡

数を示し、ポアソン回帰により10年間のSMR

の変化率を推定してトレンドp値も示した。 

 

（倫理面への配慮） 

Web上に公開されている資料のみを使用

し、個人情報等は扱わない。 

 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

１１．．特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損

人数を補完したうえで、標準化該当比を算

出した。 

単年度分析の一部を図１-1,-2に示す。同

一の都道府県内でも、ほとんどの項目で二

次医療圏間での差が観察された。都道府県

を基準とした場合（図の上段）の標準化該

当比が低くても、全国を基準とした場合

（図の下段）には高いこともあり得るので、

両者を併せて解釈することが必要である。 

経年推移分析の一部を図２-1,-2に示す。

2020年度前後で一部の検査値や生活習慣

（質問票）において、COVID-19流行拡大の

影響と思われる不自然な変動が見られる。 

 

２２．．人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡

比比のの経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18死

因別SMRを算出し、2015～2024年の推移を図

示した。一部の例を図３に、読み方の説明

を「説明資料１」に示す。これにより、全

国や県と比べた死因別SMRの高低と同時に増

減傾向も把握できる。総死亡や心疾患・脳

血管疾患SMRの2020年前後の不自然な変動は、

やはりCOVID-19流行拡大の影響が考えられ

る。 

 

ＤＤ．．考考察察  

第6回以降のNDBオープンデータでは、都

道府県・二次医療圏別に、特定健診の検査

項目と標準的な質問票項目について、性・

年齢階級別の該当人数が公表されており、

適切に統計処理を行うことで、都道府県・

二次医療圏での健康課題を抽出するために

役立つことが期待される。ただし、NDBオー

プンデータでは10人未満の性・年齢階級の

値は非表示となるため、特に人口の少ない

二次医療圏では、該当人数が少ない重症リ

スク因子等に関しては過少評価になりやす

いので、データ分析の際には注意が必要で

ある。このような問題に対処して、研究班

で一括して集計・分析することは、各自治

体等における分析のための労力・時間を節

減することができて効率的であろう。経年

的な推移についてはまだ第6回以降の5年度

分だけであるが、最長で10年間の推移を示

すことができるシステムを開発したので、

今後も順次分析期間を延ばしていくことが

可能である。 

都道府県・保健所・市区町村別の死因別

標準化死亡比は、人口動態特殊報告として
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これまで５年に一度、５年分のデータをプ

ールして厚生労働省から提供されてきてい

る。しかし、５年に一度の公表であること

と、その期間中の全国を基準としているた

め、長期的な推移を把握することは難しい。

ある死因のSMRが高かった場合、それが上昇

傾向にあって高くなったのか、低下傾向だ

がまだ高いのかでは対策の重要度が異なる

ため、一時点での比較に比べて健康課題を

より明確にしやすいと考えられる。本分担

研究で示した死因別SMRの推移を見ることに

より、それを視覚的に把握することができ

る。一方、ある死因のSMRが低いとしても、

死亡人数が多ければ、対策の優先順位は高

いという考え方もできる。昨年度の本分担

研究３）で示した死因別SMRと死亡数の図で

は、SMRと死亡数を同時に把握することがで

き、経年推移と合わせて見ることで対策の

優先度の検討に役立つことが期待される。 

これらの分かりやすい指標で可視化した

資料を提供しても、健康課題を抽出して具

体的な取組につなげるためには、データを

読み解く訓練が必要である。例えば、提供

した資料を活用するためのマニュアル作成

や、それを教材として使用した研修会等の

手段が考えられる。次年度は、“見える化”

資料を最新年度のものに更新するとともに、

読み解きのためのマニュアルを完成する予

定である。 

 

ＤＤ．．結結論論  

第10回NDBオープンデータ（令和4年度特

定健診）を用いて、全ての都道府県・二次

医療圏別に、特定健診の検査値と標準的な

質問票に関する47項目について該当割合と

標準化該当比を算出し、さらに第6～10回

NDBオープンデータ（平成30～令和4年度特

定健診）を用いて、各項目について5年間の

経年推移を分析し、これらを自治体・関係

者が理解しやすいように図で可視化した。

このような分析を行う際には、10人未満の

性・年齢階級の値が非表示とされているこ

とにより、重症リスク者の頻度を過少評価

しないように注意が必要である。また、人

口動態統計の公表データを用いて、全ての

都道府県・二次医療圏別に、18死因別標準

化死亡比(SMR)の10年間(2015～2024年)の推

移を図で可視化した。作成した資料は、Web

等で公表し、各都道府県内における地域差

を把握し、健康課題を抽出して具体的な取

組につなげ、経年的な推移のモニタリング

に活用されることが期待される。 

 

＜＜参参考考文文献献＞＞  

1) これからの地域・職域連携推進の在り方

に関する検討会．地域・職域連携推進ガイ

ドライン（令和元年９月） 

2) 令和5年度厚生労働科学研究費補助金(循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業)「地域・職域連携推進ガイドライン

を活用した保健事業の展開に関する評価及

び連携強化のための研究」（研究代表：津

下一代）令和5年度総括・分担研究報告書

（令和６年３月） 

3) 令和6年度厚生労働科学研究費補助金 

(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業)「健康寿命延伸につながる地域・

職域連携の推進のための研究」（研究代

表：津下一代）令和6年度総括・分担研究報

告書（令和７年３月） 

4) 平成30年度厚生労働行政推進調査事業費

補助金政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業）都道府県医療費適正化計画推

進のための健診・医療等の情報活用を担う

地域の保健医療人材の育成に関する研究

（研究代表者：横山徹爾）平成30年度総

括・分担研究報告書（平成31年３月） 

 

ＦＦ．．健健康康危危機機情情報報  

 該当なし。 

  

ＧＧ．．研研究究発発表表  

１．論文発表 

 該当なし。 

２．学会発表 

 該当なし。 

  

ＨＨ．．知知的的所所有有権権のの取取得得状状況況  

 該当なし。 
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図図１１--11．．標標準準化化該該当当比比のの見見ええるる化化のの例例（（BBMMII≧≧2255kkgg//mm22））  

 

グラフの縦軸の値：標準化該当⽐−１００（縦軸の範囲はグラフに合わせ変動するので⽐較時には注意）
⇒解釈：基準集団との⽐較から期待される該当者数よりも、実際に観察された該当者数が○○％多い／少ない

第10回NDBオープンデータより作成

【BMI≧25.0】
グラフの縦軸の値：標準化該当⽐−１００（縦軸の範囲はグラフに合わせ変動するので⽐較時には注意）
⇒解釈：基準集団との⽐較から期待される該当者数よりも、実際に観察された該当者数が○○％多い／少ない

第10回NDBオープンデータより作成

＜埼⽟県＞令和４年度 特定健康診査
【BMI≧25.0】

＜埼⽟県＞令和４年度 特定健康診査

標準化該当⽐（対全国）−100

標準化該当⽐（対都道府県）−100
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男性（40-74歳）

これまで５年に一度、５年分のデータをプ

ールして厚生労働省から提供されてきてい

る。しかし、５年に一度の公表であること

と、その期間中の全国を基準としているた

め、長期的な推移を把握することは難しい。

ある死因のSMRが高かった場合、それが上昇

傾向にあって高くなったのか、低下傾向だ

がまだ高いのかでは対策の重要度が異なる

ため、一時点での比較に比べて健康課題を

より明確にしやすいと考えられる。本分担

研究で示した死因別SMRの推移を見ることに

より、それを視覚的に把握することができ

る。一方、ある死因のSMRが低いとしても、

死亡人数が多ければ、対策の優先順位は高

いという考え方もできる。昨年度の本分担

研究３）で示した死因別SMRと死亡数の図で

は、SMRと死亡数を同時に把握することがで

き、経年推移と合わせて見ることで対策の

優先度の検討に役立つことが期待される。 

これらの分かりやすい指標で可視化した

資料を提供しても、健康課題を抽出して具

体的な取組につなげるためには、データを

読み解く訓練が必要である。例えば、提供

した資料を活用するためのマニュアル作成

や、それを教材として使用した研修会等の

手段が考えられる。次年度は、“見える化”

資料を最新年度のものに更新するとともに、

読み解きのためのマニュアルを完成する予

定である。 

 

ＤＤ．．結結論論  

第10回NDBオープンデータ（令和4年度特

定健診）を用いて、全ての都道府県・二次

医療圏別に、特定健診の検査値と標準的な

質問票に関する47項目について該当割合と

標準化該当比を算出し、さらに第6～10回

NDBオープンデータ（平成30～令和4年度特

定健診）を用いて、各項目について5年間の

経年推移を分析し、これらを自治体・関係

者が理解しやすいように図で可視化した。

このような分析を行う際には、10人未満の

性・年齢階級の値が非表示とされているこ

とにより、重症リスク者の頻度を過少評価

しないように注意が必要である。また、人

口動態統計の公表データを用いて、全ての

都道府県・二次医療圏別に、18死因別標準

化死亡比(SMR)の10年間(2015～2024年)の推

移を図で可視化した。作成した資料は、Web

等で公表し、各都道府県内における地域差

を把握し、健康課題を抽出して具体的な取

組につなげ、経年的な推移のモニタリング

に活用されることが期待される。 

 

＜＜参参考考文文献献＞＞  

1) これからの地域・職域連携推進の在り方

に関する検討会．地域・職域連携推進ガイ

ドライン（令和元年９月） 

2) 令和5年度厚生労働科学研究費補助金(循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業)「地域・職域連携推進ガイドライン

を活用した保健事業の展開に関する評価及

び連携強化のための研究」（研究代表：津

下一代）令和5年度総括・分担研究報告書

（令和６年３月） 

3) 令和6年度厚生労働科学研究費補助金 

(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業)「健康寿命延伸につながる地域・

職域連携の推進のための研究」（研究代

表：津下一代）令和6年度総括・分担研究報

告書（令和７年３月） 

4) 平成30年度厚生労働行政推進調査事業費

補助金政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業）都道府県医療費適正化計画推

進のための健診・医療等の情報活用を担う

地域の保健医療人材の育成に関する研究

（研究代表者：横山徹爾）平成30年度総

括・分担研究報告書（平成31年３月） 

 

ＦＦ．．健健康康危危機機情情報報  

 該当なし。 

  

ＧＧ．．研研究究発発表表  

１．論文発表 

 該当なし。 

２．学会発表 

 該当なし。 

  

ＨＨ．．知知的的所所有有権権のの取取得得状状況況  

 該当なし。 
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図図１１--22．．標標準準化化該該当当比比のの見見ええるる化化のの例例（（現現在在、、たたばばここをを習習慣慣的的にに吸吸っってていいるる））  

 
 

 

グラフの縦軸の値：標準化該当⽐−１００（縦軸の範囲はグラフに合わせ変動するので⽐較時には注意）
⇒解釈：基準集団との⽐較から期待される該当者数よりも、実際に観察された該当者数が○○％多い／少ない

第10回NDBオープンデータより作成

【（質問項⽬８）現在、たばこを習慣的に吸っている】
グラフの縦軸の値：標準化該当⽐−１００（縦軸の範囲はグラフに合わせ変動するので⽐較時には注意）
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図図２２--11．．標標準準化化該該当当比比のの経経年年推推移移のの見見ええるる化化のの例例（（BBMMII≧≧2255kkgg//mm22））  

 

二次医療圏の誤差線は95%信頼区間

特定健康診査結果の経年推移（第6～10回NDBオープンデータより作成）

＜11埼玉県＞1104さいたま（二次医療圏）
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図図２２--22．．標標準準化化該該当当比比のの経経年年推推移移のの見見ええるる化化のの例例（（現現在在、、たたばばここをを習習慣慣的的にに吸吸っってていいるる））  

  
  

  

  

  

  

二次医療圏の誤差線は95%信頼区間

特定健康診査結果の経年推移（第6～10回NDBオープンデータより作成）

＜11埼玉県＞1104さいたま（二次医療圏）

【（質問項目８）現在、たばこを習慣的に吸っている】
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図図３３．．死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比((SSMMRR))のの経経年年推推移移のの見見ええるる化化のの例例  
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説明資料１（続き） 

 
 

 
 

説明資料１ 

 

 

 

全全国国二二次次医医療療圏圏別別主主要要死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比((ＳＳＭＭＲＲ))のの推推移移 22001155～～22002244 年年  
  
（（１１））標標準準化化死死亡亡比比((SSMMRR))ににつついいてて  
 死亡の状況は、年齢構成に大きな影響を受けるため、地域間の比較および経年的な推移をモニタリング

する際には、年齢調整した指標を用いる必要があります。 
年齢調整の方法には、「直接法」と「間接法（標準化死亡比：SMR）」があり、人口規模の小さな地域

では数値の安定性等の理由により SMR を用いることが多いです。 
SMR は、全国を基準（＝100）とした場合に、その地域での年齢を調整したうえでの死亡率（死亡の

起こりやすさ）がどの程度高い（低い）のかを表現します。例えば、SMR=120 ならば、全国に比べてそ

の地域での死亡の起こりやすさは 1.2 倍高いことを意味し、SMR=80 ならば、死亡の起こりやすさは 0.8
倍である（つまり低い）ことを意味します。 

国で公表している保健所・市区町村別 SMR（人口動態統計特殊報告：人口動態保健所・市区町村別統

計）は、その年の全国を基準(=100)としているため、経年的な推移を見る際には注意が必要です。例えば、

全国の脳血管疾患年齢調整死亡率は低下傾向にあるため、ある保健所管内の脳血管疾患 SMR の経年推移

がずっと 110 で不変だったとすると、「死亡の起こりやすさが改善していない」のではなく、「同年の全

国に比べて 1.1 倍死亡が起こりやすいまま、全国と同じ速度で改善している」という解釈になります。従

って、当該保健所管内における死亡の起こりやすさが絶対量として改善しているかの推移をみるために

は、基準となる年を固定しておく必要があります。 
本資料では２種類の基準について SMR の経年推移を計算しました。 
●2015 年全国基準（=100） 

2015 年の全国=100 とした場合の、各年の国・都道府県・二次医療圏での死亡の起こりやすさを意味

します。年齢調整したうえでの「死亡の起こりやすさの絶対量の変化」に注目したい場合に見ます。 
●各年全国基準（=100） 
同じ年の全国=100 とした場合の、二次医療圏での死亡の起こりやすさを意味します。年齢調整した

うえでの「その年の国に比べた死亡の起こりやすさの相対値」に注目したい場合に見ます。 
 
（（２２））使使用用ししたたデデーータタ（全て e-Stat[政府統計の総合窓口]より入手）  

●死亡数 
各年の人口動態統計 性・死因(選択死因分類)・都道府県・市区町村別死亡数 
各年の人口動態統計 性・年齢（５歳階級）・死因（死因簡単分類）別死亡数（全国） 

●性・年齢別人口 
各年の住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村別） 

●市町村合併情報 
  廃置分合等情報（2025 年 9 月 18 日現在） 

●二次医療圏情報 

二次医療圏－市区町村対応表（2024 年 12 月 31 日現在） 
※住民基本台帳人口を用いて計算しており、人口動態統計特殊報告等の値と正確には一致しません。 
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（（２２））使使用用ししたたデデーータタ（全て e-Stat[政府統計の総合窓口]より入手）  

●死亡数 
各年の人口動態統計 性・死因(選択死因分類)・都道府県・市区町村別死亡数 
各年の人口動態統計 性・年齢（５歳階級）・死因（死因簡単分類）別死亡数（全国） 

●性・年齢別人口 
各年の住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村別） 

●市町村合併情報 
  廃置分合等情報（2025 年 9 月 18 日現在） 

●二次医療圏情報 

二次医療圏－市区町村対応表（2024 年 12 月 31 日現在） 
※住民基本台帳人口を用いて計算しており、人口動態統計特殊報告等の値と正確には一致しません。 
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研究成果の刊行に関する一覧表 

 

著者氏名 論文タイトル名 書 籍 名 出版年 

都筑千景 健康日本21（第三次）と地
域・職域連携推進～活動の
進展と課題 

第84回日本公衆衛
生学会総会シンポ
ジウム（抄録） 

2025年 

10月 

渡井いずみ 市区町村における地域・職
域連携推進活動の実態 

第84回日本公衆衛
生学会総会シンポ
ジウム（抄録） 

2025年 

10月 

藤本優子、都筑千
景、薮本初音、渡井
いずみ、尾崎伊都
子、横山徹爾、津下
一代 

全国における地域・職域連
携推進事業および体制の実
態と進捗状況－第1報－ 

第84回日本公衆衛
生学会総会シンポ
ジウム（抄録） 

2025年 

10月 

大比叡和子、尾崎伊
都子、雑子侑里、宮
田瑠里子、渡井いず
み、都筑千景、横山
徹爾、津下一代 

地域・職域連携事業におけ
るICT活用チェックリスト
の妥当性の検討－第2報－ 

第84回日本公衆衛
生学会総会シンポ
ジウム（抄録） 

2025年 

10月 

吹田晋、渡井いず
み、髙部さやか、都
筑千景、尾崎伊都
子、横山徹爾、津下
一代 

市区町村における地域・職
域連携事業の実施状況と推
進体制の関連－第3報－、 

第84回日本公衆衛
生学会総会一般演
題（抄録） 

2025年 

10月 

伯井理加、山下友
美、天野こころ、生
野淑子、薮本初音、
都筑千景 

地域・職域連携推進のため
の基盤づくり～実務者会議
の活性化に向けた取組～ 

第84回日本公衆衛
生学会総会一般演
題（抄録） 

2025年 

10月 

田中克弥, 渡井いず
み 

小規模事業所の多い宿泊業
従事者の健康課題と支援の
方向性 ～文献検討に基づ
く地域・職域連携の推進に
向けた考察～ 

2025年度日本産業
衛生学会東海地方
会学会 

2025年11月 

 



令和８年 ４月 １日 
 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                            
                  
                              機関名 日本栄養大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  香川 明夫         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名  健康寿命延伸につながる地域・職域連携のための研究                

３．研究者名  （所属部署・職名）栄養学部・教授                          

    （氏名・フリガナ）津下 一代 ・ ツシタ カズヨ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 女子栄養大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   □ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   □ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   □ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  浅沼 一成         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                         

２．研究課題名  健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究             

３．研究者名  （所属部署・職名） 生涯健康研究部・特任研究官                           

    （氏名・フリガナ） 横山 徹爾・ヨコヤマ テツジ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年４月１日 
 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                            
                  
                               機関名 国立大学法人浜松医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名 渡邉 裕司        

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名  健康寿命延伸につながる地域・職域連携のための研究                

３．研究者名  （所属部署・職名）  地域看護学講座・教授                                

    （氏名・フリガナ）  渡井いずみ・ワタイイズミ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
    □  浜松医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □    □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □    □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □    □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講    未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有  無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有  無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有  無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 （有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



【26公大医研第13号】 
令和 8年 4月 13日 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                            
                  
                              機関名 公立大学法人大阪 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 福島 伸一         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名  健康寿命延伸につながる地域・職域連携のための研究                

３．研究者名  （所属部署・職名） 大阪公立大学 大学院看護研究科・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 都筑 千景 （ツヅキ チカゲ）                                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 女子栄養大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年3月31日 
 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                            
                  
                              機関名 名古屋市立大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名   郡 健二郎        
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 

２．研究課題名  健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究                

３．研究者名  （所属部署・職名） 名古屋市立大学大学院看護学研究科                 

    （氏名・フリガナ） 尾﨑 伊都子 ・ オザキ イツコ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 名古屋市立大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




